
 

令和６年度 
第１回 関東ブロック発注者協議会 幹事会 

議事次第 
 

日時：令和６年５月１５日（水）１１時００分～ 

会場：さいたま新都心合同庁舎２号館      

共用大会議室５０１（ＷＥＢ併用）    

 

 

１．開会 

 

２．挨拶 

 

３．最近の話題 

 

４．議事 

（１）「関東ブロック発注者協議会」設置要領            【資料１】 

 

（２）建設業における時間外労働規制の適用に対する 

    令和６年度関東地方整備局の主な取り組みについて   【資料２－１】 

・事例紹介：関東農政局における働き方改革への取組み状況  【資料２－２】 

 

（３）全国統一指標・関東ブロック独自指標の令和６年度目標に向けた 

取り組みについて                    【資料３－１】 

・事例紹介：埼玉県 市町村への働きかけ          【資料３－２】 

 

（４）建設業団体・都県建設業協会との意見交換会からの要望について 【資料４】 

 

（５）その他 

・千葉県マインクラフトコンテスト２０２３         【資料５－１】 

・建設工事から発生する土の搬出先の明確化等        【資料５－２】 

・舗装の切断作業時に発生する排水の具体的処理の徹底について【資料５－３】 

 

（６）意見交換 

 

５．閉会 



中央建設業審議会・社会資本整備審議会基本問題小委員会中間とりまとめ（概要）
～担い手確保の取組を加速し、持続可能な建設業を目指して～

1.請負契約の透明化による適切なリスク分担

※今後、重層下請構造の実態を踏まえた建設業許可の合理化、繁閑に応じた労働⼒の需給調整や多能⼯の評価のあり⽅、建設業の許可を要しない⼩規模⼯事の適切な管理
についてもさらに検討。

(１)契約における⾮対称性の解消
①受注者によるリスク情報提供の義務化
・⾒積り時等に、建設⼯事に関するリスク情報の受注者から注⽂者への提供を
義務化

②請負契約に予備的経費等に関する事項を明記
③オープンブック・コストプラスフィー⽅式の標準請負契約約款の制定

(２)価格変動等への対応の契約上での明確化
①請負代⾦の変更について規定された⺠間⼯事標準約款の利⽤促進
②価格変動に伴う請負代⾦の変更条項を契約書上明確化
・法定記載事項として「価格変動等が⽣じた場合に請負代⾦額等をどのよう
に変更するかについての定め」を明記

(３)当事者間のコミュニケーションと請負契約の適正化
①当事者間での誠実協議
・請負代⾦や⼯期に影響を及ぼす事象が⽣じた場合に契約の当事者間で誠実に
協議を実施

②⺠間事業者への勧告等
・不当に低い請負代⾦での契約締結について、国⼟交通⼤⾂等の勧告対象に、
公共発注者だけでなく⺠間事業者も含める
・不適切な契約是正のため許可⾏政庁の組織体制を整備

建設業が持続的に発展していくには、新規入職を促進し、将来の担い手の確保・育成を図っていくことが不可欠。
同時に、現下の課題である資材価格高騰や時間外労働規制に適切に対応しつつ、適正な請負代金・工期が確保された請負
契約の下で、適切に建設工事が実施される環境づくりも欠かせない。

こうした問題意識の下、①請負契約の透明化による適切なリスク分担、②適切な労務費等の確保や賃金行き渡りの担保、③
魅力ある就労環境を実現する働き方改革と生産性の向上、などの分野について、建設業法等の改正も視野に早急に講ずべ
き施策を取りまとめ。

2.適切な労務費等の確保や賃⾦⾏き渡りの担保

(１)標準労務費の勧告
・適切な⼯事実施のために計上されるべき標準的な労務費を中央建設業審議会が勧告

3.魅⼒ある就労環境を実現する働き⽅改⾰と⽣産性向上

(１)適正な⼯期の確保
①受注者による著しく短い⼯期の禁⽌
②WLBを実現する働き⽅改⾰に関する施策検討
・⼯期に関する基準等の周知に加え、先進的取組の普及⽅策を検討

(２)⽣産性の向上
①建設⼯事現場を適切に管理するための指針の作成
・ICTの活⽤等による現場管理のための指針を国が作成、特定建設業者に同指針に
即した現場管理に努めることを求める

②監理技術者等の専任制度等の合理化

(3)適切な⽔準の賃⾦等の⽀払い確保のための措置
・建設業者に、労働者の適切な処遇確保に努めるよう求める
・標準約款に賃⾦⽀払いへのコミットメントや賃⾦開⽰への合意に関する条項を追加

(2)受注者における不当に低い請負代⾦の禁⽌
・労務費を原資とする廉売⾏為の制限のため、受注者による不当に低い請負代⾦での
契約締結を禁⽌し、指導、勧告等の対象とする

令和５年９月１９日策定

⾚字︓法改正で対応する事項 



  
令 和 ６ 年 3 月 ８ 日 
不動産・建設経済局建設業課  

「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の 
一部を改正する法律案」を閣議決定 

～建設業の担い手を確保するため、契約取引に係るルールを整備～ 

本日、「建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改
正する法律案」が閣議決定され、建設業の担い手を確保するため、労働者の処遇改善に向
けた賃金原資の確保と下請事業者までの行き渡り、資材価格転嫁の円滑化による労務費へ
のしわ寄せ防止、さらには、働き方改革や現場の生産性向上を図るための措置が盛り込ま
れました。 

１.背景 
 ○ 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も⾧いため、担い手の確保が困難。 
 ○ 建設業が「地域の守り手」としての役割を将来にわたって果たしていけるよう、時間

外労働規制等にも対応しつつ、処遇改善、働き方改革、生産性向上に取り組む必要。 

２.概要 

（１）労働者の処遇改善 
① 建設業者に対して労働者の処遇確保を努力義務化するとともに、国は当該処遇確保

に係る取組状況を調査・公表。 
② 労務費等の確保と行き渡りのため、中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成・勧

告することとし、受注者及び注文者の双方に対して著しく低い労務費等による見積り
書の作成や変更依頼を禁止（違反発注者には国土交通大臣等が勧告）。 

③ 併せて、受注者における不当に低い請負代金による契約締結を禁止。 

（２）資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止 
① 資材高騰など、請負代金や工期に影響を及ぼす事象（リスク）がある場合、請負契約

の締結までに受注者から注文者に通知するよう義務化する。また、資材価格変動時に
おける請負代金等の「変更方法」を契約書の記載事項として明確化。 

② 注文者に対し、当該リスク発生時は、誠実に協議に応ずることを努力義務化。 

（３）働き方改革と生産性向上 
① ⾧時間労働を抑制するため、受注者における著しく短い工期による契約締結を禁止。 
② ＩＣＴ活用等を要件に、現場技術者に係る専任規制や、公共工事における施工体制

台帳提出義務を合理化。 
③ ＩＣＴ活用による現場管理の「指針」を国が作成し、特定建設業者や公共工事受注者

に対し、効率的な現場管理を努力義務化。 
  

【お問い合わせ先】 
不動産・建設経済局建設業課          企画専門官 黒 田 

     法 規 係 ⾧ 吉 開 
               法 規 係 加 藤 

建設業課入札制度企画指導室 課 ⾧ 補 佐 大 湯 
              連携推進係⾧ 櫻 井 

TEL:03-5253-8111(24756､24754) 直通:03-5253-8277 

 



●建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律の一部を改正する法律案

【目標・効果】・全産業を上回る賃金上昇率の達成（2024～2029年度）
（ＫＰＩ） ・技能者と技術者の週休２日の割合を原則100％（2029年度）

・ 建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いため、
担い手の確保が困難。

法案の概要

○契約前のルール

・資材高騰など請負額に影響を及ぼす事象(リスク)の情報は、受注者から注文者に提供するよう義務化

・資材が高騰した際の請負代金等の「変更方法」を契約書記載事項として明確化

○契約後のルール

・資材高騰が顕在化した場合に、受注者が「変更方法」に従って契約変更協議を申し出たとき
は、注文者は、誠実に協議に応じる努力義務※ ※公共工事発注者は、誠実に協議に応ずる義務

２．資材高騰に伴う労務費へのしわ寄せ防止

１．労働者の処遇改善
○労働者の処遇確保を建設業者に努力義務化

国は、取組状況を調査･公表、中央建設業審議会へ報告

○標準労務費の勧告
・中央建設業審議会が「労務費の基準」を作成･勧告

○適正な労務費等の確保と行き渡り
・著しく低い労務費等による見積りや見積り依頼を禁止

国土交通大臣等は、違反発注者に勧告･公表
（違反建設業者には、現行規定により指導監督）

○原価割れ契約の禁止を受注者にも導入

３．働き方改革と生産性向上

労務費確保のイメージ

○長時間労働の抑制

・工期ダンピング対策を強化
（著しく短い工期による契約締結を受注者にも禁止）

○ICTを活用した生産性の向上

・現場技術者に係る専任義務を合理化（例．遠隔通信の活用）

・国が現場管理の「指針」を作成（例．元下間でデータ共有）

特定建設業者※や公共工事受注者に効率的な現場
管理を努力義務化 ※ 多くの下請業者を使う建設業者

・公共工事発注者への施工体制台帳の提出義務を合理化
（ICTの活用で施工体制を確認できれば提出を省略可）

出典：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（令和４年）

（ 参 考 １） 建 設 業 の賃 金と 労 働時 間
建 設 業 ※ 4 1 7 万 円 / 年 2 , 0 2 2 時 間 /年
全 産 業 4 9 4 万 円/ 年 1 , 9 5 4 時 間/ 年

（ 参 考 ２） 建 設 業 就業 者数 と 全 産 業に占 め る割 合(  ) 内
[ H 9 ] 6 8 5 万 人 （ 10 . 4 ％） ⇒  [ R 4 ]  4 7 9 万 人 （ 7 .1 ％）
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出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省算出
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働き方改革

・
生産性向上

労働時間の適正化

現場管理の効率化

担い手の確保

持続可能な建設業へ

資材高騰分の転嫁

賃金の引上げ

設計図
・

現場写真

・ 建設業が「地域の守り手」等の役割を果たしていけるよう、
時間外労働規制等にも対応しつつ、処遇改善、働き方改革、
生産性向上に取り組む必要。

（ ＋ 3 . 5 % ）（ ▲ 1 5 . 6 % ）

※賃金は「生産労働者」の値
出典：厚生労働省「毎月勤労統計調査」（令和４年度）
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「関東ブロック発注者協議会」設置要領 

 

（名称） 

第１条　本会は、関東ブロック発注者協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

 

（目的） 

第２条　協議会は、「公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成１７年法律第１８号

　　　　令和元年６月１４日一部改正）」、「公共工事の品質確保の促進に関する施策を総

　　　　合的に推進するための基本的な方針について（平成１７年８月２６日閣議決定　

　　　　令和元年１０月１８日改正）」（以下「基本方針」という。）及び「発注関係事務

　　　　の運用に関する指針（平成２７年１月３０日策定　令和２年１月３０日改正）」

　　　　の趣旨を踏まえ、国、地方公共団体等及び特殊法人等の各発注者が、公共工事の

　　　　品質確保の促進に向けた取り組み等について情報交換を行うなどの連携を図り、

　　　　発注者間の協力体制を強化し、もって関東ブロックにおける公共工事の品質確保

　　　　の促進に寄与することを目的とする。 

 

（事務） 

第３条　協議会は、下記の事項について連絡調整を行う。 

　　一　基本方針等に示された公共工事の品質確保の促進に関する施策の実施状況 

二  発注者間の支援 

    三　その他前条の目的を達成するために必要な事項 

 

（協議会の構成） 

第４条　協議会は、別紙１に掲げる委員をもって構成する。 

２　会長は、国土交通省関東地方整備局長をもってあてる。 

３　会長は、会務を総括し、協議会を代表する。 

４　副会長は、農林水産省関東農政局農村振興部長及び都県を代表する委員をもってあて

る。なお、都県を代表する副会長は、任期を２年とし、互選により選任する。 

５　副会長は、会長に事故がある時は、その職務を代理する。 

 

（協議会の会議） 

第５条　協議会の会議は、会長が招集する。 

２　協議会の会議は、会長が議長を務める。 

３　委員は、自ら指名した者を代理として会議に出席させることができる。 

４　会長は、必要がある時は、別紙１に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。 

５　協議会の会議は、公開とする。なお、会長の判断により必要に応じて非公開とするこ

とができる。 

 

（幹事会の構成） 

第６条　協議会の円滑な運営を補助するため、協議会に幹事会を置く。 

２　幹事会は、別紙２に掲げる幹事をもって構成する。 

３　幹事長は、国土交通省関東地方整備局企画部長をもってあてる。 

                                      　   　 　 　   

kt870253
テキストボックス
資料１
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４　副幹事長は、農林水産省関東農政局農村振興部設計課長及び都県を代表する副会長に

選任された都県の幹事をもってあてる。 

５　副幹事長は、幹事長に事故がある時は、その職務を代理する。 

 

（幹事会の会議） 

第７条　幹事会の会議は、幹事長が招集する。 

２　幹事会の会議は、幹事長が議長を務める。 

３　幹事は、自ら指名した者を代理として会議に出席させることができる。 

４　幹事長は、必要がある時は、別紙２に掲げる者以外の者の参加を求めることができる。 

５　幹事会の効率的な運営を図るため、必要に応じて分科会を設置することができる。 

６　分科会の会議は、幹事長が招集する。 

７　幹事会及び分科会の会議は、公開とする。なお、幹事長の判断により必要に応じて非

　公開とすることができる。 

 

（庶務） 

第８条　協議会の庶務は、関東地方整備局が関係機関の協力を得て処理する。 

 

（雑則） 

第９条　この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は会長が定める。 

 

 

 附　 則　 この要領は、平成２０年１１月６日から施行する。

 附　 則　 この要領は、平成２２年１０月２０日から施行する。

 附　 則　 この要領は、平成２３年１０月２８日から施行する。
 附　 則　 この要領は、平成２４年１１月１５日から施行する。
 附　 則　 この要領は、平成２５年１１月１５日から施行する。

 附　 則　 この要領は、平成２７年１月２７日から施行する。
 附　 則  この要領は、平成２７年８月３日から施行する。

 附　 則  この要領は、平成２８年３月２４日から施行する。
 附　 則  この要領は、平成２９年３月２７日から施行する。
 附　 則  この要領は、平成３０年２月２７日から施行する。
 附　 則  この要領は、平成３０年７月１７日から施行する。

 附　 則  この要領は、令和元年５月２９日から施行する。
 附　 則  この要領は、令和２年７月２２日から施行する。

附　 則  この要領は、令和４年４月１日から施行する。 
附　 則  この要領は、令和5年４月１日から施行する。 
附　 則  この要領は、令和６年４月１日から施行する。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          別紙１ 
　第４条関係（委員）

所　　属 部　　署 役　　職
会　長 国土交通省  関東地方整備局  関東地方整備局長
副会長 農林水産省  関東農政局  農村振興部長
副会長 茨城県  土木部  土木部長
 警察庁  関東管区警察局  総務監察部長
 警察庁  科学警察研究所  総務部長
 警察庁  皇宮警察本部  副本部長
 警察庁  東京都警察情報通信部  情報通信部長
 財務省  関東財務局  管財第一部長
 財務省  関東信越国税局  総務部次長
 財務省  東京国税局  総務部次長
 農林水産省  関東森林管理局  計画保全部長
 国土交通省  関東地方整備局  企画部長
 国土交通省  関東地方整備局  営繕部長
 国土交通省  関東地方整備局  港湾空港部長
 国土交通省  関東運輸局  総務部長
 国土交通省  東京航空局  空港部長
 国土交通省  国土技術政策総合研究所  企画部長
 環境省  関東地方環境事務所  統括自然保護企画官
 防衛省  北関東防衛局  調達部長
 防衛省  南関東防衛局  調達部長
 最高裁判所  東京高等裁判所  事務局会計課長
委　員 栃木県  県土整備部  県土整備部長
 群馬県  県土整備部  県土整備部長
 埼玉県  県土整備部  県土整備部長
 千葉県  県土整備部  県土整備部長
 東京都  建設局  企画担当部長
 神奈川県  県土整備局  技監（兼）都市部長

 山梨県  県土整備部  県土整備部長
 長野県  建設部  建設部長

さいたま市  建設局  建設局長
千葉市  建設局  建設局長
横浜市  財政局  ファシリティマネジメント推進室 

 ファシリティマネジメント推進部担当部長
川崎市  建設緑政局  建設緑政局長
相模原市  都市建設局  都市建設局長
茨城県水戸市  財務部  財務部長
栃木県宇都宮市  建設部  建設部長
群馬県前橋市  総務部  総務部長
埼玉県川口市  都市計画部  技監兼都市計画部長
千葉県船橋市  建設局都市計画部  都市計画部長
東京都新宿区  みどり土木部  みどり土木部長
神奈川県横須賀市  財務部  財務部長
山梨県甲府市  行政経営部  行政経営部長 

 総務部  総務部長
長野県長野市  建設部  建設部長
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           別紙１

所　　属 部　　署 役　　職
 東日本高速道路㈱  関東支社  技術部長
 中日本高速道路㈱  東京支社  環境・技術管理部長
 首都高速道路㈱  技術部長
 成田国際空港㈱  調達部長
 日本中央競馬会  施設部長
 (国立研究開発法人)科学技術振興機構  契約部長
 (独)国際協力機構  調達・派遣業務部長
 (独)国立科学博物館  経営管理部長
委　員 (独)国立女性教育会館  事務局長

(独)国立美術館  国立西洋美術館  総務課長
(独)国立文化財機構  東京国立博物館  総務部長
(独)国立文化財機構  東京文化財研究所  研究支援推進部長
(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構  経理部長
(独)中小企業基盤整備機構   財務部長
(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構  東京支社  技術管理部長 

 東京工事事務所  計画工事部長
(独)都市再生機構  本社技術監理部  技術・コスト管理部長 

 技術監理部長
(独)日本学生支援機構  財務部  財務部長
(独)日本芸術文化振興会  財務企画部  財務企画部長
(国立研究開発法人)日本原子力研究開発機構  契約部  契約部次長
(独)日本スポーツ振興センター  財務部  財務部長
(独)水資源機構  技術管理室長
(独)労働者健康安全機構  医療企画部  営繕企画監
(国立研究開発法人)産業技術総合研究所  施設部  施設部長 

 施設保全部  施設保全部長
(独)製品評価技術基盤機構  企画部管理部長 

 企画管理部長
地方共同法人 日本下水道事業団  事業統括部長 

 事業統括部次長(技術監
 理課長兼任)
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          別紙２ 
　第６条関係（幹事）

所　　属 部　　署 役　　職
幹事長 国土交通省  関東地方整備局  企画部長
副幹事長 農林水産省  関東農政局  農村振興部　設計課長
副幹事長 茨城県  土木部  検査指導課長
 警察庁  関東管区警察局  総務監察部　会計課長
 警察庁  科学警察研究所  総務部　会計課長
 警察庁  皇宮警察本部  会計課長
 警察庁  東京都警察情報通信部  通信庶務課長
 財務省  関東財務局  管財第一部  第一統括国有財産管理官
 財務省  関東信越国税局  総務部　営繕監理官
 財務省  東京国税局  総務部  営繕監理官
 農林水産省  関東森林管理局  森林整備部  森林整備課長
 国土交通省  関東地方整備局  総務部　契約管理官
 国土交通省  関東地方整備局  企画部 技術開発調整官
 国土交通省  関東地方整備局  営繕部 営繕品質管理官
 国土交通省  関東地方整備局  港湾空港部 技術審査官
 国土交通省  関東運輸局  総務部　会計課長
 国土交通省  東京航空局  技術管理官

 国土交通省  国土技術政策総合研究所  企画部　施設課長
 環境省  関東地方環境事務所  自然環境整備課長
 防衛省  北関東防衛局  調達部　調達計画課長
 防衛省  南関東防衛局  調達部　調達計画課長
 最高裁判所  東京高等裁判所  事務局会計課課長補佐
幹　事 茨城県  農林水産部農地局  農地整備課長

栃木県  県土整備部  技術管理課長 
   参事兼技術管理課長 
 農政部  農村振興課長

群馬県  県土整備部  契約検査課長 
 農政部  農村整備課長

埼玉県  県土整備部  建設管理課長 
 農林部  農村整備課長

千葉県  県土整備部  技術管理課長 
 農林水産部  耕地課長

東京都  建設局総務部  技術管理課長 
 産業労働局農林水産部 　農業基盤整備担当課長

神奈川県  県土整備局都市部  技術管理課長 
 環境農政局総務室  経理担当課長

山梨県  県土整備部  技術管理課長 
 農政部  耕地課長

長野県  建設部  建設政策課　技術管理室長
さいたま市  建設局  技術管理課長
千葉市　　　　　　  建設局土木部　　　  技術管理課長
横浜市  財政局ファシリティマネジメント推進室  公共事業調整課長

  ファシリティマネジメント推進部
川崎市  建設緑政局総務部  技術監理課長
相模原市  都市建設局  技術監理課長
茨城県水戸市  財務部  契約検査課長
栃木県宇都宮市  建設部  技術監理課長
群馬県前橋市  総務部　契約監理課  審査契約室長
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           別紙２

所　　属 部　　署 役　　職
 埼玉県川口市  建設部  建設管理課長

 千葉県船橋市  建設局都市計画部  技術管理課長
 東京都新宿区  みどり土木部  道路課長
 神奈川県横須賀市  財務部  契約課長

 山梨県甲府市  行政経営部  契約管財室  指導検査課長
  総務部
 長野県長野市  財政部  契約課長
 東日本高速道路㈱  関東支社　技術部  技術管理課長
 中日本高速道路㈱  東京支社  環境・技術管理部　技術管理課長
 首都高速道路㈱   技術部技術企画課長
 成田国際空港㈱  調達部調達管理グループ　マネージャー
 日本中央競馬会  施設部施設総務課長
 (国立研究開発法人)科学技術振興機構  契約部　 契約調整課長
 (独)国際協力機構  計画・調整課長
 (独)国立科学博物館  経営管理部　施設整備主幹
 (独)国立女性教育会館  財務・企画課長 
幹　事  財務担当部長

(独)国立美術館  国立西洋美術館  総務課室長（管理）
(独)国立文化財機構  東京国立博物館  総務部  環境整備課長
(独)国立文化財機構  東京文化財研究所  研究支援推進部　管理課長
(独)高齢・障害・求職者雇用支援機構  経理部  契約第一課長
(独)中小企業基盤整備機構   財務部施設課長
(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機構  東京支社  技術管理部技術管理課長 

 東京工事事務所  計画工事部計画課長
(独)都市再生機構  技術・コスト管理部  担当課長

 本社技術監理部
(独)日本学生支援機構  財務部  施設整備推進室長
(独)日本芸術文化振興会  財務企画部  財務企画部契約課長
(国立研究開発法人)日本原子力研究開発機構  契約部  契約部　契約第３課長 

 事業契約第１課長
(独)日本スポーツ振興センター  財務部調達管財課  財務部　調達管財課長
(独)水資源機構  技術管理室 技術調査課長
(独)労働者健康安全機構  医療企画部  建築課長
(国立研究開発法人)産業技術総合研究所  施設部 　計画室長

 施設保全部
(独)製品評価技術基盤機構  企画管理部 総務課長
地方共同法人 日本下水道事業団  事業統括部 技術監理課長



令和６年 3 月２８日 

国土交通省関東地方整備局 

企画部 

建設業における時間外労働規制の適用に対する 

令和６年度関東地方整備局の主な取り組みについて 

令和６年（２０２４年）４月からの建設業における時間外労働の上限規制の適用に

あたり、令和５年度に開催した１都８県建設業協会等との意見交換会を踏まえ、令和

６年度の関東地方整備局の主な取り組みについてまとめましたのでお知らせします。 

＜発表記者クラブ＞ 竹芝記者クラブ 埼玉県政記者クラブ 神奈川建設記者会 

＜問い合わせ先＞  

関東地方整備局 企画部 

電話：０４８－６０１－３１５１（代表） FAX：０４８－６００－１３７４ 

技術調査課 課長    佐藤 潤  （内線：３２５１） 

技術管理課 建設専門官 松村 卓海 （内線：３３１２） 

kt870253
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資料２－１



令和６年３月２８日 

関東地方整備局 

建設業における時間外労働の上限規制 

（２０２４年問題）への対応 

■２０２４年（令和６年）４月から適用される建設業の時間外労働の上限規制

○法定労働時間 …………… １日８時間、１週間４０時間 

○時間外労働の上限規制 … 月４５時間かつ年間３６０時間

（災害への対応・除雪などは対象外） 

■建設業の課題と対応

１．働き方改革の推進 

（１）適正工期の確保

・継  続：指針に基づく適切な工期設定、入札時における概略工事工程表の開示の

徹底、適切な工期変更の徹底 

（２）週休二日制の実施

・新規対応：関東地方整備局において実施する全ての工事（港湾、空港、官庁営繕工

事を除く）について、発注者指定による月単位の週休二日制工事の実施、 

月単位の週休２日の補正係数の設定 

・継  続：公共発注機関への展開、民間工事への展開 

・継  続：関東ブロック発注者協議会において都県及び区市町村の週休二日制工事

の実施状況を指標設定し、取組を促進 

（３）書類作成業務のさらなる負担軽減

①土木工事電子書類スリム化ガイド

・継  続：「土木工事電子書類スリム化ガイド」の周知徹底、継続的なアンケート調

査の実施及びバージョンアップ（令和６年３月改訂） 

②検査書類限定型工事（令和６年度より試行から標準化へ）

・継  続：関東地方整備局において実施する全ての工事（港湾、空港、官庁営繕工

事を除く）について、書類限定検査を実施 

③工事関係書類の統一化

・新規対応：工事関係書類の標準様式の統一化について、各都県政令市への展開

（埼玉県は令和５年度に調整済み） 

④現場管理費の見直し

・新規対応：最新の実態を踏まえ、書類作成の経費や下請けの本社経費などによる現

場管理費の増加を反映 
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（４）工事現場環境の改善

・継  続：「ワンデーレスポンス」「ウィークリースタンスの取組」の徹底 

（５）相談窓口の設置

・新規対応：２０２４関連相談窓口の設置

（６）移動時間を踏まえた積算の適正化

・新規対応：現道・維持関係等の１１工種において、現場移動等により作業時間が短

くなり、日当たり施工量が減少している傾向がみられた為、歩掛に反映

（R6.2.28本省記者発表） 

（７）時間外労働の上限規制の例外

・継  続：災害への対応・除雪など、時間外労働の上限規制の適用対象外となる場

合の運用が円滑に進むよう、引き続き関係機関とのコミュニケーション

を継続。 

２．給与等の処遇改善 

・継  続：労務単価や補正率等の見直し 

→公共工事設計労務単価が改訂（R6.2.16本省記者発表）

（令和６年３月１日以降に入札に諮る工事から適用）

・継  続：下請取引等実態調査 

３．生産性の向上 

（１）手続きに関する生産性

・継  続：公共事業労務費調査におけるオンライン調査 

（２）発注に関する生産性

・継  続：施工時期の平準化（余裕期間制度、フレームワークモデル工事の活用） 

・継  続：一括審査方式の活用 

・継  続：概算概略発注の削減 

（３）現場に関する生産性

・新規対応：関東地方整備局においてインフラＤＸ大賞を創設し、生産性向上、働き

方改革を推進 

・継  続：「３次元計測技術を用いた出来形管理の活用手引き(案)」の改訂 

（令和６年３月一部改訂） 

共通編及び改訂した４工種について、説明動画を作成 

・継  続：ＩＣＴ施工の中小建設業への普及拡大に向けた「小規模工事ＩＣＴ施工 

活用の手引き（案）」の周知及び継続的なバージョンアップ 

（令和６年３月改訂） 

・継  続：直轄土木工事におけるＢＩＭ／ＣＩＭの原則適用 

・継  続：遠隔臨場による工事検査に関する試行 

（４）直轄以外への発注に関する生産性

・継  続：都県、市区町村発注工事へ生産性向上に係る直轄の取り組みの水平展開 
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４．入札契約 

●品確法の基本理念を踏まえ、担い手確保・育成、働き方改革、生産性向上などを図る

ため多様な総合評価の取組を実施しており、適宜ＰＤＣＡサイクルによる検証を行い、

見直し等を実施しているところ

・新規対応：総合評価におけるインフラＤＸ大賞の受賞企業を加点評価し、生産性向

上、働き方改革を促進 

・新規対応：総合評価におけるワークライフバランス関連認定企業の加点評価を全工

事・業務へ適用拡大（令和６年度中を予定）し、働き方改革を推進 

・継  続：施工時期の平準化 

・継  続：技術提案の評価結果について、面談を実施 

・継  続：発注量や地域特性に応じた余裕期間制度の活用による適正工期の確保 

・継  続：フレームワークモデル工事、公募型指名競争入札を適切に活用した柔軟

な監理技術者の配置 

・継  続：一括審査方式、段階選抜方式、簡易確認型、技術提案簡易評価型の活用

による受発注者の事務負担軽減 

・継  続：企業能力評価型を活用した柔軟な監理技術者の配置及び受発注者の事務

負担軽減 

・継  続：総合評価において週休２日取組実績を加点評価 

・継  続：監理技術者育成交代モデル工事や特例監理技術者制度による監理技術者

の柔軟な配置・交代の促進 

・継  続：若手技術者活用評価型、技術者育成型の積極的な活用による技術者の育

成・確保 

・継  続：新技術導入促進型による新技術を活用した生産性向上の促進 
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令和６年度の直轄土木工事の発注方針

○他産業と遜色ない休日取得ができる現場の実現に取り組む

○Ｒ５年度までに工期全体（通期）の週休２日が標準化されたことから、Ｒ６年度より月単位の週休２日を推進

※関東地整では、令和６年度から全ての工事において、原則発注者指定の月単位の週休２日を実施

○休日の質の向上のさらなる推進のため、土日を休日とする週休２日の実施に努めることを土木工事共通

仕様書に規定するとともに、実施した企業には工事成績評定で加点

※北海道開発局にお
いては、本官工事の
うち４．５憶円以上の
ものを対象

本官工事

分任官工事

※北海道開発局におい
ては、４．５憶円未満
の本官工事及び分任
官工事を対象

発注者指定 完全週休２日（土日祝日閉所）

R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

原則月単位の
週休２日
（受注者希望）

R7年度～

月単位の週休２日工事の発注方針（イメージ案）

R6年度の状況を踏まえ、
月単位の週休２日
（発注者指定）を目指す

※原則の対象外：緊急復旧工事を想定

※R6年度は、工事成績評定にて、
完全週休２日（土日）実施工事の加点

R6年度の状況を踏まえ、
完全週休２日（土日）を目指す

原則月単位の
週休２日
（発注者指定）

※R6年度は、工事成績評定にて、
完全週休２日（土日）実施工事の加点

発注者指定
週休２日（４週８休）

発注者指定 週休２日（４週８休）

受注者希望

受注者希望 週休２日

令和３年度から全ての工事で、
原則発注者指定の週休２日を実施

令和６年度から全ての工事で、
原則発注者指定の月単位の週休２日を実施

※関東地整運用

関東地方整備局
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工事関係書類の統一化

○関東地方整備局及び埼玉県との統一化の対象書類として２６書類選定し、うち、２４書類（９２％）の

統一化を実施。

○埼玉県との調整結果を基に、今後、管内各都県及び政令市へ同様の取組の展開を図る。

関東地方整備局

更新済み
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関東地方整備局
令和６年３月に「土木工事電子書類スリム化ガイド」をバージョンアップしました！

■目的

・工事書類を必要最小限に簡素化（スリム化）を図るとともに、受発注者間で作成書類の役割分担の明確化、書類の電子化、遠隔臨場や
ＷＥＢ会議の活用によりインフラ分野のＤＸを推進し、工事の円滑な施工を図るとともに、受発注者間双方の働き方改革の推進を図る
ことが目的。

■適用

・令和６年４月１日以降の関東地方整備局発注工事（入札・契約手続運営委員会を開始する工事、入札手続き中及び契約済みの工事）
（港湾空港関係、営繕関係を除く）

■バージョンアップのポイント

✔発注者側の誤った指摘事例と、本来の適切な対応を記載。

✔設計変更に係る協議資料や設計審査会資料として、多数の詳細図面や写真等による説明が行われている実態から、

説明資料に替えて動画の活用や遠隔臨場を併せて実施し、説明資料を削減可能な旨を追記。

✔書類作成に係る土日・深夜勤務等の抑制のためウィークリースタンスを追記。

✔その他、アンケート調査結果により明らかとなった課題に対する対応及び改善要望のあった事項を反映。

■その他の主なバージョンアップ箇所

✔目的・適用・・・受注者が書類提出時に、スリム化ガイドで提出不要としている書類を抜いて再提出させ
られているなど負担が生じていることから、受注者の意思で提出された場合は受領を妨
げない旨を追記。

✔施工体制台帳・・・添付が不要な書類の一部明確化。

✔工事検査・・・書類限定検査（検査に必要な書類は１０種類のみ）の標準化。

✔週間工程表【新規】・・・様式の指定が必要な場合は作業の手戻りとならないよう事前に行う旨を追記。

「土木工事電子書類スリム化ガイド（ver.3.0）」のポイント

※「土木工事電子書類スリム化ガイド」、「土木工事電子書類作成マニュアル」は関東地方整備局ホームページに掲載しています。
ホームページアドレス https://www.ktr.mlit.go.jp/gijyutu/gijyutu00000037.html

追加
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時間外労働規制適用に対応するための現場管理費の見直し

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

現
場
管
理
費
率
（
％
）

純工事費

700万 10億1億

【現行】

【改定】

700万円以下 700万円超え10億円以下 10億円超え

43.43% 1,276.7×Np-0.2145 14.98%

700万円以下 700万円超え10億円以下 10億円超え

44.05% 1,118.2×Np-0.2052 15.91%

＜河川工事の場合＞
直接工事費 1億円の工事では、
現場管理費率 約1%増
（現場管理費 約1.0百万円 増）

現場管理費率の改定イメージ

○ 最新の実態を踏まえ、書類作成の経費や下請けの本社経費などによる現場管理費の増
加を反映

出典：「令和６年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定」（令和６年２月２８日大臣官房技術調査課、大臣官房参事官イノベーショングループ、道路局国道・技術課、国土技術政策総合研究所）

工 事
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２０２４関連相談窓口の設置

○ 令和6年(2024年)４月から建設業における時間外労働の上限規制が適用されることを踏まえ、
関東地方整備局では、2024関連相談窓口を設置。

関東地方整備局

8/13



移動時間を踏まえた積算の適正化

○ 朝礼や準備体操、後片付け等は、一日の就業時間に含まれるものであり標準歩掛に適切に反映
○ 路上工事などで常設の作業帯が現場に設けられない工事では、資材基地からの移動時間を適切に反映
○ Ｒ４年度から施工合理化調査の調査項目として実作業のほか、現場への移動時間等を詳細に把握するように調
査表の見直しを行い、Ｒ５年度の２７工種の分析に反映

始業
8:00

準
備
体
操

実作業 実作業

後
片
付
け

昼
休
憩

12:00 13:00
終業
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K
Y

活
動

作
業
指
示

作
業
準
備

■従前の調査

■Ｒ４以降の調査

始業
8:00

終業
17:00

資
材
積
込

実作業 実作業
昼
休
憩

12:00 13:00

K
Y

活
動

作
業
指
示

現
場
移
動

資
材
取
卸

準
備
体
操

作
業
準
備

現
場
移
動

後
片
付
け

○ 舗装版破砕工などの現道・維持関係等の１１工種で、現場移動等により作業時間が短くなり、日当たり施工量が減
少している傾向が見られた。 ⇒Ｒ６年度歩掛改正に反映

・舗装版破砕工 ・舗装版切断工 ・電線共同溝工（C・C・BOX） ・場所打擁壁工 ・橋梁補強工（コンクリート巻立て）
・伐木除根工 ・安定処理工（バックホウ混合） ・泥水運搬工 ・現場取卸工 ・踏掛版設置工 ・グラウトホール工

工 事

出典：「令和６年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定」（令和６年２月２８日大臣官房技術調査課、大臣官房参事官イノベーショングループ、道路局国道・技術課、国土技術政策総合研究所） 9/13



令和６年３月

国土交通省関東地方整備局

３次元計測技術を用いた出来形管理の活用手引き(案)

第15編 構造物工
（橋梁架設・床版）編

関東地方整備局

従来は、基準高・幅等を検尺テープや3mアルミ定規等により計測して出来形管理を実施していた。
⇒３次元計測技術を用いて点間距離を計測することで省力化・省人化を図る。

○出来形管理の変革イメージ

TLS(地上型レーザースキャナー)等による出来形管理検尺テープや3mアルミ定規等による出来形管理

実施効果

・３次元計測機器を用いた出来形管理による省人化・省力化
・計測人員の削減に伴う安全性の向上
・計測精度向上
・出来形座標確認ソフトウェア等による出来形管理資料作成の短縮
・出来形データ（３次元座標データ）の維持管理へのデータ連携が図れる

１５．構造物工（橋梁架設、床版）編

・出来形基準項目の寸法を検尺テープやレベル等で計測。
・人力による帳票作成、写真管理。

・TLＳ等の機器を用いて計測
・機器等で取得した点群を利用し、PC上で帳票作成（半自動作成）

AfterBefore

3次元計測技術 例

TS等光波方式

空中写真測量（UAV）、無人航空機搭載型LS

地上型レーザースキャナー

地上移動体搭載型LS

RTK-GNSS

表1-15-1 適用可能な３次元計測技術

15-1

検尺テープ等によ
る出来形管理

○手引き（案）の活用拡大のため、R4.12公表版で「3次元計測技術を用いた出来形管理の実施フロー（以下、実施フロー）」を
作成した4工種（土工編、舗装工編、護岸工編、構造物工（橋脚・橋台）編）について、受注者及び監督職員並びに検査職
員が理解しやすい資料に修正。また、上記4工種について説明動画を作成。

○活用手引きに新規工種「構造物工（橋梁架設・床版）編」を追加。

• 受注者と発注者（監督職員・検査職員）の実施項目を明確化する
ため、実施内容一覧表を新規ページ追加。

• 作成した実施内容一覧表は、実施フローの各段階にも追加掲載。

関東地方整備局
２．土工編：３次元計測技術を用いた出来形管理の実施フロー(２)

2-8

○発注者（監督職員及び検査職員）と施工業者の実施内容一覧表

実施フロー 段階 発注者 行為 受注者 実施内容

①施工計画書作成 着手時
監督
職員

受理
←

施工
業者

①施工計画書を受理
②記載事項の確認

検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

3次元計測技術を用いた出来形管理に係わる施工計画
書の記載内容

②工事基準点設置 着手時
監督
職員

指示
→

施工
業者

基準点の指示

着手時
監督
職員

報告
←

施工
業者

工事基準点等の設置状況の把握

検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

3次元計測技術を用いた出来形管理に係わる工事基準
点等の測量結果等

③工事測量（起工測量）

着手時
監督
職員

受理
←

施工
業者

精度確認試験結果報告書の把握

検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

精度確認試験結果報告書の確認

④3次元設計データ作成 着手時
監督
職員

指示
→

施工
業者

設計図書の3次元化の指示

着手時
監督
職員

受理
←

施工
業者

3次元設計データチェックシートの確認

検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

①設計図書の3次元化に関わる確認
②3次元設計データチェックシートの確認

⑤出来形管理図表作成 着手時
監督
職員

受理
←

施工
業者

精度確認試験結果報告書の把握

検査時
監督
職員

受理
←

施工
業者

出来形管理資料、出来形管理図表での出来形管理状
況の把握

検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

①3次元計測技術を用いた出来形管理に関わる精度確
認試験結果報告書の確認

②3次元計測技術を用いた出来形管理に関わる出来形
管理資料の確認

⑥電子成果品納品 検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

①品質管理および出来形管理写真の確認
②電子成果品の確認
③検査職員が任意に指定する箇所の出来形検査

関東地方整備局

① 施工計画書作成
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２．土工編：３次元計測技術を用いた出来形管理の実施フロー(３)

・出来形管理で利用する工事基準点を設置。
・出来形管理で利用する工事基準点の設置は、
「国土交通省公共測量作業規程」に基づいて実施し、
測量成果、設置状況と配置箇所を提出する。

② 工事基準点設置

図2-1-1 適正な場所に工事基準点を設置

段階 発注者 行為 受注者 実施内容

着手時
監督
職員

受理
←

施工
業者

①施工計画書を受理
②記載事項の確認

検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

3次元計測技術を用いた出来形管理に
係わる施工計画書の記載内容

段階 発注者 行為 受注者 実施内容

着手時
監督
職員

指示
→

施工
業者

基準点の指示

着手時
監督
職員

報告
←

施工
業者

工事基準点等の設置状況の把握

検査時
検査
職員

確認
→

施工
業者

3次元計測技術を用いた出来形管理に係わ
る工事基準点等の測量結果等

施工計画書に次の事項を記載。

1）適用区域
３次元計測範囲、出来形管理を行う範囲。

2) 出来形計測箇所、出来形管理基準及び規格値・出来形管理写真基準
・契約上必要な出来形計測を実施する出来形管理箇所。
・該当する出来形管理基準及び規格値・出来形管理写真基準。

3）使用機器・ソフトウェア
３次元計測技術の計測性能、機器構成及び利用するソフトウェア。

4）使用する３次元計測技術による計測に関わる事項
・上記の１）～３）以外に各３次元計測技術に別途定める事項。
・３次元計測技術によって内容が異なるため、各工種で定める各計測技術。

出来形管理の範囲は、３次
元計測機器で計測する場合、
広範囲を計測可能だが、実
施に当たっては受発注者間
で十分協議の上、実施する
ものとする。

工事基準点等を含む測点を計測する際は、計測機
器の設置箇所から目視可能な場合においても、計測
機器が測点を認識できない場合があるため留意する。

※本省が公表している「３次元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」のR5.3改定時に追加された工種。

• 新規工種「構造物工（橋梁架設・床版）編」を追加。

反映

反映

３次元計測技術を用いた出来形管理の活用手引き(案)の改訂
関東地方整備局

11 / 14
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関東地方整備局
ＩＣＴ普及促進の取組（実践的な手引きの策定）

○地域を地盤とする中小建設業へのICT施工普及拡大を目的に、小規模工事で活用できるICT施工技術等の活用方
法をまとめた、「小規模工事ICT施工活用の手引き（案）」を策定。

○本協議会の取組を通じて、中小建設業への普及拡大に向けた、全国で初めての実践的な手引きを策定。
○令和６年度も引き続き小規模工事で活用できる新たなICTツールの調査や、実工事現場での導入効果検証による手
引きの見直しを行っていくと共に、分かりやすい手引きの動画版を作成して普及拡大に努める。

○活動内容
✓アクションプランとして普及促進の活動目標を設定
✓見学会やセミナー等による知見の取得
✓小規模工事におけるICT導入効果の検証を実施

■ＩＣＴ導入効果検証

小型施工機械へのＩＣＴ導入、小規模な現場での３次元設計データ利活用を検証

●成果の共有
・本手引きについては、令和４年3月31日関東地方整備局HPにて公表すると
ともに、都県政令市、建設業協会へ水平展開している。

ICT普及の現状

埼玉県地域建設業ICT推進検討協議会

普及拡大の取組

・地域を地盤とするC,D等級業者には、いまだICTの
活用がされていない現状がある。

取組内容

●中小建設業へのICT普及拡大に向けた、実践的な手引きをR３年度末に策定

・小規模工事ICT施工活用の手引き（案）
施工業者の技術レベルに応じたICTの活用方法について記載

●小規模工事ICT施工活用の手引き（案）の見直し
・実工事現場における小規模工事を対象としたICT導入の効果検証を引き続
き実施（埼玉県地域建設業ICT推進検討協議会の活動の一環として実施）。

○見直しイメージ

検証結果

関
東D

X
･i-C
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stru
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協
議
会

（
都
県
政
令
市
・特
殊
法
人
）

国
土
交
通
本
省

全
国
展
開

実現場での実証

小規模工事ICT

施工活用の手引き
（案）

反映
「
検
証
結
果
」を
踏
ま
え
た

実
現
場
で
の
実
証

反映

現場見学会・
勉強会の実施

水平展開

埼玉県地域建設業ＩＣＴ推進検討協議会

適宜見直し

●見直した手引きの共有
令和６年3月２８日関東地方整備局HPにて公表。引き続き、都県政令市、
建設業協会へ水平展開していく。

52.6% ＝
1,704社（ICT施工経験企業）

3,242社（直轄工事受注企業）

C、Dランク経験企業割合
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《見直し》

○現在、一般土木B等級、建築B等級以上の工事においてワークライフバランス認定企業の加点評価を
実施しているところ。

○令和６年度中に工事種別や等級等にかかわらず全ての総合評価落札方式案件で評価対象とする。

○評価基準に変更は無く、女性活躍推進法の他、次世代法、若者雇用促進法に基づく認定を受けている
企業を加点対象。

○配点は1点とする
○適用開始時期は、本省通知を踏まえ設定する。

評 価 基 準 配点

次に掲げるいずれかの認定を受けている
・女性活躍推進法に基づく認定等（えるぼし認定企業等）※１
・次世代法に基づく認定（トライくるみん・くるみん・プラチナくるみん認定企業）※２
・若者雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定企業）※３

1点

※１女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27 年法律第64 号）第９条若しくは第12条

の規定に基づく基準に適合するものと認定された企業（労働時間等の働き方に係る基準を満たすもの
に限る。）又は同法第８条の規定に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限
る。）を策定している企業（常時雇用する労働者の数が100 人以下のものに限る。）をいう。

※２次世代育成支援対策推進法（平成15 年法律第120 号）第13 条又は第15 条の２の規定に基づく基準
に適合するものと認定された企業をいう。

※３青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和45 年法律第98 号）第15 条の規定に基づく基準に適合す
るものと認定された企業をいう。

本省通知を踏まえ適用時期を設定

関東地方整備局
ＷＬＢ関連認定企業の評価（対象拡大・配点の見直し）
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《新規》

○建設分野におけるＤＸ促進のため、令和６年度より関東地整においてインフラＤＸ大賞を創設予定。

○これと併せて、総合評価においてインフラＤＸ大賞（本省表彰、関東地整表彰）受賞者を加点評価す
る。

○配点は、本省表彰及び関東局長表彰は２点、事務所長表彰は１点とする。

評価項目 評価基準 評価点

企業の
技術力

インフラDX大賞

インフラDX大賞の有無について評価する

＜評価対象とする表彰年度＞
・国土交通本省の表彰（国土交通大臣表彰及び優秀
賞）はＲ５年度に受けた表彰

・関東地方整備局の表彰（局長表彰及び事務所長表
彰）はＲ６年度に受けた表彰

※上記への切替は令和６年８月１日

本省表彰（国土交通大臣表彰、
優秀賞）、

関東局長表彰
２

関東事務所長表彰 １

表彰無し ０

インフラＤＸ大賞（国土交通本省）

・国土交通省は、インフラ分野において、データとデジタル技術を活用して建設生産プロセスの高度化、効率化、国民サービスの
向上等の改革に繋がる優れた実績をベストプラクティスとして横展開するため、令和4年度にインフラＤＸ大賞を創設

・表彰対象は、次に掲げるいずれかの取組のうち、インフラ分野において、データとデジタル技術を活用して、建設生産プロセス
の高度化・効率化、国民サービスの向上、組織の働き方や文化・風土の改革等につながる優れた実績をあげた取組
①各発注機関から受注した工事・業務において前年度に完了した取組（元請け、下請けを問わない）
②その他、前年度に各団体が独自に実施した取組（「i-Construction 推進コンソーシアム会員の取組部門」に対する応募を対象）

・関東地整における総合評価落札方式においては上記①を加点対象とする

令和６年８月１日以降の公告案件より適用

関東地方整備局
関東地整インフラＤＸ大賞の創設・加点評価
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令和６年５月１５日
国土交通省 関東地方整備局

関東ブロック発注者協議会

全国統一指標・関東ブロック独自指標の
令和6年度目標に向けた取組について

資料３－１
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１．新・担い手３法、発注関係事務の運用に関する
指針について
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・令和６年度見込み値について
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１．新・担い手３法、発注関係事務の運用に
関する指針について

2



品確法と建設業法・入契法（新担い手３法） Ｒ１改正時の概要

※担い手３法の改正（公共工事の品質確保の促進に関する法律、建設業法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律）

相次ぐ災害を受け地域の「守り手」としての建設業への期待
働き方改革促進による建設業の長時間労働の是正
i-Constructionの推進等による生産性の向上

 予定価格の適正な設定、歩切りの根絶
 価格のダンピング対策の強化
 建設業の就業者数の減少に歯止め

新たな課題・引き続き取り組むべき課題 担い手３法施行(H26)後５年間の成果

平成26年に、公共工事品確法と建設業法･入契法を一体として改正※し、適正な利潤を確保できるよう予定価格を適正に設定することや、ダンピング対策を
徹底することなど、建設業の担い手の中長期的な育成・確保のための基本理念や具体的措置を規定。

新たな課題に対応し、
５年間の成果をさらに充実する
新・担い手３法改正を実施

建設業法・入契法の改正 ～建設工事や建設業に関する具体的なルール～

品確法の改正 ～公共工事の発注者･受注者の基本的な責務～

cv

○発注者の責務
・適正な工期設定 （休日、準備期間等を考慮）
・施工時期の平準化 （債務負担行為や繰越明許費の活用等）
・適切な設計変更
 （工期が翌年度にわたる場合に繰越明許費の活用）

働き方改革の推進

○受注者（下請含む）の責務
・適正な請負代金･工期での下請契約締結

○発注者の責務
・緊急性に応じた随意契約･指名競
争入札等の適切な選択

・災害協定の締結、発注者間の連携
・労災補償に必要な費用の予定価格
への反映や、見積り徴収の活用

○発注者･受注者の責務
・情報通信技術の活用等による

生産性向上

生産性向上
への取組

災害時の緊急対応強化
持続可能な事業環境の確保

○調査･設計の品質確保
・「公共工事に関する測量、
地質調査その他の調査及
び設計」を、基本理念及
び発注者･受注者の責務の
各規定の対象に追加

○現場の処遇改善
・社会保険の加入を許可要件化
・下請代金のうち、労務費相当については現金払い

○工期の適正化
・中央建設業審議会が、工期に関する基準を作成・勧告
・著しく短い工期による請負契約の締結を禁止
 （違反者には国土交通大臣等から勧告・公表）
・公共工事の発注者が、必要な工期の確保と施工時期の平準化
のための措置を講ずることを努力義務化＜入契法＞

○技術者に関する規制の合理化
・監理技術者：補佐する者(技士補)
を配置する場合、兼任を容認

・主任技術者(下請)：一定の要件を
満たす場合は配置不要

○災害時における建設業者団体
の責務の追加

・建設業者と地方公共団体等との
連携の努力義務化

○持続可能な事業環境の確保
・経営管理責任者に関する規制を

合理化
・建設業の許可に係る承継に関す

る規定を整備
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●公共工事の品質確保の促進に関する法律 Ｒ１改正時の概要

背景・必要性

１. 災害への対応 ２. 働き方改革関連法の成立
〇「働き方改革関連法」の成立により、公共工事においても長時間

労働の是正や処遇改善といった働き方改革の促進が急務

３. 生産性向上の必要性
〇建設業・公共工事の持続可能性を確保するため、働き方改革の促
進と併せ、生産性の向上が急務

４. 調査・設計の重要性
〇公共工事に関する調査等の品質が公共工事の品質確保を図る上で重要な
役割

〇全国的に災害が頻発する中、災害からの迅速かつ円滑な復旧・復興
のため、災害時の緊急対応の充実強化が急務

法案の概要（改正のポイント）

【基本理念】
災害対応の担い手の育成・確保、災害復旧工事等の迅速かつ
円滑な実施のための体制整備

【発注者の責務】
①緊急性に応じて随意契約・指名競争入札等適切な入札・契約方法を選択
②建設業者団体等との災害協定の締結、災害時における発注者の連携
③労災補償に必要な保険契約の保険料等の予定価格への反映、災害時の見積り徴収の活用

Ⅰ. 災害時の緊急対応の充実強化

【基本理念】
 適正な請負代金・工期による請負契約の締結、公共工事に従事する
者の賃金、労働時間その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境の
適正な整備への配慮

【公共工事等を実施する者の責務】
適正な額の請負代金・工期での下請契約の締結

Ⅱ. 働き方改革への対応

【発注者の責務】
①休日、準備期間、天候等を考慮した適正な工期の設定
②公共工事の施工時期の平準化に向けた、

債務負担行為・繰越明許費の活用による翌年度にわたる工期設定、中長期的な発注
見通しの作成・公表等

③設計図書の変更に伴い工期が翌年度にわたる場合の繰越明許費の活用等

【基本理念、発注者・受注者の責務】
情報通信技術の活用等を通じた生産性の向上

Ⅲ. 生産性向上への取組
公共工事に関する調査等（測量、地質調査その他の調査（点検及び診断を含む。）及び設計）に

ついて広く本法律の対象として位置付け

Ⅳ. 調査・設計の品質確保

(1)発注者の体制整備
 ① 発注関係事務を行う職員の育成・確保等の体制整備【発注者の責務】
 ② 国・都道府県による、発注関係事務に関し助言等を適切に行う能力を

有する者の活用促進等

Ⅴ. その他

(2)工事に必要な情報（地盤状況）等の適切な把握・活用【基本理念】
(3)公共工事の目的物の適切な維持管理

【国・特殊法人等・地方公共団体の責務】

法改正の理念を現場で実現するために、地方公共団体、業界団体等の意見を聴き、基本方針や発注者共通の運用指針を改正

（令和元年６月７日成立 ６月１４日施行）
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント
運用指針とは：品確法第22条に基づき、地方公共団体、学識経験者、民間事業者等の意見を聴いて、国が作成（令和２年）

➢各発注者が発注関係事務を適切かつ効率的に運用できるよう、発注者共通の指針として、体系的にとりまとめ
➢国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されているかについて毎年調査を行い、その結果をとりまとめ、公表

必
ず
実
施
す
べ
き
事
項

実
施
に
努
め
る
事
項

①予定価格の適正な設定
②歩切りの根絶
③低入札価格調査基準又は最低制限価格の
   設定・活用の徹底等
④施工時期の平準化【新】
⑤適正な工期設定【新】
⑥適切な設計変更
⑦発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上【新】
②入札契約方式の選択・活用
③総合評価落札方式の改善【新】
④見積りの活用
⑤余裕期間制度の活用
⑥工事中の施工状況の確認【新】
⑦受注者との情報共有、協議の迅速化

工事 測量、調査及び設計【新】

①予定価格の適正な設定
②低入札価格調査基準又は最低制限価格の
   設定・活用の徹底等
③履行期間の平準化
④適正な履行期間の設定
⑤適切な設計変更
⑥発注者間の連携体制の構築

①ICTを活用した生産性向上

②入札契約方式の選択・活用

③プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的

な活用

④履行状況の確認

⑤受注者との情報共有、協議の迅速化

災
害
対
応

①随意契約等の適切な入札契約方式の活用
②現地の状況等を踏まえた積算の導入
③災害協定の締結等建設業者団体等や、他の発注者との連携 5



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント

予定価格の設定に当たっては、市場における労務単
価及び資材・機材等の取引価格、工期、施工の実態
等を的確に反映した積算を行う。また労務費、機械経
費、間接経費を補正するなどにより、週休２日等に
取り組む際に必要となる経費を適正に計上する。

ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査
制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
予定価格は、原則として事後公表とする。

歩切りは、公共工事の品質確保の促進に関する法律
第７条第１項第１号の規定に違反すること等から、
これを行わない。

必ず実施すべき事項（工事）

① 予定価格の適正な設定

② 歩切りの根絶

③ 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・
活用の徹底等

⑥ 適切な設計変更

工期の設定に当たっては、工事の内容、規模、方
法、施工体制、地域の実情等を踏まえた施工に必要
な日数のほか、工事に従事する者の休日、工事の実
施に必要な準備・後片付け期間、天候その他のやむ
を得ない事由により工事の実施が困難であると見込ま
れる日数等を考慮する。また、週休２日を実施する
工事については、その分の日数を適正に考慮する。

発注者は積極的に計画的な発注や施工時期の平準
化のための取組を実施する。
具体的には、中長期的な工事の発注見通しについ

て、地域ブロック単位等で統合して公表する。ま
た、繰越明許費・債務負担行為の活用や入札公告の
前倒しなどの取組により施工時期の平準化に取り
組む。

④ 施工時期の平準化【新】

⑤ 適正な工期設定【新】

地域発注者協議会等を通じて、各発注者の発注関
係事務の実施状況等を把握するとともに、各発注者
は必要な連携や調整を行い、支援を必要とする市町
村等の発注者は、地域発注者協議会等を通じて、国
や都道府県の支援を求める。

⑦ 発注者間の連携体制の構築

設計図書に示された施工条件と実際の工事現場の
状態が一致しない場合等において、設計図書の変更
及びこれに伴って必要となる請負代金の額や工期の
変更を適切に行う。その際、工期が翌年度にわたるこ
ととなったときは、繰越明許費を活用する。

6



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント

入札に付しても入札者又は落札者がなかった場合等、
標準積算と現場の施工実態の乖離が想定される場合
は、見積りを活用することにより予定価格を適切に
見直す。

必要に応じて完成後の一定期間を経過した後におい
て施工状況の確認及び評価を実施する。

各発注者は受注者からの協議等について、速やかか
つ適切な回答に努める。設計変更の手続の迅速化等
を目的として、発注者と受注者双方の関係者が一堂
に会し、設計変更の妥当性の審議及び工事の中止等
の協議・審議等を行う会議を、必要に応じて開催する。

実施に努める事項（工事）

④ 見積りの活用

⑧ 完成後一定期間を経過した後における施工状況
の確認・評価

⑦ 受注者との情報共有、協議の迅速化

工事の発注に当たっては、工事の性格や地域の実
情等に応じ、価格競争方式、総合評価落札方式、技
術提案・交渉方式等の適切な入札契約方式を選択す
るよう努める。

② 入札契約方式の選択・活用

工事に関する情報の集約化・可視化を図るため、
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用するとともに、
さらに情報を発注者と受注者双方の関係者で共有で
きるよう、情報共有システム等の活用の推進に努める。
また、ICTの積極的な活用により、検査書類等の簡素
化や作業の効率化に努める

① ICTを活用した生産性向上【新】

③ 総合評価落札方式の改善【新】

豊富な実績を有していない若手技術者や、女性技
術者などの登用、民間発注工事や海外での施工経験
を有する技術者の活用も考慮して、施工実績の代わ
りに施工計画を評価するほか、災害時の活動実績を
評価するなど、適切な評価項目の設定に努める。さ
らに、国土交通省が認定した一定水準の技術力等を
証する民間資格を総合評価落札方式における評価の
対象とするよう努める。

労働力や資材・機材等の確保のため、実工期を柔
軟に設定できる余裕期間制度の活用といった契約上
の工夫を行うよう努める。

⑤ 余裕期間制度の活用

下請業者への賃金の支払いや適正な労働時間確保
に関し、その実態を把握するよう努める。

⑥ 工事中の施工状況の確認【新】
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント

予定価格の設定に当たっては、市場における技術者
単価及び資材・機材等の取引価格、履行の実態等を
的確に反映した積算を行う。

ダンピング受注を防止するため、低入札価格調査
制度又は最低制限価格制度の適切な活用を徹底する。
予定価格は、原則として事後公表とする。

必ず実施すべき事項（測量、調査及び設計【新】）

① 予定価格の適正な設定

② 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定・
活用の徹底等

⑤ 適切な設計変更

履行期間の設定に当たっては、業務の内容や、規
模、方法、地域の実情等を踏まえた業務の履行に必
要な日数のほか、必要に応じて準備期間、照査期間
や週休２日を前提とした業務に従事する者の休日、天
候その他のやむを得ない事由により業務の履行が困
難であると見込まれる日数や関連する別途発注業務
の進捗等を考慮する。

発注者は積極的に計画的な発注や施工時期の平準
化のための取組を実施する。
具体的には、繰越明許費・債務負担行為の活用や

入札公告の前倒しなどの取組により施工時期の平
準化に取り組む。

③ 履行期間の平準化

④ 適正な履行期間の設定

地域発注者協議会等を通じて、各発注者の発注関
係事務の実施状況等を把握するとともに、各発注者
は必要な連携や調整を行い、支援を必要とする市町
村等の発注者は、地域発注者協議会等を通じて、国
や都道府県の支援を求める。

⑥ 発注者間の連携体制の構築

設計図書に示された設計条件と実際の条件が一致
しない場合等において、設計図書の変更及びこれに
伴って必要となる契約額や履行期間の変更を適切に
行う。その際、履行期間が翌年度にわたることと
なったときは、繰越明許費を活用する。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント

設計業務については、設計条件や施工の留意点、
関連事業の情報確認及び設計方針の明確化を行い受
発注者間で共有するため、発注者と受注者による合
同現地踏査の実施に努める。テレビ会議や現地調査
の臨場を要する確認等におけるウェアラブルカメラ
の活用などにより、発注者と受注者双方の省力化の
積極的な推進に努め、情報共有が可能となる環境整
備を行う。

実施に努める事項（測量、調査及び設計【新】）

⑤ 受注者との情報共有、協議の迅速化

業務の発注に当たっては、業務の内容や地域の実
情等に応じ、プロポーザル方式、総合評価落札方式、
価格競争方式、コンペ方式等の適切な入札契約方式
を選択するよう努める。

② 入札契約方式の選択・活用

業務に関する情報の集約化・可視化を図るため、
BIM/CIMや３次元データを積極的に活用するとともに、
さらに情報を発注者と受注者双方の関係者で共有で
きるよう、情報共有システム等の活用の推進に努める。
また、ICTの積極的な活用により、検査書類等の簡素
化や作業の効率化に努める。

① ICTを活用した生産性向上（新）

③ プロポーザル方式・総合評価落札方式の積極的な
活用

技術的に高度又は専門的な技術が要求される業務、
地域特性を踏まえた検討が必要となる業務において
は、プロポーザル方式により技術提案を求める。
また、豊富な実績を有していない若手技術者や、

女性技術者などの登用、海外での業務経験を有する技
術者の活用等も考慮するとともに、業務の内容に応
じて国土交通省が認定した一定水準の技術力等を証
する民間資格を評価の対象とするよう努める。

履行期間中においては、業務成果の品質が適切に
確保されるよう、適正な業務執行を図るため、休日
明け日を依頼の期限日にしない等のウイークリースタ
ンスの適用や条件明示チェックシートの活用、スケジュー
ル管理表の運用の徹底等により、履行状況の確認を
適切に実施するよう努める。

④ 履行状況の確認
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」 改正の主なポイント

災害対応（工事・業務） 【新】

災害発生後は、一時的に需給がひっ迫し、労働力や資材・機材等の調達環境に変化が生じることがあ
る。このため、積算に用いる価格が実際の取引価格と乖離しているおそれがある場合には、積極的に見積
り等を徴収し、その妥当性を確認した上で適切に予定価格を設定する。

② 現地の状況等を踏まえた積算の導入

災害時の入札契約方式の選定にあたっては、工事の緊急度を勘案し、随意契約等を適用する。
災害協定の締結状況や施工体制、地理的状況、施工実績等を踏まえ、最適な契約の相手を選定すると

ともに、書面での契約を行う。
災害発生後の緊急対応にあたっては、手続の透明性、公平性の確保に努めつつ、早期かつ確実な施工

が可能な者を選定することや、概算数量による発注を行った上で現地状況等を踏まえて契約変更を行う
など、工事の緊急度に応じた対応も可能であることに留意する。

① 随意契約等の適切な入札契約方式の活用

③ 建設業者団体・業務に関する各種団体等や他の発注者との連携

災害発生時の状況把握や災害応急対策又は災害復旧に関する工事及び業務を迅速かつ円滑に実施する
ため、あらかじめ、災害時の履行体制を有する建設業者団体や業務に関する各種団体等と災害協定を締結
する等の必要な措置を講ずるよう努める。災害協定の締結にあたっては、災害対応に関する工事及び業
務の実施や費用負担、訓練の実施等について定める。また、必要に応じて、協定内容の見直しや標準化を
進める。
災害による被害は社会資本の所管区分とは無関係に面的に生じるため、その被害からの復旧にあたっ

ても地域内における各発注者が必要な調整を図りながら協働で取り組む。
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

各指標の品確法、基本方針、運用指針における位置づけ

工事① 地域平準化率
（施工時期の平準化）

工事②⑥ 週休２日対象工事の実施状況
（適正な工期設定）

工事③ 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
（ダンピング対策） 

［品確法］  第７条．１．四

［品確法］  第７条．１．五

［品確法］  第７条．１．六

［基本方針］ 第２．１．（５）

［基本方針］ 第２．１．（４）

［基本方針］ 第２．１．（３）

工事④ 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況
（予定価格の適正な設定）

工事⑤ 設計変更ガイドラインの策定・活用状況
（適切な設計変更）

［品確法］  第７条．１．一

［運用指針］ １－１

［品確法］  第７条．１．七

［運用指針］ １－３

業務① 地域平準化率
（履行期限の分散）

業務② 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
（ダンピング対策） 

業務③ ウィークリースタンスの実施
（履行状況の確認）

［品確法］  第７条．１．四

［品確法］  第７条．１．五

［基本方針］ 第２．８．（１）．④

［基本方針］ 第２．８．（１）．③

［運用指針］ ２－３

【指標】 【法、基本方針、運用指針の対応する条項】
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２．全国統一指標・関東ブロック独自指標
・令和６年度見込み値について
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１．調査概要
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１．調査概要

令和元年6月に改正された「公共工事の品質確保の促進に関する法律」第22条に基づ
き、令和2年1月に「発注関係事務の運用に関する指針」(以下、運用指針という)が策定

された。運用指針において、国は、本指針に基づき発注関係事務が適切に実施されて
いるかについて定期的に調査を行い、その結果をとりまとめ、公表することとされている。

関東ブロック発注者協議会では、発注者が自らの取り組み状況を客観的に把握するた
め、運用指針で定められている発注関係事務に関する項目から「新・全国統一指標」及
び「関東ブロック独自指標」を設定し目標値を定めた。

本資料は、「新・全国統一指標」及び「関東ブロック独自指標」に関する取り組みの実施
状況をとりまとめたものであり、今後の発注関係事務の取り組みの向上のために活用し
ていくものである。

１－１ 背景・目的
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１．調査概要

●４７１機関
国 ：１７機関
特殊法人等：２５法人
地方公共団体：１都８県、５政令市、４１５区市町村

１－２ 調査対象

機関名

関東管区警察局

科学警察研究所

皇宮警察本部

東京都警察情報通信部

関東財務局

関東信越国税局

東京国税局

関東農政局

関東森林管理局

関東地方整備局

関東運輸局

東京航空局

国土技術政策総合研究所

関東地方環境事務所

北関東防衛局

南関東防衛局

東京高等裁判所

国

機関名

東日本高速道路（株）関東支社

中日本高速道路（株）東京支社

首都高速道路（株）

成田国際空港（株）

日本中央競馬会

（国研）科学技術振興機構

（独）国際協力機構

（独）国立科学博物館

（独）国立女性教育会館

（独）国立美術館　国立西洋美術館

（独）国立文化財機構　東京国立博物館

（独）国立文化財機構　東京文化財研究所

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構

（独）中小企業基盤整備機構

（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構　東京支社

（独）都市再生機構

（独）日本学生支援機構

（独）日本芸術文化振興会

（国研）日本原子力研究開発機構

（独）日本スポーツ振興センター

（独）水資源機構

（独）労働者健康安全機構

（国研）産業技術総合研究所

（独）製品評価技術基盤機構

地方共同法人　日本下水道事業団

特
殊
法
人
等

機関名

茨城県 

栃木県 

群馬県 

埼玉県 

千葉県 

東京都 

神奈川県

山梨県

長野県

さいたま市

千葉市

横浜市

川崎市

相模原市

都
県

政
令
市

機関名 区市町村数

茨城県（市町村） 44

栃木県（市町村） 25

群馬県（市町村） 35

埼玉県（市町村） 62

千葉県（市町村） 53

東京都（区市町村） 62

神奈川県（市町村） 30

山梨県（市町村） 27

長野県（市町村） 77

都
県

（
区
市
町
村

）
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品確法の改正を踏まえた公共工事の発注関係事務に関する

全国統一指標、関東ブロック独自指標の一覧（工事）

①地域平準化率（施工時期の平準化）
     国等・都道府県・政令市・市区町村の発注工事の稼働件数から算出した平準化率

②週休２日対象工事の実施状況（適正な工期設定）
     国等・都道府県・政令市の発注工事に対する週休２日対象工事の設定割合

 ※週休２日対象工事：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等により、現場閉所・交代制を問わずに
４週８休以上の確保を促進するための工事

 ※Ｒ３年度より、定義の見直しを行うとともに、あわせて目標値の見直しを行った。

③低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況（ダンピング対策） 
     都道府県・政令市・市区町村の発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

 ※低入札価格調査基準価格を設定していないが、総合評価方式において入札価格が一定の水準を下回った場合に価格点を低減することで
ダンピング対策を図っているものを含む。

全国統一指標

関東ブロック独自指標

④最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況（予定価格の適正な設定）
       国等・都県・政令市・市区町村の発注工事に対する最新の積算基準：１年※１以内に更新されている積算基準（※１営繕の場合は２年）

基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算する要領を整備し運用しているか

⑤設計変更ガイドラインの策定・活用状況（適切な設計変更）
国等・都県・政令市・市区町村の発注工事に対する関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある
内容について条件明示をし、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。

⑥区市町村における週休２日制工事の取組
発注機関毎に定めた実施要領に基づき、週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等を実施したうえで、
工事発注時に特記仕様書等で週休２日制対象工事であることを明記している工事の割合
※R４年度調査より指標を新設

・・・・ 令和２年５月２０日本省記者発表

・・・・ 令和２年度関東ブロック発注者協議会（令和２年７月２２日書面開催）
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①地域平準化率（履行期限の分散）
      国等・都道府県・政令市の発注業務の第４四半期履行期限設定割合

  ②低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況
（ダンピング対策） 

      都道府県・政令市の発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合

全国統一指標

関東ブロック独自指標

③ウィークリースタンスの実施（履行状況の確認）
国等・都県・政令市の発注工事に対する業務成果の品質が適切に確保されるよう、適正な業務執⾏を図るため、

ウィークリースタンスの適⽤等により業務環境改善方策の取り組みが実施されているか

・・・・ 令和２年５月２０日本省記者発表

・・・・ 令和２年度関東ブロック発注者協議会（令和２年７月２２日書面開催）

品確法の改正を踏まえた公共工事の発注関係事務に関する

全国統一指標、関東ブロック独自指標の一覧（業務）
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項目と指標分類(工事)

指標 定義 指標分類 備考等

地域平準化率

地域平準化率：年度の工事平均稼働件数と４～６月期の工事平均稼働件数との比率

対象：契約金額５００万円以上の工事

稼働件数：当該月に工期が含まれるもの

地域平準化率

（４～６月期の工事平均稼働件数）/（年度の工事平均稼働件数）

「一般財団法人 日本建設情報総合

センター」のコリンズに登録された

データを活用

週休２日対象工事の実

施状況

発注工事に対する週休２日対象工事の割合

週休２日公告対象件数：週休２日対象工事の公告対象となりうる工事（全工事件数から災害復旧

　　　　　　　　　　　工事等を除いたもの）のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを

　　　　　　　　　　　行った件数。

週休２日対象工事件数：週休２日が確保できる工期設定や積算における補正係数の設定等に

　　　　　　　　　　　より、現場閉所・交替制を問わずに4週8休以上の確保を促進するための

　　　　　　　　　　　工事のうち、対象期間中に公告等の発注手続きを行った件数。

対象期間：当該年度（4月1日～3月31日）とする。

(週休２日対象工事件数(公告))/(週休２日公告対象件数)

アンケート調査

Ｒ３年度より、分母の定義の見直し

（Ｒ２年度までは全工事件数が分

母）を行うとともに、あわせて目標

値の見直しを行った。

低入札価格調査基準又

は最低制限価格の設定

状況

発注工事に対する低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定割合対象

平成30年度実績：予定価格（設計書金額を含む）が２５０万円を超える工事(随意契約を除く)

令和元年度以降実績：予定価格（設計書金額を含む）について、都県、政令市については

　　　　　　　　　　２５０万円を超える工事、市区町村については１３０万円を超える

　　　　　　　　　　工事（随意契約を除く）

※低入札価格調査基準価格を設定していないが、総合評価方式において入札価格が一定の水準を

　下回った場合に価格点を低減することでダンピング対策を図っているものを含む。

（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定した入札件数）/（年

度の工事発注件数）

H30～R2まで

「公共工事の入札及び契約の適正化

の促進に関する法律に基づく入札・

契約手続に関する実態調査」データ

を活用

R3～

アンケート調査

最新の積算基準の適用

状況及び基準対象外の

際の対応状況

（見積もり等の活用）

・最新の積算基準：１年
※１

以内に更新されている積算基準（※１ 営繕の場合は２年）

・基準対象外（小規模施工など）の際の対応状況：見積もり等により積算するルールを整備し運用し

ているか

a：最新の積算基準を適用※２し、かつ、基準範囲外の場合の

　  一定のルールを整備し活用

b：最新の積算基準を適用※２しているが、基準範囲外の場合の

　  一定のルールは整備していない

c：その他（※２ 他団体の積算基準を適用している場合を含む）

アンケート調査

設計変更ガイドライン

の策定・活用状況

関係機関協議、用地、安全対策、環境対策等の工程や請負金額に影響のある内容について条件明示を

し、条件の変更があった場合には、変更内容に基づき、変更を行っているか。

a：設計変更ガイドラインを策定、活用し、これに基づき

　  設計変更を実施

b：設計変更ガイドラインは未策定だが、必要に応じて

　  設計変更を実施

c：設計変更を実施していない

アンケート調査

区市町村における週休

２日制工事の取組状況

発注機関としての週休２日制工事の取組状況

週休２日制対象工事：発注機関毎に定めた実施要領に基づき、週休２日が確保できる工期設定や積算

における補正係数の設定等を実施したうえで、工事発注時に特記仕様書等で週休２日制対象工事であ

ることを明記している工事

対象期間：当該年度（4月1日～3月31日）とする。

a：全ての対象工事を、週休２日制対象工事として発注手続きを

　  実施している

b：対象工事の半数程度以上を、週休２日制対象工事として

　  発注手続きを実施している

c：対象工事の一部（半数未満）を、週休２日制対象工事として

　  発注手続きを実施している

d：週休２日制対象工事を導入していないが、導入に向けて検討を

　  実施している

　（概ね１年以内に試行を実施する予定）

e：週休２日制対象工事を導入しておらず、導入に向けた検討も

　  実施していない

アンケート調査
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項目と指標分類(業務)

指標 定義 指標分類 備考等

地域平準化率

発注業務の第4四半期履行期限設定割合

対象：１００万円以上の業務

稼働件数：当該年度に稼働（繰越、翌債等次年度

にも渡る業務を含む）

（第4四半期[1～3月]に完了する業務件数）／（年

度の業務稼働件数）

測量・地質調査・調査設計・発注

者支援業務：業務実績情報システ

ム(テクリス)および農業農村整備

事業測量設計業務実績情報サービ

ス（AGRIS）に登録されたデータ

を活用

営繕業務：公共建築設計者情報シ

ステム（PUBDIS）に登録された

データを活用

低入札価格調査基準又は最

低制限価格の設定状況

発注業務に対する低入札価格調査基準又は最低制

限価格の設定割合

対象：契約金額１００万円以上の業務(随意契約を

除く)

（低入札価格調査基準又は最低制限価格を設定し

た入札件数）／（年度の発注業務数）

H30～R2まで

発注関係事務の運用に関する指針

に基づく調査等の業務に関する調

査データ（本省実施）を活用

R3～

アンケート調査

ウィークリースタンスの実

施

業務成果の品質が適切に確保されるよう、適正な

業務執行を図るため、ウィークリースタンスの適

用等により業務環境改善方策の取り組みが実施さ

れているか

a：ウィークリースタンスに関する指針等の一定の

    ルール※１を整備し、かつ、取り組みを実施

b：ウィークリースタンスに関する指針等の一定の

    ルール※１を整備していないが、取り組みを実施

c：実施していない

（※１ 他団体の指針等を適用している場合を含

む）

アンケート調査
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２．調査結果

20



年次 目標値 年次
目標

値
年次 内容 年次 内容

関東管区警察局 1.00 0.00 － － － 0.00 R6
上半期の早期

執行に努める
0.00 ー － 1.00 － 0.00 R6 1.00 b b a a － a R6 a b b a a － a R6 a

科学警察研究所 ー ー 0.00 0.00 － 0.50 R6
第１四半期に６割

以上の発注数を目

標とする。

ー ー － － － 1.00 R6 1.00 c a a a － a R6 a b a a a － a R6 a

皇宮警察本部 0.00 0.31 0.38 0.75 － 0.77 R6 0.90 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

東京都警察情報通信部 1.00 ー － 0.00 － 0.41 R6 現状維持 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a

関東財務局 0.54 0.46 0.63 0.52 － 0.90 R6 0.90 0.00 0.06 0.40 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

関東信越国税局 0.36 0.08 0.30 0.67 － 0.50 R6

第一四半期に5

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.82 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ

財務省　東京国税局 0.28 0.20 0.42 0.57 － 0.82 R6 0.56 0.97 0.98 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a

関東農政局 0.48 0.68 0.81 0.82 － 0.30 R6 0.90 0.97 0.95 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

林野庁関東森林管理局 0.66 0.82 0.89 0.86 － 0.90 R6 0.90 0.00 0.79 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 ａ

関東地方整備局 0.82 0.84 0.84 0.89 － 0.90 R6 0.90 0.93 0.97 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

国土交通省関東運輸局 0.86 0.75 0.00 0.00 － 0.00 R6 0.90 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

国土交通省　東京航空局 0.76 0.95 0.68 0.69 － 0.90 R6 0.90 0.30 0.31 1.00 0.89 － 0.90 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

国土技術政策総合研究所 0.12 0.16 1.88 0.72 － 1.00 0.00 0.00 0.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

関東地方環境事務所 0.27 0.06 0.26 0.93 － 0.70 0.00 0.00 0.94 0.88 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

北関東防衛局 0.94 0.91 1.07 1.00 － 0.80 R6 0.90 0.58 0.59 0.95 0.96 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a

南関東防衛局 0.97 0.99 0.98 0.97 － 0.90 R6 0.90 0.08 0.25 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

東京高等裁判所 0.09 0.10 0.43 0.26 － 0.59 R6
早期発注に

努める
0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（現状維持

に努める）

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標② 指標④ 指標⑤

地域平準化率(件数) 週休2日対象工事の実施状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
見

込

み

値

(R6)

目標

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

基

準

値

(R1)

目標

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

国

発注工事が少なく、金額も安

定していないため、目標値を

掲げることが難しい。

第1四半期に5割の発

注を目標とする

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【国】

注）全国統一指標 指標②週休2日対象工事の実施状況について、Ｒ３年度より、定義の見直しを行うとともに、あわせて目標値の見直しを行った。
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年次 目標値 年次
目標

値
年次 内容 年次 内容

東日本高速道路（株）

関東支社
1.05 0.98 0.97 0.93 － 0.90 R6 0.90 0.16 0.16 0.90 0.99 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

中日本高速道路（株）

東京支社
0.98 0.94 1.04 1.10 － 1.00 R6 0.90 0.19 0.67 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

首都高速道路（株） 1.02 1.06 0.97 0.98 － 0.90 R6 0.90 0.22 0.40 0.56 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

成田国際空港（株） 0.94 1.84 1.02 0.93 － 0.92 R6 0.90 0.00 0.00 0.00 0.03 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改訂内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

日本中央競馬会 0.91 0.87 0.86 0.94 － 0.90 R6 現状維持 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a

（国研）科学技術振興

機構
0.23 0.63 0.21 0.00 －

第一四半期

に５割の発

注を目標と

する。

R6

第一四半期に５

割の発注を目標

とする。

0.04 0.13 0.37 0.57 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6 ａ b b b b － a R6
a（R5年度か

ら運用開始）

（独）国際協力機構 0.00 0.46 0.63 1.23 － 1.00 R6
基準値を維

持する
1.00 1.00 1.00 0.33 － 0.65 R6 1.00 b a a a － a R6 a b a a a － a R6 a

（独）国立科学博物館 0.38 0.00 0.68 0.63 － 0.50 R6 0.50 0.00 0.00 0.00 － － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b a a a － a R6 b

（独）国立女性教育会

館
0.00 0.00 0.00 0.00 － － R6

第一四半期の

発注を目標と

する

0.00 1.00 1.00 1.00 － － R6 1.00 c b b b － a R6 a b b a a － a R6 a

（独）国立美術館　国

立西洋美術館
ー ー 0.91 0.40 － 1.00 R6

第一四半期に

５割の発注を

目標とする。

- 0.33 1.00 1.00 － 0.50 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

（独）国立文化財機構

東京国立博物館
1.02 0.00 － 0.13 － 1.40 R6

第一四半期に

５割の発注を

目標とする

- 0.00 － 0.75 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

（独）国立文化財機構

東京文化財研究所
0.00 0.92 0.00 － － 0.90 R6 0.90 - 0.00 1.00 － － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

（独）高齢・障害・求

職者雇用支援機構
0.62 0.55 0.69 0.77 － － R6 0.90 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － a R6 a

（独）中小企業基盤整

備機構
0.84 2.14 0.80 1.08 － 0.20 R6 0.90 0.00 0.00 － － － 0.00 R6 1.00 b b b b － b R6

ｂ（件数が少ない

ため、国土交通省

基準に準拠）

b b b b － b R6

ｂ（発注件数が少

ないため、独自基

準の制定予定な

し）

（独）鉄道建設・運輸

施設整備支援機構　東

京支社

0.75 0.88 1.01 1.26 － 1.00 R6 0.90 0.24 0.29 0.18 － － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 ａ a a a a － a R6

ａ（当該マニュア

ルは随時更新して

いる。（最終更新

R2.8）)

（独）都市再生機構 0.93 0.90 0.93 0.93 － 0.90 R6 0.90 0.00 0.02 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
ａ（R5年度運用開

始予定）

（独）日本学生支援機

構
0.00 0.00 0.27 0.95 － ー 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6
a（R2年度運用開

始済）

（独）日本芸術文化振

興会
0.39 0.24 0.43 0.22 － 0.80 R6 0.80 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a(改定内容に基

づき速やかに対

応）

a a a a － a R6 a

特

殊

法

人

等

稼働件数が極端に少ないた

め、目標設定は不可能である

が、早期発注に努める。

実

績

値
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値

(R3)

実

績

値
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績

値
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績

値
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見

込
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値
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基
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(R1)
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実
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値
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込

み

値

(R6)

目標目標

基

準
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(R1)

実

績
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(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績
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(R5)

基

準
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(R1)

実
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値

(R2)
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値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標② 指標④

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【特殊法人等】

注）全国統一指標 指標②週休2日対象工事の実施状況について、Ｒ３年度より、定義の見直しを行うとともに、あわせて目標値の見直しを行った。
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年次 目標値 年次
目標

値
年次 内容 年次 内容

（国研）日本原子力研

究開発機構
0.59 0.99 0.67 0.66 －

事業の特性（許認可）

及び予算制度等によ

り、発注時期及び工期

のコントロールが困難

なものもあるが、平準

化に努める。

R6

事業の特性（許認可）及び

予算制度等により、発注時

期及び工期のコントロール

が困難なものもあるが、平

準化に務める。

0.18 0.00 0.01 0.43 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6 a

（独）日本スポーツ振

興センター
0.92 1.92 0.11 0.89 － 0.80 R6 現状維持 0.00 0.00 0.00 0.64 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6

a(R6までの運用開

始を目標としま

す。ただし、監督

官庁における策定

（独）水資源機構 0.82 0.87 0.88 0.85 － 0.90 R6 0.90 0.00 0.12 0.16 0.62 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ浸透

を図る）

（独）労働者健康安全

機構
0.69 0.66 0.70 0.82 － 1.33 R6

年間における新規

案件が少ないため

目標の設定が困難

0.00 0.00 0.00 － － 0.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 ｂ

（国研）産業技術総合

研究所
0.49 0.69 0.63 0.65 － 0.66 R6

必要に応じた、その都

度の単年度発注が主な

為、数値目標を掲げる

ことが困難

0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.10 R6 1.00 b a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a

（独）製品評価技術基

盤機構
0.06 1.09 － 0.08 － － 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6

a（最新の積算基

準もしくは見積書

を活用）

b b b b － a R6

a（他所のガイドライン

を参照もしくはコンサ

ル業事業者等の有識者

を交えて判断）

地方共同法人　日本下

水道事業団
0.90 0.87 0.88 0.89 － 0.90 R6 0.90 0.00 0.00 0.05 0.11 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a

特

殊

法

人

等

目標値の設定は

していません。

年間発注件数が少なく、かつ年度

により発注件数も異なるため、特

定年度での目標設定は困難。

実

績

値
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値
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績

値
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績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績
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績

値
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績

値
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見

込
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基

準
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値
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み
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績
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値
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実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標② 指標④

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【特殊法人等】

注）全国統一指標 指標②週休2日対象工事の実施状況について、Ｒ３年度より、定義の見直しを行うとともに、あわせて目標値の見直しを行った。
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年次 目標値 年次
目標

値
年次 目標値 年次 内容 年次 内容

茨城県 0.74 0.70 0.63 0.76 － 0.80 R6 0.80 0.52 0.59 0.90 0.84 － 1.00 R6 1.00 0.97 0.99 1.00 0.99 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）

栃木県 0.73 0.81 0.83 0.80 － 0.80 R6 0.80 0.66 0.76 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 0.99 0.99 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 ａ

群馬県 0.68 0.81 0.86 0.77 － 0.80 R6 0.80 0.02 0.26 0.84 1.00 － 1.00 R6 1.00 0.90 0.99 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（実施

済）
a a a a － a R6 ａ

埼玉県 0.70 0.73 0.71 0.80 － 0.90 R6 0.90 0.02 0.10 0.39 0.95 － 1.00 R6 1.00 0.92 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

千葉県 0.65 0.70 0.66 0.69 － 0.69 R6 0.80 0.21 0.30 0.97 1.00 － 1.00 R6 1.00 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

東京都 0.80 0.84 0.82 0.85 － 0.90 R6 0.90 0.61 0.77 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 0.99 0.99 0.95 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

神奈川県 0.64 0.67 0.71 0.77 － 0.82 R6 0.80 0.14 0.25 0.93 1.00 － 1.00 R6 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

山梨県 0.77 0.82 0.76 0.82 － 0.80 R6 0.80 0.37 0.58 0.86 0.96 － 1.00 R6 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

長野県 0.78 0.89 0.90 0.86 － 0.80 R6 0.90 0.01 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 0.93 0.93 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

さいたま市（埼玉県域）0.75 0.70 0.69 0.62 － 0.71 R6 0.80 0.44 0.46 0.85 1.00 － 1.00 R6 1.00 1.00 0.94 1.00 0.98 0.98 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

千葉市（千葉県域） 0.51 0.66 0.68 0.86 － 0.80 R6 0.80 0.22 0.51 0.54 0.88 － 1.00 R6 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ

横浜市（神奈川県域）0.68 0.65 0.68 0.68 － 0.90 R6 0.80 0.05 0.12 0.64 0.89 － 1.00 R6 1.00 0.90 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ

川崎市（神奈川県域）0.70 0.79 0.76 0.74 － 0.80 R6 0.80 0.03 0.06 0.97 1.00 － 1.00 R6 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 不明 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

相模原市（神奈川県域）0.68 0.69 0.78 0.71 － 0.80 R6 0.80 0.78 0.75 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 0.98 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a

政
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(R6)

指標⑤

地域平準化率 週休2日対象工事の実施状況 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標② 指標③ 指標④

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【都県・政令市】

注）全国統一指標 指標②週休2日対象工事の実施状況について、Ｒ３年度より、定義の見直しを行うとともに、あわせて目標値の見直しを行った。
※１ 長野県のR2年度実績値は、一部災害復旧等の緊急を要する工事と現場施工期間が１週間未満の工事を除く 24



年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

水戸市 0.59 0.69 0.73 0.66 － 0.70 R6 0.80 0.91 0.91 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（H30.4運

用開始）
c c － b R6 b

日立市 0.62 0.44 0.53 0.44 － 0.51 R6 0.65 0.70 0.71 0.78 0.74 0.75 － 0.72 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
b b － b R6 b

土浦市 0.76 0.73 0.80 0.60 － 0.90 R6 0.90 1.00 0.97 1.00 1.00 0.99 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6

a（ガイドラインを

活用し，これに基

づき設計変更を実

施）

e d － c R6 c

古河市 0.46 0.61 0.54 0.52 － 0.57 R6 0.56 0.41 0.44 0.39 0.43 0.50 － 0.60 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － d R6 d

石岡市 0.52 0.27 0.53 0.55 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 0.97 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（担当者へ浸

透を図る）
c c － c R6 c

結城市 0.84 0.39 0.25 0.49 － 0.80 R6 0.80 0.38 0.22 0.28 0.30 0.28 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － c R6 c

龍ケ崎市 0.56 0.69 0.38 0.49 － 0.65 R6 0.65 0.53 0.47 0.39 0.39 0.48 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b a a － a R6 b e e － c R6 c

下妻市 0.88 0.32 0.61 0.39 － 0.65 R6 0.65 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 b b b b － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － c R6 c

常総市 0.49 0.78 0.74 0.72 － 0.65 R6 0.65 0.13 0.13 0.15 0.11 0.06 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6

a（県ガイドラ

インに準じて運

用）

e e － b R6 c

常陸太田市 0.63 0.63 0.42 0.34 － 0.65 R6 0.65 0.46 0.28 0.41 0.38 0.28 － 0.40 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（策定に向け

検討中）
e e － e R6 d

高萩市 0.86 0.52 0.98 0.28 － 0.28 R6
基準値(R1)

を維持する
0.18 0.21 0.10 0.13 0.26 － 0.18 R6 1.00 b a a a － a R6

a（aを目指

す)
b a a a － a R6

a（aを目指

す)
e e － e R6 c

北茨城市 0.46 0.69 0.74 0.28 － 0.65 R6 0.65 0.18 0.29 0.33 0.18 0.25 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a d d － c R6 d

笠間市 0.53 0.49 0.80 0.40 － 0.60 R6 0.60 0.73 0.68 0.69 0.68 0.60 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e e － a R6 c

取手市 0.52 0.68 0.49 0.41 － 0.53 R6 0.56 0.24 0.41 0.40 0.42 0.30 － 0.35 R6 1.00 b b a a － a R6 b b b b b － a R6 b e e － d R6 c

牛久市 0.60 0.47 0.61 0.67 － 0.70 R6 0.70 0.00 0.00 0.78 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

つくば市 0.54 0.58 0.51 0.41 － 0.70 R6 0.90 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － a R6 a

ひたちなか市 0.59 0.47 0.54 0.46 － 0.60 R6 0.60 0.91 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
a(改定内容基づ

き速やかに対応)
b a a a － a R6

a（R2年度運

用開始済み）
e e － c R6 c

鹿嶋市 0.46 0.60 0.55 0.59 － 0.50 R6 0.56 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c
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地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【茨城県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

潮来市 0.46 0.48 0.47 0.41 － 0.40 R6 0.90 0.95 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 c

守谷市 0.64 0.70 0.59 0.65 － 0.54 R6 0.70 0.45 0.74 0.80 0.83 0.73 － 0.83 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － d R6 e

常陸大宮市 0.45 0.75 0.37 0.43 － 0.31 R6 0.50 0.26 0.27 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6 a b b a a － a R6 a e d － c R6 c

那珂市 0.63 0.53 0.64 0.48 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（R6年度まで

に整備予定）
e e － d R6 d

筑西市 0.79 0.40 0.44 0.49 － 0.80 R6 0.80 0.66 0.50 0.53 0.65 0.72 － 0.53 R6 1.00 b b a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6 a e e － d R6 e

坂東市 0.50 0.43 0.48 0.31 － 0.80 R6 0.80 0.71 0.76 0.60 0.70 0.62 － 0.66 R6 1.00 b b b a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a － a R6
a（策定に向けて

少しづつ事例を精

査していく）

e e － d R6 c

稲敷市 0.43 0.60 0.49 0.52 － 0.65 R6 0.65 0.63 0.49 0.63 0.43 0.49 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6 a b b b b － b R6 ｂ e e － c R6 c

かすみがうら市 0.27 0.18 0.40 0.37 － 0.56 R6 0.56
集計対

象外
0.96 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ e e － e R6 c

桜川市 0.82 0.31 0.44 0.53 － 0.50 R6 0.90 0.50 0.26 0.32 0.35 0.43 － 0.50 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － d R6 c

神栖市 0.43 0.35 0.29 0.19 － 0.60 R6 0.80 0.99 0.96 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a a a a a － a R6 a e e － e R6 a

行方市 0.40 0.30 0.40 0.36 － 0.56 R6 0.56 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － a R6 a d d － c R6 c

鉾田市 0.51 0.52 0.58 0.63 － 0.65 R6 0.65 0.74 0.98 0.80 0.76 0.65 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a a a a a － a R6 a d d － c R6 c

つくばみらい市 0.42 0.40 0.81 0.44 － 0.80 R6 0.80 0.00 0.39 0.44 0.33 0.49 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b a a － a R6 a e c － c R6 c

小美玉市 0.27 0.39 0.32 0.29 － 0.50 R6 0.50 0.00 0.00 0.00 0.47 0.39 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 b b b b b － b R6 b e e － c R6 c

茨城町 0.22 0.34 0.48 0.40 － 0.56 R6 0.56 0.30 0.34 0.51 0.39 0.45 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a b b a a － a R6 a e e － c R6 c

大洗町 0.76 0.61 0.30 0.52 － 0.80 R6 0.80 0.04 0.03 0.03 0.00 0.03 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
e d － a R6 a

城里町 0.91 0.98 0.96 0.66 － 0.90 R6 0.90 0.75 0.63 0.69 0.73 0.68 － 0.65 R6 1.00 b a a a － a R6 b b b a a － a R6 b b b － d R6 b

東海村 0.55 0.58 0.55 0.54 － 0.77 R6 0.80 0.97 0.96 1.00 1.00 0.98 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e e － e R6 e
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地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【茨城県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

大子町 0.20 0.94 0.66 0.89 － 0.80 R6

第一四半期に7

割発注を目標

とする

0.00 0.00 0.02 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － c R6 c

美浦村 0.53 0.26 0.61 0.75 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（現状維

持）
e e － c R6 c

阿見町 0.64 0.66 0.56 0.63 － 0.50 R6 0.80 0.40 0.35 0.31 0.26 0.21 － 0.20 R6 1.00 b a a a － a R6 b b b b b － b R6 b e e － d R6 c

河内町 0.13 0.25 0.21 0.24 － 0.60 R6 0.56 0.10 0.00 0.00 0.00 0.09 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － a R6 a e e － d R6 c

八千代町 1.13 0.24 0.48 0.14 －

前年度の数

値と同じ数

値を目標と

する

R6

前年度の数値

と同じ数値を

目標とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6
a（R6年度運

用開始予定）
a a － a R6 a

五霞町 0.22 0.45 0.79 0.37 － 0.65 R6 0.65 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 ａ b b a a － a R6 ａ e e － d R6 e

境町 0.39 0.68 0.44 0.56 － 0.53 R6 0.70 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

利根町 0.48 0.28 0.39 0.54 － 0.80 R6 0.80 0.33 0.00 0.03 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － a R6 a
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地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【茨城県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

宇都宮市 0.47 0.63 0.56 0.63 － ー R6
早期発注に努

める
0.99 0.86 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － b R6 b

足利市 0.64 0.76 0.70 0.65 － 0.70 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － c R6 c

栃木市 0.41 0.74 0.49 0.51 － 0.17 R6 0.60 0.96 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － c R6 c

佐野市 0.41 0.57 0.61 0.53 － 0.60 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － b R6 a

鹿沼市 0.34 0.89 0.80 0.69 － 0.60 R6 0.60 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － b R6 c

日光市 0.55 0.66 0.66 0.76 － 0.65 R6 0.60 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）
e e － c R6 c

小山市 0.46 0.37 0.31 0.29 － 0.40 R6 0.60 0.00 0.64 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

b a a a － a R6 a d c － a R6 a

真岡市 0.39 0.42 0.47 0.45 － 0.60 R6 0.60 0.76 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）
a a － a R6 a

大田原市 0.60 0.71 0.88 0.48 － 0.80 R6 0.80 0.99 1.00 0.99 0.99 0.97 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － b R6 c

矢板市 0.53 0.36 0.59 0.67 － 0.60 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（現状維

持）
a a a a － a R6

a（県の設計変更ガイ

ドラインに順じ、策

定する）

e e － c R6 c

那須塩原市 0.69 0.71 0.62 0.63 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 0.98 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6
a（改定内容に基

づき速やかに対

応）

b a a a － a R6
a（県の設計変更ガイ

ドラインに準じ、策

定する。）

d c － a R6 a

さくら市 0.22 0.45 0.34 0.33 － 0.50 R6
早期発注に努

める
0.90 0.77 0.92 0.92 0.88 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6

a(他団体が策定したガ

イドラインを準用す

る。)

e e － c R6 c

那須烏山市 0.53 0.90 0.49 0.20 － 0.80 R6 0.80 1.00 0.71 1.00 0.91 0.90 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6
a（基準範囲外の

場合の要領を整備

する）

a a a a － a R6 a b b － c R6 a

下野市 0.35 0.46 0.36 0.64 － 0.39 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d c － c R6 c

上三川町 0.46 0.65 0.59 0.52 － 0.60 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

a a a a － a R6 a e d － c R6 a

益子町 0.73 0.12 0.76 0.30 － 0.60 R6
第一四半期の

発注に努める
0.81 0.70 0.66 0.62 0.57 － 0.50 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a e d － c R6 a

茂木町 0.78 1.01 0.81 0.67 － 0.80 R6 0.80 0.00 - 0.11 0.26 0.13 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － b R6 a

市貝町 0.47 0.59 0.35 0.38 － 0.65 R6 0.65 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

b b b b － a R6
ａ（今後、策定に

努める）
a a － c R6 a

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

栃

木

県

（

市

町

村

）

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【栃木県内市町村】

28



年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

芳賀町 0.14 0.42 0.65 0.63 － 0.70 R6 0.70 1.00 0.88 1.00 0.70 0.49 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

b b b a － a R6
a(県の設計変更ガ

イドラインに準

じ、策定を目指す)

b b － c R6 a

壬生町 0.34 0.52 0.58 0.33 － 0.60 R6 0.60 0.05 0.09 0.14 0.17 0.14 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ浸透

を図る）
a a － a R6 a

野木町 0.00 0.31 0.33 0.07 － 0.60 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

b b b b － a R6
a（R6年度までに

運用開始予定）
d d － c R6 c

塩谷町 1.50 0.29 0.59 0.83 － 0.80 R6 0.80 0.23 0.06 0.16 0.16 0.12 － 0.12 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a b b － b R6 a

高根沢町 0.64 0.36 0.73 0.28 － 0.70 R6 0.70 0.00 0.67 0.79 0.93 0.88 － 0.50 R6 0.50 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － c R6 c

那須町 0.60 0.90 0.45 0.57 － 0.60 R6 0.60 0.98 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － a R6
a(Ｒ5年度運用

開始)
d d － c R6 c

那珂川町 0.53 0.68 0.61 0.68 － 0.60 R6
第一四半期に6割

の発注を目標とす

る

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

a a a a － a R6
a（R4年度運

用開始予定）
e e － c R6 c

栃

木

県

（

市

町

村

）

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【栃木県内市町村】

29



年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

前橋市 0.50 0.53 0.43 0.48 － 0.50 R6 0.70 0.95 0.97 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e d － a R6 c

高崎市 0.64 0.71 0.70 0.72 － 0.80 R6 0.80 0.99 0.98 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ d d － b R6 a

桐生市 0.55 0.71 0.44 0.44 － 0.50 R6 0.90 1.00 0.76 0.83 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － d R6 c

伊勢崎市 0.66 0.50 0.51 0.56 － 0.23 R6 検討中 1.00 0.97 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（引き続

き活用）
e e － c R6 d

太田市 0.56 0.56 0.55 0.42 －

発注予定工

事調査実施

前により不

明

R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6

1.00

（低入目標値を

0.01）

a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（策定済

み）
e e － c R6 d

沼田市 0.70 0.61 0.42 0.56 － 0.50 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.88 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e d － c R6 c

館林市 0.35 0.36 0.49 0.36 － 0.28 R6 0.56 1.00 1.00 0.99 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応

a a a a － a R6 a（運用中) e e － d R6 d

渋川市 0.56 0.51 0.36 0.43 － 0.65 R6 0.65 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（策定・運

用中）
e e － d R6 d

藤岡市 0.42 0.51 0.49 0.53 － 0.30 R6 0.56 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 d

富岡市 0.67 0.70 0.72 0.47 － 0.33 R6 0.80 0.01 0.98 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 e

安中市 0.38 0.56 0.58 0.58 － 0.60 R6 0.56 1.00 1.00 0.98 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － d R6 e

みどり市 0.57 0.43 0.60 0.47 － 0.50 R6 0.65 0.29 0.22 0.29 0.30 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 c

榛東村 0.43 0.26 0.03 0.19 － 0.10 R6

適切な時期に繰越処理

を行うこととし、年度

当初発注を行うことと

している。

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 d

吉岡町 0.61 0.65 0.86 0.88 － 0.39
検討

中
検討中 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a e e － d R6 d

上野村 1.00 0.57 1.04 1.71 － 0.04 R6
第一四半期により

早期の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 b b a a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 e

神流町 0.90 1.54 0.50 1.09 － 0.90 R6

第一四半期より

早期の発注を目

標とする

0.00 0.55 1.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a d d － d R6 c

下仁田町 0.09 0.93 1.28 0.35 － 0.30 R6
第一四半期の早

期の発注をする

発注件

数未入

力

0.43 0.78 0.71 0.69 － 0.70 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － b R6 b

南牧村 0.77 0.90 1.20 0.77 － 0.40 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.85 1.00 0.00 0.42 0.68 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a e e － e R6 e

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

群

馬

県

（

市

町

村

）

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【群馬県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

甘楽町 0.30 1.00 0.74 0.23 －

第一四半期

により早期

の発注を目

標とする

R6

第一四半期の早

期発注を目標と

する

0.24 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － d R6 c

中之条町 0.45 0.86 0.84 0.32 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R4年度運

用開始予定）
b b － d R6 a

長野原町 0.55 1.61 0.90 1.00 － 0.80 R6 0.80 0.00 1.00 0.88 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e e － d R6 e

嬬恋村 1.04 0.93 0.98 1.11 － 0.35 R6 0.56 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a c c － c R6 b

草津町 0.25 0.34 0.35 0.44 － 0.51 R6 0.56 1.00 1.00 1.00 0.91 0.98 － 0.00 R6 1.00 b b a a － b R6 a b b a a － b R6 a a a － b R6 a

高山村 0.65 1.09 0.29 1.04 － 0.80 R6

第一四半期に8

割の発注を目標

とする

0.50 0.52 0.44 0.50 0.64 － 0.60 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6 a e e － e R6 d

東吾妻町 0.85 0.89 0.86 0.71 － 0.64 R6 現状維持 0.00 0.99 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（策定に向け

て検討する）
e e － e R6 d

片品村 0.25 0.52 0.62 0.60 － 0.70 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6
県のものを

適用
a a a a － a R6

ａ（県のも

のを準用）
e e － e R6 e

川場村 1.02 0.60 0.80 0.71 － 0.50 R6

第一四半期に６

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.10 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6 a d d － d R6 c

昭和村 0.81 0.55 0.74 0.58 － 0.60 R6

第一四半期に6

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.07 0.03 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6

ａ(改訂内容に基

づき速やかに対

応)

b b b b － a R6
ａ（県のも

のを準用）
e e － d R6 c

みなかみ町 0.65 0.36 0.83 0.70 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 0.99 1.00 1.00 － 0.91 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 d

玉村町 0.69 0.74 0.65 0.76 － 0.89 R6 0.80 0.66 0.97 0.91 0.94 0.98 － 0.75 R6 1.00 b b b b － a R6 a b b b b － a R6 a e e － c R6 c

板倉町 0.00 0.67 － 0.27 － 0.50 R6

第一四半期に5

割の発注を目標

とする

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6 a b b b b － b R6 a a a － a R6 a

明和町 0.16 0.56 0.79 0.15 － 0.60 R6

第一四半期の早

期発注を目標と

する

発注件

数未入

力

0.74 0.45 0.50 0.45 － 0.30 R6 0.20 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a d d － d R6 a

千代田町 0.41 0.42 0.35 0.17 － 0.40 R6 0.80 0.00 0.27 0.33 1.00 1.00 － 1.00 R6 0.20 b b a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき対応を検

討）

c b b b － a R6
a（R4年度策

定予定）
e e － e R6 e

大泉町 0.44 0.20 0.28 0.30 － 0.40 R6

第一四半期に3

割の発注を目標

とする

0.34 0.31 0.26 0.20 0.21 － 1.00 R6 0.34 b b a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － e R6 e

邑楽町 0.12 0.41 0.51 0.48 － 0.50 R6

第一四半期に6

割の発注を目標

とする

発注件

数未入

力

0.76 0.86 0.82 0.93 － 0.80 R6 1.00 b b b b － b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6 a e e － e R6 c

群

馬

県

（

市

町

村

）

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【群馬県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

川口市 0.45 0.56 0.67 0.67 ー 0.70 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 0.99 1.00 ー 1.00 R6 1.00 b b b b ー b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

d c ー b R6 b

蕨市 0.54 0.58 0.75 0.58 ー 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a b b b b ー b R6 a e e ー d R6 c

戸田市 0.62 0.69 0.74 0.75 ー 0.73 R6 0.65 0.84 0.89 0.85 0.87 0.78 ー 1.00 R6 0.85 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 c

朝霞市 0.58 0.55 0.45 0.42 ー 0.59 R6 0.59 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 d

志木市 0.35 0.66 0.54 0.67 ー 0.50 R6 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a b b b b ー b R6
a（R6年度まで

に策定・活用）
e e ー c R6 d

和光市 0.65 0.71 0.69 0.58 ー 0.68 R6 0.90 0.89 1.00 0.94 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー a R6 a

新座市 0.86 0.73 0.73 0.46 ー 0.61 R6 0.80 0.98 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a a a a a ー a R6 a e e ー a R6 c

鴻巣市 0.37 0.47 0.40 0.47 ー 0.70 R6 0.53 0.96 0.92 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 b b b b ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a ー a R6
a（R3年度運用

開始）
e e ー a R6 d

上尾市 0.58 0.55 0.52 0.85 ー 0.70 R6 0.70 1.00 1.00 0.97 0.95 0.96 ー 1.00 R6 1.00 b a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー a R6 c

桶川市 0.65 0.60 0.22 0.51 ー 0.40 R6 0.65 0.82 0.84 0.75 0.68 0.65 ー 0.75 R6 1.00 a a a a ー a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6
a（R2年度

運用開始）
e e ー d R6 d

北本市 0.21 0.26 0.25 0.09 ー 0.53 R6 0.53 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a ー a R6 ｂ e e ー c R6 c

伊奈町 0.34 0.43 0.66 0.40 ー 0.65 R6 0.65 0.02 0.28 0.38 0.44 0.57 ー 0.80 R6 1.00 b b b b ー b R6 b b b b b ー b R6 b e e ー c R6 e

川越市 0.46 0.49 0.56 0.47 ー 0.59 R6 0.53 0.92 0.73 0.99 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

c c ー c R6 c

所沢市 0.42 0.47 0.56 0.50 ー 0.61 R6 0.70 1.00 1.00 0.99 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6
a（R6年度運用

開始予定）
c c ー c R6 a

狭山市 0.38 0.38 0.55 0.40 ー 0.55 R6
第一四半期の

発注に努める
0.95 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 d

富士見市 0.44 0.95 0.73 0.62 ー 0.45 R6 0.65 1.00 0.99 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 b b b a ー a R6 ｂ b b b b ー b R6 ｂ e d ー c R6 c

ふじみ野市 0.50 0.57 0.83 0.52 ー 0.80 R6
上半期の発

注に努める
0.93 0.75 0.86 0.81 0.81 ー 0.80 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 c

三芳町 0.67 0.60 0.43 0.49 ー 0.32 R6
第一四半期の

発注に努める
1.00 0.85 1.00 0.98 0.98 ー 1.00 R6 1.00 b b b b ー b R6

a（基準範囲外の

場合の要領の整備

に努める）

b b b b ー b R6
a（設計変更ガイド

ラインの策定に努

める）

e e ー d R6 c

実

績

値

(R4)

目標実

績

値

(R5)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R5)

関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標

指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R3)

実

績

値

(R5)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

発注機関名

全国統一指標

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

埼

玉

県

（

市

町

村

）

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【埼玉県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

飯能市 0.36 0.58 0.63 0.35 ー 0.40 R6 0.53 0.98 0.94 0.95 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

d d ー d R6 c

入間市 0.50 0.60 0.43 0.62 ー 0.60 R6 0.53 0.66 0.59 1.00 0.77 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 a e e ー d R6 d

坂戸市 0.32 0.57 0.37 0.61 ー 0.69 R6 0.53 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

d d ー c R6 c

鶴ヶ島市 0.63 0.57 0.69 0.59 ー 0.90 R6 0.70 0.23 0.24 0.29 0.89 1.00 ー 1.00 R6 1.00 b b b b ー b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー d R6 c

日高市 0.48 0.73 1.12 0.92 ー 0.60 R6 0.53 0.90 0.86 0.81 1.00 0.92 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー d R6 d

毛呂山町 0.34 0.39 0.53 0.29 ー 0.56 R6 0.56 0.09 0.11 0.05 0.03 0.13 ー 0.30 R6 1.00 b b b b ー b R6 aを目指す b b b b ー b R6 aを目指す e e ー d R6 c

越生町 0.00 0.78 0.00 1.19 ー 0.21 R6 0.80 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ー 0.00 R6 1.00 b b b b ー b R6 b b b b b ー b R6 a e e ー d R6 d

東松山市 0.61 0.66 0.66 0.49 ー 0.90 R6 0.90 0.59 0.85 0.72 0.81 0.86 ー 0.75 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6 a e e ー a R6 a

滑川町 0.09 0.29 0.11 0.21 ー 0.56 R6 0.56 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 a e e ー d R6 e

嵐山町 0.60 1.32 0.49 0.26 ー 0.65 R6 0.65 0.26 0.33 0.21 0.38 0.38 ー 0.55 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 b e e ー c R6 c

小川町 0.15 0.76 0.46 0.21 ー 0.50 R6 0.50 0.57 0.48 0.47 0.36 0.45 ー 0.60 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー a R6

a（R6年度運用

開始を

目指す）

e e ー d R6 d

川島町 0.46 0.15 0.33 0.40 ー 0.59 R6 0.59 1.00 1.00 0.96 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 b d d ー d R6 d

吉見町 0.19 0.28 0.34 0.33 ー 0.50 R6 0.50 1.00 0.53 0.41 0.42 0.46 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6
ａ（R6年度運用

開始を目指す）
e e ー d R6 d

鳩山町 0.63 1.27 0.66 0.47 ー 0.60 R6 0.65 0.77 0.00 0.00 0.02 0.09 ー 0.10 R6 1.00 b b b b ー b R6 b a a a a ー a R6 a d d ー d R6 d

ときがわ町 0.10 0.61 0.72 0.32 ー 0.41 R6 0.20 0.05 0.06 0.03 0.04 0.00 ー 0.21 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6
a（県に準

じ対応）
e e ー c R6 c

東秩父村 0.29 0.48 1.23 1.00 ー 0.80 R6 0.80 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 ー 0.50 R6 1.00 b b b b ー a R6
a（R6年度運用

開始予定）
a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

d d ー c R6 c

秩父市 0.45 0.53 0.79 0.56 ー 0.59 R6 0.53 0.91 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 b d d ー a R6 a

横瀬町 0.09 0.77 0.61 0.60 ー 0.56 R6 0.56 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 b b b b ー b R6 ｂ b b b b ー b R6 ｂ e e ー d R6 c

実

績

値

(R4)

目標実

績

値

(R5)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R5)

関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標

指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R3)

実

績

値

(R5)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

発注機関名

全国統一指標

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

埼

玉

県

（

市

町

村

）
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33



年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

皆野町 0.54 0.36 0.09 0.27 ー 0.80 R6 0.54 0.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 b b b b ー b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6
a（R6年度運用

開始予定）
e e ー d R6 d

長瀞町 0.15 0.17 0.59 0.24 ー 0.50 R6 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6
a（R4年度運用

開始予定）
e e ー d R6 d

小鹿野町 0.35 0.34 0.54 0.42 ー 0.05 R6 0.53 0.97 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a ー a R6 a e d ー a R6 c

本庄市 0.48 0.87 0.67 0.79 ー 0.80 R6 0.65 0.98 1.00 0.96 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

d d ー c R6 c

美里町 0.69 0.58 0.47 0.69 ー 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a b b b b ー b R6 a e e ー d R6 d

神川町 0.62 0.61 0.44 0.37 ー 0.90 R6 0.90 0.13 0.18 0.28 1.00 1.00 ー 0.16 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー d R6 d

上里町 0.52 0.33 0.58 0.80 ー 0.65 R6 0.65 0.52 0.26 0.61 0.51 0.46 ー 0.50 R6 1.00 a a a a ー a R6 ａ b b b b ー b R6 a e e ー d R6 c

熊谷市 0.26 0.47 0.54 0.57 ー 0.55 R6 0.55 1.00 0.91 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

d c ー a R6 c

深谷市 0.59 0.53 0.57 0.46 ー 0.65 R6 0.65 0.98 0.87 0.88 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー a R6
a（R5年度運用

開始予定）
e d ー c R6 c

寄居町 0.28 0.14 0.60 0.62 ー 0.38 R6 0.80 0.36 0.30 0.25 0.24 0.20 ー 0.20 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

d d ー d R6 c

行田市 0.50 0.59 0.40 0.65 ー 0.61 R6 0.90 1.00 0.71 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

c c ー b R6 c

加須市 0.46 0.23 0.33 0.70 ー 0.32 R6 0.80 0.86 0.61 0.72 0.43 0.39 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 c

羽生市 0.53 0.44 0.32 0.51 ー 0.55 R6
第一四半期の発

注に努める。
0.93 1.00 0.88 0.85 0.91 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 e

春日部市 0.49 0.58 0.55 0.65 ー 0.55 R6 0.60 1.00

発注件

数集計

不可

0.99 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー b R6 c

草加市 0.52 0.52 0.58 0.65 ー 0.53 R6 0.53 0.93 0.74 0.93 0.92 0.91 ー 0.90 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6 a d d ー c R6 c

越谷市 0.52 0.38 0.51 0.40 ー 0.59 R6 0.59 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a ー a R6 b e d ー c R6 c

八潮市 0.35 0.36 0.45 0.66 ー 0.54 R6 0.50 0.80 0.72 0.81 0.81 0.80 ー 0.80 R6 0.80 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 c

三郷市 0.65 0.62 0.60 0.64 ー 0.36 R7 0.66 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 c

実

績

値

(R4)

目標実

績

値

(R5)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R5)

関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標

指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R3)

実

績

値

(R5)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

発注機関名

全国統一指標

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

埼

玉

県

（

市

町

村

）

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【埼玉県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

吉川市 0.33 0.53 0.62 0.71 ー 0.43 R8 0.53 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

e e ー c R6 c

松伏町 0.27 0.24 0.32 0.85 ー 0.50 R9

第一四半期に５

割の発注を目標

とする

1.00 0.20 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6
a（R6までに運

用開始)
e e ー d R6 a

久喜市 0.39 0.50 0.44 0.33 ー 0.35 R10 0.49 0.32 0.90 0.72 0.77 0.78 ー 0.70 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー a R6 a e e ー d R6 c

蓮田市 0.49 0.41 0.44 0.45 ー 0.50 R11 0.60 0.42 0.37 0.24 0.77 0.90 ー 0.95 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a ー a R6
a（R2年度

運用開始）
e e ー c R6 c

幸手市 0.40 0.47 0.40 0.30 ー 0.53 R12 0.53 0.82 0.56 0.54 0.40 0.43 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 a e e ー c R6 c

宮代町 0.24 0.14 0.53 0.50 ー 0.53 R13 0.53 0.53 0.58 0.36 0.38 0.61 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 ａ e e ー d R6 e

白岡市 0.19 0.14 0.30 0.41 ー 0.60 R14 0.60 0.60 0.46 0.57 0.44 0.49 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6 b e e ー c R6 e

杉戸町 0.57 0.34 0.62 0.47 ー 0.60 R15 0.60 0.64 0.62 0.88 0.61 0.56 ー 0.90 R6 1.00 a a a a ー a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b ー b R6
a(R6年度運用

開始予定）
e e ー d R6 c

実

績

値

(R4)

目標実

績

値

(R5)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R5)

関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標

指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R3)

実

績

値

(R5)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

発注機関名

全国統一指標

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標 実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

埼

玉

県

（

市

町

村

）

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【埼玉県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

銚子市 0.38 0.34 0.36 0.34 － 0.35 R6 0.60 1.00 0.89 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（R4年度運

用開始予定）
d d － d R6 c

市川市 0.53 0.71 0.55 0.58 － 0.42 R6 0.80 1.00 0.61 1.00 1.00 1.00 － 0.99 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d d － c R6 c

船橋市 0.61 0.53 0.68 0.59 － 0.70 R6 0.70 0.97 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
c c － a R6 a

館山市 0.89 0.58 0.63 0.52 － 0.60 R6 0.60 0.81 0.49 0.65 0.69 0.69 － 0.68 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － c R6 c

木更津市 0.38 0.61 0.44 0.66 － 0.69 R6 0.70 0.38 0.54 0.42 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d d － c R6 c

松戸市 0.53 0.38 0.59 0.63 － 0.58 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
c c － b R6 a

野田市 0.32 0.29 0.63 0.71 － 0.71 R6 0.60 0.53 0.49 0.83 0.80 0.74 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）
e d － c R6 c

茂原市 0.28 0.75 0.54 0.36 － 0.98 R6 0.55 0.47 0.55 0.38 0.43 0.41 － 0.50 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － c R6 c

成田市 0.57 0.51 0.65 0.55 － 0.59 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d d － b R6 b

佐倉市 0.56 0.47 0.54 0.56 － 0.56 R6 0.60 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（R5年度運

用開始予定）
e e － d R6 a

東金市 0.68 0.34 0.16 0.15 － 0.26 R6 0.60 1.00 0.74 0.74 0.69 0.81 － 0.96 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
e d － d R6 c

旭市 0.50 0.71 0.56 0.61 － 0.35 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（契約内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － e R6 c

習志野市 0.60 0.77 0.51 0.49 － 0.71 R6 0.80 1.00 1.00 0.00 0.94 0.85 － 0.98 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － b R6 c

柏市 0.55 0.50 0.61 0.60 － 0.70 R6 0.70
集計対

象外
1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
c c － a R6 c

勝浦市 0.36 0.00 0.84 0.75 －
上半期の

発注に努

める

R6
上半期の発

注に努める
0.67 0.59 0.50 0.50 0.36 － 0.30 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － b R6 c

市原市 0.37 0.46 0.61 0.36 － 0.46 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
c c － a R6 a

流山市 0.85 0.64 0.78 0.61 － 0.60 R6 0.70 0.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
c c － b R6 a

八千代市 0.67 0.62 0.62 0.83 － 0.70 R6 0.70 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d c － b R6 c

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

千

葉

県

（

市

町

村

）

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑤ 指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

我孫子市 0.72 0.54 0.72 0.86 － 0.66 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d c － a R6 a

鴨川市 0.49 0.68 0.68 0.69 － 0.50 R6 0.70 0.48 0.45 0.39 0.37 0.40 － 0.42 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
e e － e R6 d

鎌ケ谷市 0.55 0.34 0.39 0.52 － 0.54 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
c c － b R6 a

君津市 0.64 0.57 0.64 0.64 － 0.15 R6 0.70 0.80 0.89 0.68 0.81 0.76 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － c R6 c

富津市 0.67 0.88 0.64 0.70 － 0.24 R6 0.60 0.54 0.23 0.52 0.40 0.02 － 0.60 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6
a（R2年度よ

り運用）
e e － c R6 c

浦安市 0.55 0.78 0.50 0.50 － 0.29 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d c － a R6 c

四街道市 0.55 0.79 0.51 0.59 － 0.70 R6 0.70 0.11 0.05 0.06 0.13 0.08 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
e e － c R6 c

袖ケ浦市 0.57 0.38 0.38 0.71 － 0.45 R6 0.60 0.47 0.38 0.40 0.42 0.34 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － c R6 c

八街市 0.55 0.55 0.43 0.28 － 0.42 R6 0.60 1.00

発注件

数未入

力

1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6
a（R４年度運

用開始予定）
c c － d R6 c

印西市 0.30 0.39 0.52 0.45 － 0.55 R6 0.70 0.88 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － c R6 c

白井市 0.94 0.58 0.51 0.51 － 0.33 R6 0.60 0.51 0.42 0.41 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
a a － a R6 a

富里市 0.38 0.51 0.39 0.24 － 0.55 R6 0.55 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － a R6 a

南房総市 0.72 0.77 0.52 0.61 － 0.40 R6 0.70 0.06 0.09 0.04 0.19 0.13 － 0.10 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d d － d R6 c

匝瑳市 0.50 0.34 0.44 0.12 － 0.55 R6 0.55 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － d R6 c

香取市 0.61 0.30 0.51 0.69 － 0.69 R6 0.60 0.53 0.69 0.71 0.67 0.82 － 0.82 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e d － a R6 c

山武市 0.37 0.41 0.37 0.45 － 0.36 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d d － d R6 c

いすみ市 0.76 0.60 0.19 0.54 － 0.69 R6 0.55 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d d － b R6 a

大網白里市 0.64 0.70 0.12 0.40 － 0.54 R6
第一四半期の

発注に努める
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6

a（R6年度運

用開始を目指

す）

b b － c R6 b

千

葉

県

（

市

町

村

）

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑤ 指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【千葉県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

酒々井町 0.75 0.55 0.37 0.48 － 1.08 R6 0.80 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R4年度運

用開始予定）
e e － c R6 c

栄町 0.57 0.34 0.77 0.08 － 0.60 R6 0.60
集計対

象外
0.41 0.40 0.21 0.25 － 0.10 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R4年度運

用開始予定）
e e － e R6 a

神崎町 ― 0.00 1.60 0.00 － 0.60 R6
上半期発注を

目標とする。
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.60 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（R4年度運

用開始予定）
d d － a R6 a

多古町 0.64 0.42 0.41 0.53 － 0.08 R6 0.65 0.07 0.13 0.04 0.14 0.10 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － e R6 d

東庄町 0.80 1.03 0.38 0.00 － 0.30 R6 0.60 0.68 1.00 0.97 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － d R6 c

九十九里町 0.00 ー 0.32 4.00 － 0.38 R6
上半期発注を

目標とする。
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R4年度運

用開始予定）
e e － d R6 c

芝山町 0.30 0.48 0.64 0.39 － 0.19 R6
第一四半期の

発注に努める
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
e d － a R6 c

横芝光町 0.30 0.28 0.24 0.28 － 0.40 R6
上半期の4割発

注に努める
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
e e － c R6 c

一宮町 0.28 0.00 0.11 0.15 － 0.20 R6

上半期に4割の

発注を目標と

する

1.00 0.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － e R6 d

睦沢町 0.48 0.53 0.50 0.33 － 0.60 R6 0.70 0.00 0.00 0.00 - 0.04 － 0.50 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R4年度運

用開始予定）
e e － e R6 c

長生村 0.44 0.31 0.31 0.22 － 0.70 R6

上半期に7割の

発注を目標と

する

1.00 0.90 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e c － b R6 b

白子町 2.00 0.43 0.57 1.00 － 0.46 R6 0.80

発注件

数未入

力

1.00 1.00 0.48 0.10 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R4年度運

用開始）
e d － d R6 c

長柄町 0.26 0.44 1.26 0.74 － 0.58 R6

上半期7割の発

注を目的とす

る。

0.00 0.05 0.30 0.13 0.04 － 0.14 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（R4年度運

用開始予定）
d d － d R6 a

長南町 0.67 0.52 1.18 0.63 － 0.07 R6

第一四半期の

発注に努め

る。

1.00 0.94 1.00 1.00 1.00 － 0.70 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運

用開始予定）
d d － d R6 c

大多喜町 0.88 0.73 1.00 0.48 － 0.81 R6

上半期に7割の

発注を目標と

する。

0.00 0.00 1.00 1.00 1.00 － 0.92 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
d d － d R6 a

御宿町 0.59 0.43 0.73 0.32 － 0.10 R6
上半期の発注

に努める
0.25 0.24 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（R4年度運

用開始予定）
e e － d R6 c

鋸南町 0.43 1.25 0.32 0.70 － 0.33 R6
上半期の発注

に努める
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
e e － d R6 c

千

葉

県

（

市

町

村

）

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑤ 指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

千代田区 0.60 0.76 0.61 0.69 － 0.70 R6 0.70 0.72 0.49 0.65 0.76 0.66 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a(改定内容に基

づき速やかに対

応）

a a a a － a R6
a（R3年度以

降も活用）
e e － d R6 c

中央区 0.62 0.63 0.74 0.62 － 0.52 R6 0.80 0.72 0.92 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a
a（都積算

基準を準

用）

a a － a R6 a a
a（都ガイ

ドライン

準用）

a a － a R6 a e e － c R6 c

港区 0.63 0.65 0.62 0.59 － 0.61 R6 0.63 0.95 0.78 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － a R6 e

新宿区 0.48 0.33 0.42 0.49 － 0.51 R6 0.55 1.00 0.98 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － c R6 b

文京区 0.54 0.56 0.74 0.71 － 0.65 R6 0.80 0.81 0.90 0.88 0.89 0.87 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － a R6

a(東京都の設計変

更

ガイドラインを準

用）

e e － d R6 e

台東区 0.50 0.43 0.74 0.64 － 0.60 R6 0.60 0.78 0.83 0.87 0.74 0.72 － 0.73 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6
b（策定時期

を検討中）
b b － c R6 b

北区 0.46 0.64 0.63 0.66 － 0.50 R6 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b a a － a R6 a e e － e R6 e

荒川区 0.83 0.65 0.67 0.34 － 0.62 R6 0.90 0.77 0.88 0.91 0.92 0.88 － 0.90 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － c R6 c

品川区 0.48 0.61 0.64 0.50 － 0.60 R6 0.80 0.40 0.36 0.49 0.81 0.77 － 0.79 R6 1.00 b b a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － c R6 b

目黒区 0.40 0.45 0.56 0.57 － 0.73 R6 0.75 0.94 0.43 0.86 0.80 0.72 － 0.78 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 d

大田区 0.54 0.47 0.53 0.56 － 0.68 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a e d － c R6 b

世田谷区 0.82 0.90 1.00 0.69 － 0.70 R6 0.70 0.96 1.00 0.90 0.93 0.87 － 0.90 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － b R6 c

渋谷区 0.77 0.76 0.69 0.58 － 0.65 R4 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6

a(東京都の設計変

更

ガイドラインを使

用）

d d － d R6 d

中野区 0.60 0.61 0.71 0.47 － 0.65 R6 0.65 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － a R6 b

杉並区 0.68 0.68 0.56 0.74 － 0.60 R6 0.80
集計対

象外
1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － c R6 c

豊島区 1.05 0.73 0.72 0.72 － 0.80 R6 1.00 0.60 0.61 0.58 0.69 0.79 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － c R6 c

板橋区 0.64 0.61 0.70 0.54 － 0.68 R6 0.90 0.99 1.00 0.95 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6

a

平成３１年３月

作成

e e － c R6 d

練馬区 0.74 0.80 0.96 0.68 － 0.60 R6 0.60 0.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6
a（都積算基

準を準用）
b b b b － a R6

a(都策定の設計変

更ガイドラインを

準用）

e e － a,d R6 d

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標

東

京

都

（

市

区
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績
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指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

墨田区 0.46 0.68 0.45 0.49 － 0.64 R6 0.65 1.00 0.95 0.94 0.93 0.96 － 0.93 R6 1.00 b b b b － a R6 a b b b b － b R6 a e e － b R6 b

江東区 0.54 0.46 0.54 0.75 － 0.85 R6 0.90 1.00 0.63 0.92 0.91 0.93 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a b a a a － a R6 a b b － e R6 b

足立区 0.55 0.43 0.64 0.54 － 0.55 R6 0.55 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a － a R6

a(設計変更ガイドラインで

はないが、区独自のルール

に基づき、工事変更審議委

員会等を実施）

d d － d R6 c

葛飾区 0.47 0.53 0.93 0.68 － 0.77 R6 0.80 0.99 0.99 1.00 0.99 0.98 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a a a － a R6 a

江戸川区 0.53 0.70 0.68 0.61 － 0.65 R6 0.60 0.91 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － a R6 b

八王子市 0.74 0.48 0.44 0.50 － 0.80 R6 0.80 0.59 0.57 0.59 0.66 0.69 － 0.69 R6

0.59（R6年度までに入札

制度の改正を予定していな

いため、指標③については

現状を維持する）

a a a a － a R6 a a a a a － a R6

a（八王子市工事請負

設計変更ガイドライン

に基づき、設計変更

を実施）

e d － a R6 d

青梅市 0.63 0.39 0.38 0.57 － 0.29 R6 0.65 0.32 0.39 0.42 0.41 0.47 － 0.64 R6 1.00 a a a a － a R6
a（改定内容に

基づき対応）
b b b b － ｂ R6

b（策定時期

を検討中）
e e － c R6 d

町田市 0.64 0.65 0.69 0.48 － 0.61 R6 0.70 0.71 0.71 0.54 0.75 0.74 － 0.70 R6 0.71 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a a a － a R6 a

日野市 0.45 0.34 0.70 0.51 － 0.60 R6 0.60 0.55 0.67 0.66 0.65 0.67 － 0.60 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － e R6 e

福生市 0.53 0.63 0.64 0.77 － 0.70 R6

上半期に７割の

発注を目標とす

る。

0.48 0.40 0.41 0.39 0.27 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a b a a a － a R6 a d d － c R6 c

多摩市 0.85 0.50 0.91 0.87 － 0.80 R6 0.90 0.95 1.00 0.96 1.00 1.00 －

0.95

単価契約で最低

制限等を設けら

れない発注が毎

年数件はあるた

め

R6

0.95

単価契約で最低制限

等を設けられない発

注が毎年数件はある

ため

a a a a － a R6 ａ b b b b － b R6
ｂ（Ｒ6年度

運用開始）
b b － a R6 b

稲城市 0.82 0.86 0.51 0.40 － 0.50 R6 0.90 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b a － a R6 a e e － e R6 c

あきる野市 0.83 0.67 0.59 0.41 － 0.32 R6 0.90 0.39 0.41 0.51 0.59 0.45 － 0.51 R6 1.00 a a a a － b R6 a b b b b － b R6 a e e － d R6 d

羽村市 0.32 0.66 0.40 0.26 －
上半期の

発注に努

める

R6
上半期の発

注に努める
1.00 1.00 1.00 0.95 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a b b b b － b R6 a a a － a R6 a

立川市 0.51 0.50 0.63 0.69 － 0.84 R6 0.60 0.51 0.84 1.00 0.91 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e e － e R6 e

昭島市 0.54 0.64 0.47 0.60 － 0.90 R6 0.90 0.54 0.60 0.48 0.64 0.67 － 0.31 R6 1.00 b b b b － b R6 a b a a a － a R6 a d c － c R6 b

国分寺市 0.63 0.72 0.39 0.47 － 0.47 R6

第一四半期に３

割の発注を目標

とする。

0.89 0.76 0.89 0.95 0.95 － 0.83 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a d d － d R6 c

国立市 0.68 0.48 0.50 0.74 － 0.78 R6

第二四半期に5

割の発注を目標

とする

0.68 0.52 0.39 0.41 0.50 － 0.50 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － d R6 a
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指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

東大和市 0.54 0.69 0.39 0.50 － 0.23 R6 0.80 0.03 0.03 0.02 0.00 0.00 － 0.18 R6 1.00 b a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e e － d R6 d

武蔵村山市 0.53 0.41 0.61 0.27 － 0.60 R6 0.90 0.08 0.05 0.13 0.06 0.15 － 1.00 R6 1.00 a a a a － b R6 a a a a a － b R6 a e e － c R6 c

武蔵野市 0.48 0.52 0.68 0.57 － 0.60 R6 0.60 0.16 0.30 0.28 0.21 0.23 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6
b（現状維

持）
b b b b － b R6

b（現状維

持）
d d － c R6 c

三鷹市 0.34 0.35 0.51 0.48 － 0.47 R6 0.50 0.55 0.51 0.53 0.62 0.66 － 0.66 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 b d d － c R6 c

府中市 0.61 0.58 0.47 0.52 － 0.92 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 ａ b b b b － b R6
b（必要に応じ

て設計変更）
e e － e R6 c

調布市 0.44 0.57 0.82 0.61 －

第一四半期

に5割の発

注を目標と

する

R6

第一四半期に5

割の発注を目標

とする

1.00 0.95 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 aを目指す b b b b － a R6 aを目指す e e － b R6 e

小金井市 0.67 0.31 0.38 0.48 － 0.56 R6
令和４年度以降第

一四半期の発注に

努める

0.85 0.84 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － d R6 c

狛江市 0.76 0.58 0.82 0.99 － 0.47 R6 0.77 0.33 0.21 0.30 0.30 0.32 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ e d － a R6 a

小平市 0.37 0.74 0.40 0.61 － 0.61 R6 0.56 0.83 0.93 0.93 0.97 0.97 － 0.96 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
小平市においては、設計変更が生

じた際、その都度協議を行い内容

を決定しているため、設計変更ガ

イドラインは未策定である。

e e － e R6 e

東村山市 0.69 0.38 0.56 0.43 － 0.60 R6 0.90 0.23 0.25 0.27 0.25 0.39 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ e e － a R6 c

西東京市 0.46 0.77 0.38 0.57 － 0.50 R6 0.60 0.57 0.37 0.42 0.41 0.44 － 0.40 R6 1.00 b a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e e － a R6 e

清瀬市 0.53 0.48 0.90 0.42 － 0.30 R6

第一四半期に3

割の発注を目標

とする

0.56 0.55 0.73 0.62 0.56 － 0.51 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e e － e R6 d

東久留米市 0.30 0.39 0.36 0.28 － 0.34 R6 0.80 0.98 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － b R6 c

瑞穂町 0.37 0.40 0.40 0.40 －
上半期に

７割の発

注

R6
上半期に

７割の発注
0.50 0.44 0.45 0.36 0.52 －

0.6

※町の基

準により

設定

R6

0.6

※町の基準によ

り設定

a a a a － a R6 a b b b b － a R6 a e e － d R6 d

日の出町 0.61 0.08 0.61 0.57 － 0.61 R6

原則、9月まで

に発注してい

る。

0.65 0.58 0.48 0.38 0.38 － 0.18 R6 1.00 b b b b － ｂ R6 a b b b b － ｂ R6

b（町の契約内容

の変更に関する基

本方針に基づき対

応している。）

e e － e R6 e

奥多摩町 0.26 0.13 0.44 0.33 － 0.40 R6 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － ｂ R6 a b b a a － a R6 a a a － a R6 a

檜原村 0.21 0.61 0.66 0.56 － 0.25 R6

第一四半期に3

割の発注を目標

とする。

0.00 0.00 0.00 0.22 0.13 － 0.75 R6 1.00 b b b b － ｂ R6 a a a a a － a R6 a d d － a R6 b

大島町 0.46 0.63 0.43 0.29 － 0.83 R6 0.46 1.00 1.00 0.95 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a b b b b － a R6 a e e － e R6 e
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指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

八丈町 0.67 0.50 0.60 0.76 － 0.62 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 ａ b b b b － b R6 a c c － c R6 b

利島村 0.73 0.77 0.00 1.33 － 0.19 R6

0.73（発注数が極端に

少ないため、昨年度

の数値を目標値とす

る）

0.25 0.50 0.00 - - － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6
全機関aを

目指す
b b b b － b R6

全機関aを

目指す
c c － c R6 c

新島村 0.36 0.47 0.51 0.38 － 0.36 R6 0.36 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 全機関a a a a a － a R6 全機関a e e － e R6 e

神津島村 0.29 0.31 0.15 0.24 － 0.30 R6 0.40 0.62 1.00 0.77 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － ｂ R6 a b b b b － ｂ R6 a b b － b R6 b

三宅村 0.28 0.25 0.32 0.52 － 0.50 R6 0.50 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 d

御蔵島村 0.33 0.07 0.12 0.37 － 0.30 R6 0.33 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a b b b b － a R6 a a a － e R6 a

青ヶ島村 0.57 1.11 0.52 0.92 － 1.00 R6
上半期の発注に

努める
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a e e － e R6 e

小笠原村 0.37 0.43 0.40 0.41 － 0.20 R6
上半期中の発注

に努める
1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － ｂ R6 a b b b b － ｂ R6 a e e － e R6 d
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績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【東京都内区市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

横須賀市 0.44 0.45 0.64 0.63 － 0.64 R6 0.64 0.85 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a（運用中） e d － a R6 c

平塚市 0.70 0.60 0.88 0.50 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － c R6 c

鎌倉市 0.75 0.66 0.41 0.96 － 0.75 R6 0.75 1.00 0.95 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6

a（適宜見直し

を行い運用して

いく）

e e － c R6 c

藤沢市 0.44 0.49 0.52 0.56 － 0.53 R6 0.63 0.95 1.00 1.00 0.99 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － d R6 a

小田原市 0.47 0.40 0.41 0.55 － 0.55 R6 0.55 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － d R6 c

茅ヶ崎市 0.83 0.76 0.59 0.64 － 0.63 R6 0.70 1.00 0.96 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － c R6 a

逗子市 0.17 0.21 0.59 0.43 － 0.40 R6 0.50 0.00 0.00 0.12 0.03 0.02 － 0.03 R6 1.00 b b b b － b R6 ａ b b b b － b R6 a e e － c R6 a

三浦市 0.47 0.29 0.31 0.60 － 0.48 R6 0.90 0.94 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 ａ a a a a － a R6 ａ e e － e R6 c

秦野市 0.55 0.60 0.49 0.45 － 0.76 R6 0.80 0.88 0.90 0.90 0.89 0.89 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a b b b a － a R6 a e e － c R6 c

厚木市 0.45 0.44 0.47 0.40 － 0.50 R6 0.80 1.00 1.00 0.98 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（受注者へ浸

透を図る）
c c － a R6 c

大和市 0.53 0.42 0.71 0.69 － 0.56 R4 0.53 1.00 0.98 1.00 0.99 0.99 － 0.99 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

伊勢原市 0.42 0.47 0.42 0.49 － 0.56 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6 a e d － c R6 b

海老名市 0.41 0.45 0.61 0.46 － 0.38 R6
上半期の発

注に努める

発注件

数未入

力

0.82 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a e e － c R6 e

座間市 0.18 0.41 0.58 0.41 － 0.50 R4 0.50 0.77 0.85 1.00 0.88 0.90 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6

a(積算基準範囲

外の統一基準を

定める)

a a a a － a R6
a(H30策定

済み)
e e － b R6 c

南足柄市 0.18 0.29 0.21 0.31 － 0.50 R6

第一四半期の発

注件数増に努め

る。

0.97 1.00 0.95 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － d R6 c

綾瀬市 0.85 0.44 0.76 0.76 － 0.60 R6 現状維持 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a（必要性を検

討、具現化）
e d － c R6 c

葉山町 0.12 0.80 0.38 0.61 － 0.60 R6
上半期の発

注に努める
0.54 0.36 0.32 0.50 0.56 － 0.80 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － d R6 d

寒川町 0.99 0.18 0.30 0.23 － 0.33 R6

第一四半期に６

割の発注を目標

とする

0.82 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － c R6 c
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指標⑤ 指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【神奈川県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

大磯町 0.40 0.24 0.33 0.43 － 0.58 R6 0.45 0.75 0.48 0.54 0.59 0.59 － 0.57 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6

a（ガイドライ

ン策定の検討を

行う）

e e － e R6 c

二宮町 0.85 0.48 0.38 0.36 － 0.59 R6

第2四半期に9割

の発注を目標と

する

0.07 0.00 0.75 0.23 0.50 － 0.52 R6 1.00 b b b b － b R6 a a a a a － a R6 a e e － d R6 c

中井町 0.23 0.06 0.30 0.28 － 0.33 R6

上半期に5割の

発注を目標とす

る

0.93 0.63 0.64 0.60 0.56 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（R4年度運用

開始予定）
d d － d R6 a

大井町 0.30 0.16 0.29 0.34 － 0.70 R6
上半期の発

注に努める

発注件

数未入

力

1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6 a e e － e R6 c

松田町 0.11 0.91 0.00 0.31 － 0.75 R6
上半期の発

注に努める
0.63 0.52 0.35 0.15 0.32 － 0.35 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a e d － c R6 c

山北町 0.33 0.22 0.32 0.27 － 0.36 R6

上半期に7割の

発注を目標とす

る

0.65 0.40 0.50 0.39 0.42 － 0.41 R6 1.00 b b b b － a R6
a（要領を整備

し対応）
b b b b － a R6

a（ガイドライ

ンを策定し対

応）

e e － e R6 e

開成町 0.38 0.47 0.67 0.44 － 0.27 R6
早期発注に

努める

集計対

象外
1.00 1.00 0.90 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6 ａ b b a a － a R6 ａ e e － e R6 e

箱根町 0.26 0.27 0.29 0.28 － 0.50 R6 0.90 0.97 0.74 0.69 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6
a（R4年度以降

に実施予定）
e d － c R6 b

真鶴町 0.07 0.39 0.80 0.67 － 0.67 R6
第一四半期の

発注に努める
0.77 0.68 0.77 0.60 0.47 － 0.42 R6 1.00 b b b b － b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R6年度運用

開始予定）
d d － d R6 c

湯河原町 0.43 0.40 0.25 0.51 － 0.51 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.31 0.11 0.23 0.16 0.24 － 0.21 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － a R6 a e e － c R6 c

愛川町 0.40 0.38 0.41 0.61 － 0.50 R6 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）
d d － c R6 c

清川村 0.00 0.00 0.50 0.72 － 0.30 R6

件数や金額を用い

た平準化率の達成

目標は設けていな

い。

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）
e e － e R6 e
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指標⑤ 指標⑥

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【神奈川県内市町村】

44



年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

甲府市 0.65 0.66 0.64 0.59 － 0.70 R6 0.70 0.97 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － a R6 c

富士吉田市 0.51 0.56 0.45 0.61 － 0.70 R6 0.70 0.49 0.52 0.50 0.57 0.48 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e d － c R6 c

都留市 0.44 0.55 0.31 0.44 － 0.50 R6 0.60 0.21 0.17 0.23 0.14 0.25 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 a

山梨市 0.21 0.31 0.42 0.36 － 0.70 R6 0.60 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d d － b R6 c

大月市 1.05 0.78 0.48 0.23 － 0.70 R6 0.70 0.36 0.45 0.53 0.45 0.43 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － b R6 c

韮崎市 0.38 0.33 0.36 0.33 － 0.80 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 d

南アルプス市 0.43 0.30 0.48 0.47 － 0.70 R6 0.70 1.00 0.97 0.92 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

北杜市 0.67 0.51 0.73 0.51 － 0.70 R6 0.70 0.25 0.19 0.17 0.13 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

甲斐市 0.40 0.57 0.50 0.56 － 0.70 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － c R6 c

笛吹市 0.61 0.84 0.56 0.46 － 0.70 R6 0.70 0.97 0.97 1.00 0.98 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

上野原市 0.75 0.81 0.98 0.53 － 0.70 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a a a a a － a R6 a e d － c R6 c

甲州市 0.52 0.49 0.65 0.24 － 0.52 R6 0.60 0.00 0.02 0.04 0.04 0.28 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a a a a a － a R6 a d c － c R6 b

中央市 0.86 0.77 0.33 0.46 － 0.56 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － c R6 c

市川三郷町 1.16 0.91 0.69 0.43 － 0.70 R6 0.70 0.97 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

早川町 0.93 0.52 0.78 0.47 － 0.70 R6 0.70 1.00 1.00 0.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

身延町 0.68 0.58 0.64 0.29 － 0.68 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

南部町 0.18 0.39 0.41 1.53 － 0.50 R6 0.50 0.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － a R6 c

富士川町 0.69 0.85 0.57 0.45 － 0.70 R6 0.70 0.71 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c
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地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【山梨県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

昭和町 0.26 0.67 0.59 0.50 － 0.70 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － b R6 c

道志村 0.80 0.62 0.56 0.84 － 0.70 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e d － c R6 b

西桂町 1.44 0.00 0.20 0.35 － 0.50 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6 a b b b a － a R6 a e e － c R6 c

忍野村 0.25 0.77 0.83 0.59 － 0.50 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a b b a a － a R6 a e e － c R6 c

山中湖村 0.14 0.00 0.95 0.00 － 0.60 R6 0.60 0.43 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

鳴沢村 ― 0.00 － 0.57 － 0.66 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a b b － b R6 a

富士河口湖町 0.69 0.43 0.65 0.76 － 0.70 R6 0.70 0.49 1.00 0.47 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e e － c R6 c

小菅村 0.00 1.21 0.36 0.09 － 0.50 R6 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a b b b b － a R6 a d d － c R6 b

丹波山村 0.17 2.00 0.00 1.41 － 0.50 R6 0.50 0.83 0.00 1.00 1.00 - － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6 a b b b b － a R6 a d d － c R6 c

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

地域平準化率 低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【山梨県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

長野市 0.70 0.84 0.67 0.61 － 0.55 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 b b b b b － b R6 b d c － a R6 a

松本市 0.45 0.44 0.65 0.53 － 0.67 R6 現状維持 1.00 0.70 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a d c － a R6 b

上田市 0.83 0.79 0.93 0.75 － 0.65 R6 0.80 0.68 0.88 0.87 0.87 0.83 － 1.00 R6 0.90 a a a a － a R6 a b b b b － a R6 a e d － a R6 a

岡谷市 0.61 0.58 0.60 0.61 － 0.50 R6 0.50 1.00 1.00 0.98 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a e e － c R6 c

飯田市 0.70 0.52 0.77 0.73 － 0.77 R6 0.90 0.95 0.98 0.99 0.98 0.98 － 0.95 R6 0.95 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － b R6 c

諏訪市 0.56 0.44 0.46 0.63 － 0.60 R6 0.75 0.02 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 ａ e e － c R6 c

須坂市 0.68 0.75 0.74 0.83 － 0.50 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b a a a － a R6 a c c － c R6 c

小諸市 0.67 0.79 0.96 0.57 － 0.60 R6 0.80 0.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 b e d － c R6 b

伊那市 0.78 0.58 0.71 0.48 － 0.80 R6 0.80

発注件

数未入

力

1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 b e e － a R6 c

駒ヶ根市 1.01 0.49 0.48 0.50 － 0.45 R6 現状維持 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6
ａ（基準対象外の

際の内部統一ルー

ルを作成）

b a a a － a R6
a（県の策定した

ガイドラインを準

用し運用予定）

e d － a R6 c

中野市 0.46 0.83 0.49 0.50 － 0.36 R6 0.80
集計対

象外
0.95 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a d c － a R6 a

大町市 0.59 0.60 0.48 0.76 － 0.23 R6 0.80 0.87 1.00 1.00 0.80 0.80 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（最新の積算基

準を適用、基準範

囲の場合は要領を

整備し活用）

a a a a － a R6

a(設計変更ガイド

ラインを策定・活

用しこれに基づき

設計変更を実施)

a a － a R6 a

飯山市 1.08 0.75 0.47 0.57 － 0.50 R6 現状維持 0.22 0.30 0.27 0.19 0.65 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6
a（最新の積算

基準を適用）
a a a a － a R6

ａ（設計変更ガイ

ドラインを策定・

活用）

e d － c R6 c

茅野市 0.18 1.13 0.21 0.71 － 0.63 R6 0.90 0.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － a R6 a e d － a R6 a

塩尻市 0.63 0.52 0.57 0.68 － 0.70 R6 0.80 0.15 0.17 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b a － a R6 a d c － c R6 c

佐久市 0.41 0.57 0.90 0.80 － 0.70 R6 0.70 0.99 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a c c － b R6 b

千曲市 1.39 0.93 0.79 0.38 － 0.80 R6 0.80
集計対

象外
1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a a a － a R6 a

東御市 0.99 0.47 0.84 1.26 －
現状維持

(0.60)
R6 現状維持 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － a R6

b（現在の運用方法に

おいて特段問題等は

発生していないため）

b b b b － b R6
b（現在の運用方法に

おいて特段問題等は

発生していないため）

e e － c R6 c

長

野

県

（

市

町

村

）

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

見

込

み

値

(R6)

目標

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

地域平準化率
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

安曇野市 0.79 0.50 0.69 0.59 － 0.25 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.94 0.90 1.00 1.00 1.00 － 0.99 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a c c － a R6 a

小海町 0.40 1.17 2.00 1.20 － 0.50 R6 0.80 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.90 R6 1.00 a a a a － a R6 a b a a a － a R6 a e d － c R6 c

川上村 0.56 0.76 0.73 0.77 － 0.40 R6 1.00 0.00

発注件

数集計

不可

発注件

数集計

不可

1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a － a R6

a（運用開始に

向け準備を行

う）

e e － c R6 c

南牧村 1.17 0.41 4.00 0.00 － 0.80 R6 0.90 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（県ガイドラ

インに準ずる）
d d － c R6 c

南相木村 0.67 1.02 0.71 1.67 － 0.50 R6

第一四半期に8

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a   （県の変更ガイ

ドラインを準用し

策定する）

e d － c R6 c

北相木村 0.00 0.38 1.00 0.00 － 0.50 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

発注件

数未入

力

0.00 0.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6 a a a － c R6 a

佐久穂町 0.86 0.84 1.05 1.85 － 0.10 R6 0.90

発注件

数未入

力

1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6

a（R6年度まで

に運用開始を目

指す）

d d － d R6 c

軽井沢町 0.74 0.67 0.91 0.84 － 0.67 R6 0.75 1.00 0.99 0.85 0.80 0.97 － 0.80 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（県版を準

用）
d d － c R6 c

御代田町 0.89 0.84 0.23 0.58 － 0.32 R6 0.90 1.00 1.00 1.00 1.00 0.93 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R3 a a a － a R6 a

立科町 2.00 0.94 0.76 0.70 － 0.70 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.97 0.88 0.00 0.94 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a d d － a R6 c

青木村 1.20 0.00 1.50 0.00 －
早期発注

に努める

(0.60)

R6

上半期に5割程

度の発注を目標

とする。

0.00 0.00 0.00 0.00 0.29 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 ｂ b b b b － b R6 ｂ e e － b R6 b

長和町 0.94 0.81 0.35 1.17 － 0.80 R6
現状維持を

目標とする
1.00 1.00 0.96 1.00 0.87 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6 a e e － a R6 a

下諏訪町 1.31 0.31 0.19 0.40 － 0.50 R6 0.70 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
b（今後も必要に

応じて設計変更に

て対応）

e d － c R6 c

富士見町 0.78 0.52 0.54 0.41 － 0.40 R6

前年度の数値と

同じ数値を目標

とする

0.93 1.00 1.00 1.00 1.00 － 0.90 R6 1.00 b b b a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e e － c R6 c

原村 0.73 ー 1.00 0.86 － 0.03 R6

上半期に7割の

発注を目標とす

る

1.00

発注件

数集計

不可

0.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6
b（現状維

持）
b b b b － b R6

b（現状維

持）
e e － c R6 c

辰野町 0.50 0.67 0.52 0.68 － 0.90 R6 0.90 0.84 0.75 0.77 0.82 0.78 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ b b b b － b R6 ａ e e － c R6 c

箕輪町 1.13 0.61 0.47 0.58 － 0.50 R6 現状維持 0.47 0.47 0.41 0.34 0.49 － 0.60 R6 1.00 b b b b － a R6

a（基準対象外

の際の要領等を

作成）

b b b b － a R6

a（設計変更ガ

イドラインの策

定）

e e － c R6 c

飯島町 0.81 0.96 0.69 0.65 － 0.69 R6 現状維持 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6

a（長野県のガ

イドラインを準

用）

e e － c R6 c

長

野

県

（

市

町

村

）

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

見

込

み

値

(R6)

目標

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

地域平準化率
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

南箕輪村 1.64 0.20 0.70 0.54 － 0.30 R6 現状維持 1.00 1.00 0.96 0.59 0.73 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b a － a R6 a e e － b R6 a

中川村 0.20 0.85 1.13 0.60 － 0.90 R6

上半期に４割の

発注を目標とす

る

0.06 0.16 0.07 0.02 0.06 － 0.11 R6 0.20 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
b（未策定だが、

必要に応じて設計

変更を実施）

e e － b R6 c

宮田村 0.64 0.72 0.19 1.00 － 0.20 R6
第一四半期の発

注に努める
0.09 0.10

発注件

数集計

不可

0.10 0.13 － 0.10 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a d d － a R6 a

松川町 0.91 1.04 0.77 0.68 － 0.60 R6
現状維持を目標

とする
0.80 0.92 0.92 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6

a （改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a  (R6年度

策定目標）
e d － a R6 a

高森町 0.68 0.36 0.57 0.68 － 0.50 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.00 1.00 0.79 0.85 0.88 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b a a － a R6 a d d － b R6 a

阿南町 0.57 0.40 0.88 0.60 － 0.30 R6 0.60 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.10 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a c b － b R6 a

阿智村 0.00 0.32 1.69 0.00 － 0.40 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.00 0.23 0.46 0.53 0.38 － 0.40 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － b R6 a e d － d R6 c

平谷村 1.23 0.10 0.67 0.69 － 0.70 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.20 R6 0.20 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6 a d d － d R6 a

根羽村 0.00 ー － － － 0.10 R6 0.65

発注件

数未入

力

発注件

数集計

不可

発注件

数集計

不可

0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 b b b － b R6 b

下條村 0.00 ー 0.00 0.00 － 0.28 R6 0.65 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.46 R6 1.00 b a a a － a R6 ａ b b b b － b R6 a e e － d R6 a

売木村 0.00 0.29 1.20 2.00 － 0.20 R6
上半期の発

注に努める
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 b b b b b － a R6 b e e － c R6 c

天龍村 1.00 0.40 0.55 0.74 － 0.60 R6
第一四半期の発

注に努める
1.00 1.00 0.83 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － b R6 b b b b b － b R6 b e e － a R6 c

泰阜村 2.18 0.92 1.00 0.00 － 1.00 R6 0.45 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6
a　（県の設計変

更ガイドラインに

順じ策定）

d c － a R6 b

喬木村 0.00 0.00 0.00 0.74 － 0.70 R6 0.60 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
ａ（改定内容に基

づき速やかに対

応）

d c － b R6 c

豊丘村 0.48 1.03 1.05 0.94 － 1.00 R6 0.80 0.98 0.77 0.60 0.23 0.57 － 0.70 R6 1.00 b b a a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － b R6 c

大鹿村 4.00 0.80 － － － 0.57 R6

第一四半期に4

割の発注を目標

とする

0.59 0.29 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

a（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b a － a R6
a（県の設計変更

ガイドラインに準

じ策定する）

a a － c R6 a

上松町 0.57 0.60 0.52 0.62 － 0.23 R6 0.68 0.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b b a － b R6 a b b b b － b R6 a d d － c R6 c

南木曽町 0.72 1.00 0.60 0.62 － 0.70 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.88 0.77 0.82 0.82 0.90 － 0.80 R6 1.00 a a a a － b R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a e d － c R6 c

長

野

県

（

市

町

村

）

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

見

込

み

値

(R6)

目標

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

地域平準化率

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【長野県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

木祖村 0.55 0.42 0.47 0.96 － 0.66 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ b b b b － b R6 a c c － c R6 b

王滝村 0.36 0.61 0.54 0.68 － 0.30 R6
第一四半期の発

注に努める

発注件

数未入

力

1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b b a a － b R6 a b b b b － b R6 a e d － c R6 c

大桑村 0.82 0.63 0.32 1.05 － 0.30 R6

第一四半期に8

割の発注を目標

とする

0.86 1.00 1.00 1.00 1.00 － 0.90 R6 1.00 a a a a － a R6 a b b b b － b R6 a e e － d R6 c

木曽町 0.63 0.44 0.58 0.50 － 0.70 R6
第一四半期の発

注に努める
0.23 0.26 0.25 1.00 1.00 － 1.00 R6 0.50 b b b b － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － a R6 a d d － c R6 a

麻績村 ― 0.00 2.15 － － 0.40 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

発注件

数未入

力

発注件

数集計

不可

0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6 a e e － d R6 c

生坂村 1.04 0.55 1.09 － － 0.00 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e d － d R6 c

山形村 0.00 0.71 1.50 0.00 － 0.54 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.50 0.67 0.60 0.75 0.50 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b a a a － a R6 a e e － e R6 c

朝日村 0.57 0.77 1.24 0.22 － 0.70 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.67 0.57 0.00 0.00 0.38 － 0.70 R6 0.70 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a b b － b R6 a

筑北村 0.80 0.54 1.17 1.04 － 0.80 R6
第一四半期の発

注を目標とする
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b b b b － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6 a d d － d R6 c

池田町 0.83 1.02 0.75 0.35 － 0.70 R6
第一四半期に７

割の発注を目標

とする

集計対

象外
0.92 0.87 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ｂ(改定内容に基

づき速やかに対

応)

b a a a － a R6
ｂ(未策定だが必要

に応じ設計変更を

実施)

d d － c R6 c

松川村 0.61 0.25 0.09 0.62 － 0.60 R6 0.90 0.96 0.86 0.80 0.91 0.86 － 0.70 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6
a（H28.3策

定）
c d － d R6 a

白馬村 0.52 0.86 0.98 1.41 － 0.68 R6 0.68 0.00 0.00 0.00 0.00 0.25 － 0.90 R6 1.00 a a a a － b R6 a b b b b － b R6 a e d － b R6 a

小谷村 0.76 1.22 0.49 0.74 － 0.66 R6 0.80 0.83 1.00

発注件

数集計

不可

1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

a(改定内容に基

づき速やかに対

応）

b a a a － a R6 a e d － b R6 c

坂城町 0.72 0.75 0.88 0.66 － 0.45 R6 0.80 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － b R6 a a a a a － b R6 a a a － a R6 a

小布施町 0.90 1.70 0.55 1.04 － 0.60 R6

第一四半期に９

割の発注を目標

とする

1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

b b b b － b R6
a（R5年度運用

開始予定）
e e － e R6 c

高山村 0.66 1.55 0.96 0.64 － 0.80 R6 0.90 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 b a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － b R6 c

山ノ内町 0.81 0.73 0.71 1.14 － 0.54 R6 0.90 0.00 0.00 0.00 0.37 0.73 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － a R6 c

木島平村 1.50 0.21 0.71 0.89 － 0.50 R6 現状維持 0.32 0.37 0.35 0.86 0.88 － 0.90 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e e － c R6 c

長

野

県

（

市

町

村

）

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

見

込

み

値

(R6)

目標

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

地域平準化率

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【長野県内市町村】
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年次 目標値 年次 目標値 年次 内容 年次 内容 年次 内容

野沢温泉村 1.22 1.11 1.50 0.80 － 0.80 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.23 0.17 0.31 1.00 1.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6 a a a a a － a R6 a e d － c R6 a

信濃町 1.21 0.83 0.98 0.36 － 0.50 R6 現状維持 0.00 0.44 0.42 0.27 0.23 － 0.20 R6 1.00 a a a a － b R6 a a a a a － b R6 a e d － a R6 a

小川村 0.68 0.17 0.91 0.49 － 0.50 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 1.00 R6 1.00 a a a a － a R6

ａ（改定内容に

基づき速やかに

対応）

a a a a － a R6 a e d － a R6 a

飯綱町 0.60 0.84 0.76 0.63 － 0.63 R6

第一四半期に7

割の発注を目標

とする

0.38

発注件

数集計

不可

0.52 0.54 0.77 － 0.57 R6 1.00 b b b b － b R6 a b b b b － b R6 a e e － c R6 c

栄村 0.16 0.83 1.23 0.17 － 0.50 R6

第一四半期に７

割の発注を目標

とする

0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 － 0.00 R6 1.00 a a a a － a R6 ａ a a a a － b R6 a d d － b R6 c

長

野

県

（

市

町

村

）

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

目標
実

績

値

(R1)

基

準

値

(H30)

実

績

値

(R1)

実

績

値

(R2)

見

込

み

値

(R6)

目標

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況 最新の積算基準の適用状況及び基準対象外の際の対応状況 設計変更ガイドラインの策定・活用状況 市区町村における週休2日対象工事の実施状況

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R5)

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③ 指標④ 指標⑤ 指標⑥

地域平準化率

（参考資料）各発注機関の取り組み状況【工事】

【長野県内市町村】
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（参考資料）各発注機関の取り組み状況【業務】

【国】

52

年次 目標値 年次 内容

関東管区警察局 ー ー ー ー ー 0.00 R6 0.50 c c c a ー a R6 a

科学警察研究所 ー ー 1.00 ー ー 0.50 R6 0.50 c a a a ー a R6 a

皇宮警察本部 ー ー ー 0.00 ー 0.00 R6 0.50 a a a a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

東京都警察情報通信部 ー ー ー ー ー 0.00 R6 0.50 a a a a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

関東財務局 0.75 0.67 0.20 0.75 ー 0.50 R6 0.50 c c c c ー b R6 ｂ

関東信越国税局 ー ー ー ー ー 0.50 R6
早期発注に

努める
b b b b ー a R6 ａ

財務省　東京国税局 ー ー 1.00 0.00 ー 0.86 R6

第３四半期まで

に完了するよう

努める

c c c b ー a R6 a

関東農政局 0.76 0.63 0.42 0.70 ー 0.50 R6 0.50 a a a a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

林野庁関東森林管理局 0.67 0.43 0.38 0.45 ー 0.50 R6 0.50 b b b a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

関東地方整備局 0.63 0.58 0.61 0.58 ー 0.50 R6 0.50 a a a a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

国土交通省関東運輸局 1.00 ー 1.00 ー ー 0.00 R6 0.50 a a a a ー a R6 a

国土交通省　東京航空局 0.80 0.61 0.67 0.82 ー 0.50 R6 0.50 b b b b ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

国土技術政策総合研究所 0.71 0.61 0.60 0.68 ー 0.79 R6 0.50 b b a a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

関東地方環境事務所 0.65 0.67 0.71 0.80 ー 0.66 R6 0.60 c c c c ー a R6 a

北関東防衛局 0.42 0.39 0.40 0.41 ー 0.50 R6 0.50 c c c c ー a R6 a

南関東防衛局 0.44 0.29 0.42 0.38 ー 0.50 R6 0.50 c c c c ー c R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

東京高等裁判所 ー ー ー 1.00 ー 1.00 R6
早期発注に

努める
c c c c ー c R6

a（R6年度まで

に運用開始予

定）

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標

国

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

発注機関名

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③

地域平準化率 ウィークリースタンスの実施

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)
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年次 目標値 年次 内容

東日本高速道路（株）

関東支社
0.26 0.21 0.16 0.15 ー 0.40 R6 0.40 a a a a ー a R6

a（受注者へ浸

透を図る）

中日本高速道路（株）

東京支社
0.25 0.32 0.33 0.39 ー 0.40 R6 0.40 a a a a ー a R6

ａ（受注者へ

浸透を図る）

首都高速道路（株） 0.13 0.19 0.16 0.15 ー 0.40 R6 0.40 a a a a ー a R6 a

成田国際空港（株） 0.25 0.08 0.08 0.17 ー 0.15 R6 0.40 c c c a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

日本中央競馬会 0.00 0.00 0.00 ー ー 0.00 R6 現状維持 c c c c ー a R6 a

（国研）科学技術

振興機構
ー ー 1.00 ー ー

第４四半期に

５割の業務が

完了すること

を目標とす

る。

R6

第４四半期に５割

の業務が完了する

ことを目標とす

る。

c c c c ー a R6

a（R5年度中の

運用開始を目指

す）

（独）国際協力機構 0.33 0.36 0.45 0.00 ー 0.63 R6
基準値を維

持する
c c c c ー c R6

a（R6年度運

用開始予定）

（独）国立科学博

物館
ー ー ー ー ー 0.50 R6 0.50 c c c b ー a R6 b

（独）国立女性教

育会館
ー ー ー 0.50 ー － R6 0.50 c c c a ー a R6 a

（独）国立美術館

国立西洋美術館
ー ー ー ー ー 1.00 R6

第一四半期に５

割の発注を目標

とする。

b b b b ー b R6

a（R6年度まで

に指針等を整備

する）

（独）国立文化財機

構　東京国立博物館
ー ー ー ー ー 1.00 R6

第一四半期に５

割の発注を目標

とする

a a a a ー a R6 a

（独）国立文化財機構

東京文化財研究所
ー ー ー ー ー 0.90 R6 ー c c b b ー a R6 a

（独）高齢・障害・求

職者雇用支援機構
0.00 0.00 0.00 ー ー － R6 0.40 c c c c ー a R6 a

発注機関名

特

殊

法

人

等

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

地域平準化率

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標
実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

ウィークリースタンスの実施

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)
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年次 目標値 年次 内容

（独）中小企業基

盤整備機構
ー ー ー ー ー 0.00 ー ー ー c c c ー c ー ー

（独）鉄道建設・運輸施設

整備支援機構　東京支社
0.27 0.24 0.18 0.55 ー 1.00 R6 0.40 c c c b ー a R6 a

（独）都市再生機構 0.31 0.34 0.24 0.28 ー 0.40 R6 0.40 c b b b ー a R6 a

（独）日本学生支

援機構
ー ー 0.00 1.00 ー ー b b b b ー a R6

a（R6年度運

用開始予定）

（独）日本芸術文

化振興会
ー ー 0.00 1.00 ー 0.50 R6 0.50 a b b b ー b R6

a（R6年度まで

に運用開始を目

指す）

（国研）日本原子

力研究開発機構
0.75 0.55 0.00 1.00 ー

事業の特性及び

予算制度等によ

り、発注時期及

び納期のコント

ロールが困難な

ものもあるが、

平準化に務め

R6
事業の特性及び予算制度等に

より、発注時期及び納期のコ

ントロールが困難なものもあ

るが、平準化に務める。

c c c c ー a R6 a

（独）日本スポー

ツ振興センター
0.33 0.33 ー 0.00 ー 0.50 R6 現状維持 c c c c ー a R6

a（R6までの運用開始を目

標とします。ただし、監督

官庁の策定状況を踏まえ実

施します。）

（独）水資源機構 0.51 0.50 0.60 0.47 ー 0.40 R6 0.40 a a a a ー a R6
ａ（受注者へ

浸透を図る）

（独）労働者健康

安全機構
0.50 0.60 ー 1.00 ー 0.00 R6

年間における新規

案件が少ないため

目標の設定が困難

b b b b ー b R6 ｂ

（国研）産業技術

総合研究所
0.50 1.00 0.83 0.75 ー 0.65 R6

必要に応じた、その

都度の単年度発注が

主な為、数値目標を

掲げることが困難

c b b b ー a R6
a（R6年度運

用開始予定）

（独）製品評価技

術基盤機構
ー ー ー ー ー － b b b b ー a R6

a（受注者へ浸

透を図る）

地方共同法人　日

本下水道事業団
0.69 0.57 0.67 0.67 ー 0.40 R6 0.40 c c c a ー a R6 a

発注機関名

特

殊

法

人

等

稼働件数が極端に少ないた

め、目標設定は不可能である

が、早期発注に努める。

対象件数が少ないため、

特定年度での目標設定は

困難。

全国統一指標 関東ブロック独自指標

指標① 指標③

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

地域平準化率

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標
実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

ウィークリースタンスの実施

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)
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年次 目標値 年次
目標

値
年次 内容

茨城県 0.44 0.43 0.43 0.48 ー 0.40 R6 0.40 0.95 1.00 0.99 0.99 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

栃木県 0.39 0.37 0.37 0.40 ー 0.40 R6 0.40 0.93 0.89 0.97 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6
ａ（取組を

推進する）

群馬県 0.40 0.41 0.44 0.45 ー 0.40 R6 0.40
未集

計
0.92 0.99 0.98 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6

a（ただし災

害を除く）

埼玉県 0.47 0.42 0.44 0.44 ー 0.40 R6 0.47 0.98 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

千葉県 0.50 0.47 0.48 0.45 ー 0.50 R6 0.50 0.94 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6
a（受注者へ浸

透を図る）

東京都 0.59 0.56 0.53 0.54 ー 0.50 R6 0.50 0.00 0.00 0.00 0.02 0.06 ー 0.50 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

神奈川県 0.48 0.52 0.49 0.46 ー 0.48 R6 0.48 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

山梨県 0.51 0.49 0.48 0.47 ー 0.41 R6 0.50 0.02 0.01 0.95 0.95 0.96 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

長野県 0.35 0.32 0.38 0.34 ー
現状維持

(0.35)
R6 現状維持 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

さいたま市（埼玉県域） 0.57 0.55 0.58 0.57 ー 0.50 R6 0.50 0.99 1.00 0.56 0.99 1.00 ー 1.00 R6 1.00 c c a a ー a R6

a（ルールの整

備及び取り組み

を実施）

千葉市（千葉県域） 0.59 0.55 0.52 0.59 ー 0.50 R6 0.50 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

横浜市（神奈川県域） 0.75 0.70 0.68 0.67 ー 0.40 R6 0.50 0.94 0.89 0.89 0.98 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 ａ

川崎市（神奈川県域） 0.61 0.62 0.60 0.59 ー 0.50 R6 0.50
未集

計
1.00 0.76 0.87 0.85 ー 不明 R6 1.00 b b b a ー a R6 ａ

相模原市（神奈川県域） 0.71 0.55 0.72 0.72 ー 0.50 R6 0.50 1.00 0.40 1.00 1.00 1.00 ー 1.00 R6 1.00 a a a a ー a R6 a

発注機関名

都

県

政

令

市

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

実

績

値

(R2)

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標
基

準

値

(H30)

全国統一指標

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

指標①

地域平準化率

基

準

値

(R1)

実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

基

準

値

(R1)

指標②

低入札価格調査基準又は最低制限価格の設定状況

目標
実

績

値

(R5)

見

込

み

値

(R6)

関東ブロック独自指標

指標③

ウィークリースタンスの実施

実

績

値

(R3)

実

績

値

(R4)

目標
基

準

値

(R1)

実

績

値

(R2)



建設業の働き方改革に伴う市町村への働き掛け（埼玉県）

１．現状
・施工時期の平準化を始めとした建設業の働き方改革の取組において、市町村の取組が遅れている。
・県内市町村の建設投資額は、県の２倍以上であり、市町村の取組が非常に重要である。
＜埼玉県：1,328億円、県内市町村：2,813億円（Ｒ４国土交通省「建設総合統計年度報」）＞

・建設業協会との意見交換会では、各取組が市町村へ十分浸透していないとの意見もあった。
２．県域における統一指標の実績（Ｒ４）
・平準化率：65％と目標の70％に届いていない。市町村に限ると平均53％で約半数が50％未満である。
・週休 ２日：県とさいたま市では96％であるが、１件以上実施している市町村の割合は19％に留まっている。

３．個別訪問
・令和４年度から総務部と連携し、取組が遅れている市町村に対して県が訪問し、各制度導入に向け意見交換を実施

４．令和５年度の実績
①平準化、工事のダンピング対策、週休２日制モデル工事・・・・９市を訪問
②業務のダンピング対策（最低制限の導入）・・・・９市２町を訪問 ③週休２日制モデル工事・・・・４市５町１村を訪問

５．訪問による効果
・業務委託の最低制限価格の導入及び週休２日制モデル工事の導入については、概ねの市町村で令和６年度中の
導入若しくは導入に向けた検討を始めた。
・令和６年度においても、引き続き必要に応じて訪問し、導入に向け支援していく。

kt910751
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資料3-2



全発注機関向け 地方自治体向け

働き方改革の推進

適正工期の設定

◆【建設産業専門団体連合会】
　会社・現場間の往復移動時間や現場作業後の後⽚付け・整理等を考慮した工期の設
定。

◆【日本橋梁建設協会】・高速道路会社
　案件の実情に則した適切な⼯事期間、その工事期間に見合った工事費の設定
◆【埼玉県建設業協会】
　施工時期の平準化と適正な工期の確保

完全週休２⽇

◆【⽇本建設業連合会】

　統⼀土曜閉所の取組みの拡⼤等を通じ、週休2⽇制⼯事の導入拡大。
◆【建設産業専門団体連合会】
　完全週休2閉所に向けた意識改革の実施。
　夏場(7・8・9⽉)限定の建設現場（公共・民間）の完全週休２日を産業行政面から指導。
◆【プレストレスト・コンクリート建設業協会】
　発注者指定型の土日閉所による完全週休２日制モデル工事の発注推進。

◆【埼玉県建設業協会】
　週休２日制の確保が不十分。
◆【長野県建設業協会】
　積極的な週休２日工事の実施。
◆【神奈川県建設業協会】
　週休２日制などの働き⽅改⾰の実現

時間外労働の上限規制
（総労働時間の削減）

書類の削減と簡素化
ＡＳＰの展開

◆【⽇本建設業連合会】
　・検査書類限定型工事を早急に導入
　・国・自治体間における工事書類の記載内容統一化

　・受発注者間の書類のデジタル化及びオンライン電⼦納品の情報提供。
　・情報共有システム(ASP)の導入
　・電⼦検査等の導入

◆【山梨県建設業協会】
　スリム化ガイドの導⼊及び積極的な取り組みの推進
◆【埼玉県建設業協会】
　ASP適用の拡⼤、適切な運⽤。

◆【日本建設業連合会】
　モデル工事の導入を含め、CCUSの活⽤促進を積極的に推進。

【建築工事】

給与等の処遇改善

建設業界全体の賃⾦上昇
◆【日本建設業連合会】
　　「労務費見積り尊重宣⾔」モデル⼯事の導入。

生産性の向上

◆【全国測量設計業協会連合会】
　３次元の管理台帳の作成の義務づけ。

ＤＸの推進

◆【日本建設業連合会】
　BIM/CIMを国土交通省以外の発注工事に拡大。
　遠隔臨場による工事検査について、昨年度までの試行結果から引き続き検査業務の効率化を進めるとともに、各発注機関への情報を提供。
◆【神奈川県建設業協会】
　ＤＸ普及、推進を図るため、資機材等の購⼊に係る経費について⾒積による負担措置の対応について、県・市町村への周知徹底。

◆【日本建設業連合会】
　国土交通省の営繕工事における働き⽅改⾰の取組みを広く公共建築工事への展開。
　☆働き方改革の取組みの推進
　　・「適正な工期設定」、「週休２日促進工事の実施」、「ICTの活⽤」、「⽣産性向上技術の活⽤

　☆営繕積算⽅式による予定価格の適正な設定

　☆入札時積算数量書活用方式の採用

　地⽅公共団体等が発注する建築工事において、国⼟交通省(官庁営繕部)が講じた改善策を普及。
◆【神奈川県建設業協会】
　週休２日制、CCUSの適⽤やDX推進の取組みを活用した発注工事の導入など働き方改革、時間外労働規制について、地方公共団体に働きかけ。

業界団体から『発注者協議会』等で周知徹底を要望された事項

◆【建設コンサルタンツ協会】
　「ウィークリースタンス」の全業務への適⽤と確実な推進、地方自治体へ展開。

項　　　目

CCUS（建設キャリアアップ
システム）の普及拡⼤ 　自治体及び都県建設業協会に対する更なる協⼒要請など、CCUSの⼀層の普及。

　CCUS義務化について地⽅公共団体等への更なる働きかけ。

kt910751
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全発注機関向け 地方自治体向け項　　　目

入札契約

⼿続きの充実

◆【⽇本建設業連合会】

　国⼟交通省に準じた、契約済⼯事の開示。

　「⼯事設計書(設計内訳書、⼀式当たり内訳書、1次単価表、下位単価表、請負⼯事費計
算書等)」

◆【建設コンサルタンツ協会】
　ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式・総合評価落札方式による発注量の増加
　見積徴取時の予定価格設定方法の改善と⾒積徴取時の歩掛の事前開⽰
　最低制限価格制度導入の徹底および予定価格の事後公表の拡大（事前公表の撤廃）
　国土交通省⽅式の業務成績評定や業務・技術者表彰の導⼊と活⽤の促進（増加と公表）
　業務分野に応じた有資格者（技術士・RCCM等）・建設コンサルタント登録制度の適確な
　活用の促進
　実際の作業に⾒合った積算歩掛の適⽤と実際にかかった費⽤の適切な精算
◆【神奈川県建設業協会】
　最低制限価格の設定や低⼊札調査基準の導入

　施工時期の平準化のため、明許繰越や債務負担⾏為などの財政制度の積極的な活⽤
◆【埼玉県建設業協会】
　予定価格の適切な設定
　ダンピング対策の強化

設計（変更）審査会

◆【埼玉県建設業協会】
　適切な設計変更の実施
◆設計審査会の設置など適切なルールづくり

◆【日本建設業連合会】
　スライド条項適⽤率が低いことから、適時、適切なスライド条項の適⽤。

　スライド協議における「発注者の理解・経験不足による対応不備」や「⼿続きの簡素化・
　書類の削減」の改善に向けた取組みの強化。
　資材の供給不足に対応した適切な工期延期の徹底。

その他

取組みの横展開と現場へ
の徹底、広報の強化

◆【日本建設業連合会】
　意⾒交換会の継続実施、内容については⾃治体も参加する各種連絡会議を通じて、
　最も効果的な取組みの横展開、及び現場への徹底。
　担い⼿確保や働き⽅改⾰の取組みに関する社会の理解促進と建設業の魅力発信の
　ために、受発注者協働による現場見学会取組。

災害申請作業
◆【建設コンサルタンツ協会】
　災害申請作業の合理化・適切化

メンテナンス事業の促進

◆【建設コンサルタンツ協会】
　技術⽀援や包括的な契約の導⼊

　点検・診断等業務の登録技術者資格（RCCM等）の活用
　道路橋メンテナンス技術講習達成度試験合格者、河川維持管理技術者、河川点検士の
　活用促進
　地域コンサルタントの積極的な活⽤

資材価格⾼騰への対応

◆【日本建設業連合会】
　公共・民間の発注者に、国の運用マニュアルや適用状況を周知。



⽇本建設業連合会
⼟⽇現場閉所による完全週休⼆⽇
 建設業の担い⼿(技術者・技能労働者)を確保し、時間外労働の上限規制を遵守するためには、
⼟⽇閉所を基本とした週休⼆⽇の実現は不可⽋である。国⼟交通省直轄⼯事(道路・河川)では、
⼟⽇閉所を基本とした4週8閉所が58％と他の発注機関に⽐べ進んでいるが、今後、既契約を含む
全ての⼯事で⼟⽇閉所による週休2⽇制⼯事の導⼊を基本とされたい。
 また、整備局以外の発注機関においても、統⼀⼟曜閉所の取組みの拡⼤等を通じ、週休2⽇制
⼯事の導⼊を拡⼤されたい。

建設キャリアアップシステムの普及拡⼤
 2023年度からの⺠間⼯事も含めた「あらゆる⼯事でのCCUS完全実施」(国⼟交通省2020年3⽉
決定)の実現に向け、国⼟交通省においては、⾃治体及び都道府県建設業協会に対する更なる協⼒
要請や、CCUSレベル別年収の明⽰、ICTを活⽤した施⼯管理による施⼯体制の「⾒える化」など
を通じた、CCUSの⼀層の普及・活⽤に取組むと共に、直轄⼯事を始めとした公共⼯事での
CCUS義務化や地⽅公共団体等への更なる働きかけを強⼒に推進されたい。
 また、国⼟交通省の技術的⽀援のもと、整備局以外の発注機関においてもモデル⼯事の導⼊を
含め、CCUSの活⽤促進を積極的に推進されたい。

建設業界全体の賃⾦上昇
 ⽇建連では2018年9⽉に「労務費⾒積り尊重宣⾔」を策定、取組みを進めている。また、本年3
⽉の国⼟交通⼤⾂との建設業4団体の意⾒交換で、技能労働者の賃⾦の概ね5%上昇を⽬指すこと
になったことを踏まえ、地⽅整備局等においては「労務費⾒積り尊重宣⾔」モデル⼯事の⼤幅な
拡⼤、整備局以外の発注機関においては同モデル⼯事の導⼊をお願いしたい。

⼊札⼿続きの充実
  ⼊札⼿続き中の質問に対する回答頻度が低いと、各応札企業から同じような質問が多くなり、
受発注者双⽅の負担が増⼤することから、⼊札契約⼿続きの簡素化を図るため、質問の都度回答
及び設計成果品の電⼦開⽰を図られたい。さらに、設計図書の不備を低減するため、設計成果品
の質を⾼めることが必要である。
 また、国⼟交通省以外の発注機関については、契約済⼯事の「⼯事設計書(設計内訳書、⼀式当
たり内訳書、1次単価表、下位単価表、請負⼯事費計算書等)」の開⽰を国⼟交通省に準じてお願
いしたい。
資材価格⾼騰への対応
 昨年来、円安やウクライナ情勢に伴う資材価格⾼騰が続いているものの、全体で約4割の現場
では予定価格へ資材価格が適切に反映されていない。資材価格の予定価格への適切な反映を徹底
されたい。また、国⼟交通省に⽐べて他発注機関における発注⼯事では、スライド条項適⽤率が
低いことから、適時、適切なスライド条項の適⽤をお願いしたい。全ての発注機関のスライド協
議について、「発注者の理解・経験不⾜による対応不備」や「⼿続きの簡素化・書類の削減」に
係る要望が多いことから、改善に向けた取組みを強化されたい。さらに、資材の供給不⾜に対応
した適切な⼯期延期を徹底されたい。



地⽅公共団体発注の建築⼯事における設計図書の適正化等
 地⽅公共団体等が発注する建築⼯事において、設計図書の完成度が低いまま発注され、施⼯段
階で施⼯者に余分なコスト・⼯期が発⽣している課題について、昨年度の意⾒交換会を踏まえ、
国⼟交通省(官庁営繕部)が講じた改善策につき、本省及び各地⽅整備局等で、その普及の取組み
等をお願いしたい。
 また、国⼟交通省の営繕⼯事における働き⽅改⾰の取組みが広く公共建築⼯事に展開されるよ
う、⾃治体等への助⾔、⽀援をお願いしたい。具体的には、適正な⼯期設定、週休⼆⽇促進⼯事
の実施、ICTの活⽤、⽣産性向上技術の活⽤などの働き⽅改⾰の取組みの推進、および営繕積算
⽅式による予定価格の適正な設定、⼊札時積算数量書活⽤⽅式の採⽤を推進されたい。

書類の削減と簡素化
 時間外労働の理由の約6割が「書類作成」に関わる事項であり、発注者に対し提出書類の削減
を求める声が多く出ている。書類作成業務を軽減するため、地⽅整備局等では書類スリム化ガイ
ドなど書類の簡素化に取り組んでいるものの、「書類作成マニュアル」に反した書類作成業務が
依然として発⽣している。マニュアルが現場に確実に徹底されるよう指導されたい。また、国⼟
交通省発注⼯事でのASP統⼀等による書類の削減など、ICTツールのフル活⽤による業務の簡素
化に取り組まれたい。さらに、国⼟交通省にて制度化されている検査書類限定型⼯事の実施は約
6割に留まっており、効果が⾼いことから、更なる実施拡⼤を図られたい。
 整備局以外の発注機関においては検査書類限定型⼯事を早急に導⼊するとともに、情報共有シ
ステム(ASP)、電⼦検査等の導⼊により、受発注者間の書類のデジタル化及びオンライン電⼦納
品を推進されたい。

取組みの横展開と現場への徹底、広報の強化
 今年度の意⾒交換に当たっては、社会の要請に適切に対応しつつ、担い⼿確保に向け新４Kの
魅⼒溢れる業界を⽬指す取組み、2024年4⽉に迫った時間外労働時間の上限規制への対応、社会
資本整備の着実な推進とその重要性の発信(広報)を重点⽅針としている。意⾒交換会での議論を
踏まえ、まずは公共⼯事諸課題の解決を図り、その取組みを⺠間⼯事にも波及させることが重要
である。このため、⽇建連⽀部との意⾒交換会の継続実施、⾃治体も参加するブロック別の各種
連絡会議を通じて国交省以外の発注機関へ国の取組みの横展開を図るとともに、現場への徹底を
推進されたい。また、担い⼿確保や働き⽅改⾰の取組みに関する社会の理解促進と建設業の魅⼒
発信のための現場⾒学会の活発化など、受発注者協働による取組みをお願いしたい。



建設産業専⾨団体連合会
建設現場の完全週休⼆⽇制の導⼊について
 ⼤⼿元請では、建設現場は稼働していても社員の就業は週休2⽇になっていると認識してい
る。しかし、中⼩以下の企業では、⼯期も関連はするが、現場が稼働していれば週休2⽇を確保
して休むことは困難なため、建設現場(公共・⺠間とも)の完全週休2閉所に向けた意識改⾰はでき
ないか。体⼒を消耗する夏場(7・8・9⽉)だけでも試験的に導⼊することを産業⾏政⾯から指導
⼜は推奨していただくことは如何か。

時間外労働の上限規制への対応について
 令和6年4⽉から時間外労働の上限規制が建設業にも適⽤されることとなるが、会社・現場間の
往復移動時間や現場作業後の後⽚付け・整理(時間内に⾏う必要あり)等により、⽇常的に時間外
労働が発⽣し、その対応策が⾒出せない業種(機械施⼯・クレーン・コンクリート圧送等の直⾏直
帰不可業種)もある。「適正な⼯期」は、当然ながら当該規制に抵触しないことが前提であるた
め、現場での作業時間を相応に短縮する必要があり、それを考慮した⼯期の設定をお願いした
い。(⾃治体⼯事や⺠間⼯事に周知・啓蒙していただきたい。)

プレストレスト・コンクリート建設業協会
総労働時間の削減
 週休2⽇の完全実施を実現するため、発注者指定型の⼟⽇閉所による完全週休2⽇制モデル⼯事
の発注推進をお願いします。また、地⽅⾃治体やNEXCO等の発注機関についても、各管内のブ
ロック発注者協議会などの場において、完全週休2⽇制モデル⼯事の発注への取組みの周知をお
願いします。

⽇本橋梁建設協会

働きがいのある職場とするために
・協会内では完全週休⼆⽇・残業時間削減に向けた取組みに対して、かなり進んできている状況
・残業時間削減、休暇取得の推進を定着させ週休⼆⽇を含めた4週8休を推進するためには、作業
時間に応じた⼯程が必要となる
・発注時の短⼯期設定、受注後指⽰による⼯期短縮は働き⽅改⾰に逆⾏
・⾼速道路会社⼯事では、直轄⼯事に⽐べ検査等資料の削減が不⼗分
・建設業就業者に対する時間外労働規制が厳格化されることに伴い、時間外労働時間の削減、週
休⼆⽇制の推進等を図るとともに、担い⼿の育成や確保に向けた環境整備などの諸活動を⾏うた
め、「働き⽅改⾰特別委員会」を設置
○確実な実施のため、案件の実情に則した適切な⼯事期間、その⼯事期間に⾒合った⼯事費の設
定を要望
○⾼速道路会社、地⽅公共団体への指導を要望



埼⽟県建設業協会
週休２⽇制の推進について
 いよいよ来年度から適⽤となる時間外労働の罰則付き上限規制に対し、週休2⽇制適⽤⼯事の
発注、必要な経費の計上、建設⼯事の適正な⼯期の確保をするための基準の策定など、様々な取
組みが⾏われていますが、建設就業者の⾼齢化や⼊職者の減少などもあり、明確な先⾏きが⾒通
せない状況となっています。
 このような状況の中、国や県の発注⼯事では、週休2⽇制が浸透してまいりましたが、市町村
や⺠間事業者の発注⼯事では、週休2⽇制の確保については、まだまだ不⼗分な状況にありま
す。今後、建設業の担い⼿を確保していくためには、週休2⽇の実現は必要不可⽋です。
 そこで、国交省から市町村や特に⺠間事業者に対し週休2⽇制の推進について、強い指導、改
善をお願いします。

改正品確法の市町村への徹底について
 令和2年1⽉に改正品確法22条に基づく「発注関係事務の運⽤に関する指針」(運⽤指針)が改正
され発注者が必ず実施すべき事項の追加などが⾏われましたが、特に、地域建設業に密着に関連
している市町村において、品確法及び運⽤指針が⼗分浸透していない状況が⾒受けられます。
 このため、全ての市町村において品確法及び運⽤指針に基づき次の事項が適切に実⾏されるよ
う国による指導徹底をお願いします。
①市場における労務、資機材などの取引価格、施⼯の実態などを的確に反映した予定価格の適切
な設定
②最低制限価格及び低⼊札価格調査基準価格の適切な設定・運⽤によるダンピング対策の強化
③施⼯時期の平準化と適正な⼯期の確保
④設計変更ガイドラインの義務化と適切な運⽤

ＡＳＰの地⽅⾃治体への展開について
 国交省⼯事でのASP標準化を受けて、まだ課題はあるものの本年度から県⼯事でも県⼟整備部
発注⼯事では原則3,000万円以上の⼯事でASPが適⽤となりました。
 また、市町村ではASPを採⽤している⾃治体はほとんどない状態です。
 ASPの適⽤により相当量の事務の省⼒化が図られるので、地⽅⾃治体⼯事でのASP適⽤の拡
⼤、ASPの適切な運⽤について、国交省から地⽅⾃治体に対して適切な指導をお願いします。

設計審査会について
 国交省⼯事では設計変更の際は、設計審査会が設置され設計変更ガイドラインに基づいて判断
する事によりスムーズな設計変更が⾏われています。
 ⼀⽅、県や市町村などの地⽅⾃治体では同様のシステムがないために⼯事毎に設計変更の進捗
に⼤きな差異がある状態です。
 地⽅⾃治体に対して、適切な設計変更の実施とともに設計審査会の設置など適切なルールづく
りについて国交省からの指導をお願いします。



⼭梨県建設業協会
担い⼿育成に向けた書類簡素化の更なる推進について
 関東地⽅整備局におかれましては、令和2年度の関東甲信越ブロック会議における⼭梨県から
の要望事項である「⼯事書類の必要最⼩限化と⼯事⼯程の円滑化について」に関し「⼟⽊⼯事電
⼦書類作成マニュアル」及び「⼟⽊⼯事電⼦書類スリム化ガイド」の改定の中で、⼯事検査は
「検査書類限定型」をすべての⼯事に適⽤いただき、⼯事検査前の書類の作成及び整理作業が⼤
幅に改善されたことに⼤変感謝しております。
 今後は、働き⽅改⾰に資する新たな担い⼿の確保・育成のためにも⼀層の現場での⻑時間労働
是正等、受発注者相互が互いに効率化できるよう、⼯事検査における⼀層の書類の限定と、本運
⽤に際しては出先事務所に対するご指導等周知と徹底をお願いするとともに、地⽅⾃治体(県・市
町村)に対しても、スリム化ガイドの導⼊及び積極的な取り組みの推進についてお願いいたしま
す。

⻑野県建設業協会

週休２⽇制の普及について
 令和6年4⽉から時間外労働の上限規制が建設業にも適⽤されることになっており、働き⽅改⾰
の着実な取り組みが喫緊の課題となっております。
 働き⽅改⾰の取り組みの⼀つに「週休2⽇制の普及」がありますが、⻑野県におかれまして
は、⼯事発注に当たり、「施⼯者希望型」、「発注者指定型」のいずれにおいても、当初から割
増の経費補正をして発注されております。
 この程、⻑野県において、市町村を対象に「週休2⽇⼯事実施状況」調査を実施された結果、
週休2⽇⼯事を導⼊済み(⼀部試⾏も含む)の市町村が25％であったのに対して、導⼊予定がない
団体が27％も存在するという結果でした。そこで、下記のとおり要望をいたします。
①週休2⽇制の普及を進めるために、国におかれましても地⽅⾃治体、特に市町村へ積極的な週
休2⽇⼯事の実施について、働きかけていただきますようお願いいたします。



神奈川県建設業協会
市町村への品確法運⽤指針の徹底について
 「発注関係事務の運⽤に関する指針」では、発注者が必ず実施すべき事項に「予定価格の適正
な設定」及び「施⼯時期の平準化」、「適正な⼯期設定」などが位置づけられていますが、市町
村の発注については、最低制限価格の算定式において、いまだ最新の中央公契連モデルの⽔準に
⾄っていないなど、まだまだ課題のあるのが現状です。
 地域の安全・安⼼を守る⼀翼を担う地元建設業者が健全に事業継続を⾏っていくためにも、市
町村において運⽤指針を遵守し、適切な発注を⾏っていただくことが重要です。
①現在、国では最低制限価格の設定や低⼊札調査基準などで課題のある市町村について、個別に
指導を⾏っていただいていることは承知していますが、これまで以上に市町村に対して強く働き
かけをしていただくようお願いします。
②施⼯時期の平準化について、慢性的技術者不⾜、技能者不⾜の回避のために、明許繰越や債務
負担⾏為などの財政制度を市町村発注⼯事においても、積極的に活⽤していただくよう働きかけ
をお願いします。
③2024年から実施される時間外労働規制や週休2⽇制などの働き⽅改⾰は、若⼿⼈材の確保とい
う⾯からも必ず実⾏していかなければならない課題です。国や県などでは働き⽅改⾰への実現に
向け対応いただいていますが、⼀部の市町村では対応されていない団体もありますので、強い働
きかけをお願いします。

公共建築⼯事における働き⽅改⾰の対応について
 国においては、働き⽅改⾰、時間外労働規制への対応として、週休2⽇制、CCUSの適⽤やDX
推進の取組みを活⽤した発注⼯事の導⼊など様々なモデル⼯事に取り組んでおられますが、これ
らが適⽤される⼯事のほとんどは⼟⽊⼯事が対象となっており、建築⼯事については案件の発注
が少なく、あまり進んでいないのが現状です。
 また、地⽅公共団体の発注に係る公営住宅や学校施設等の新築・改築の建築⼯事の占める割合
が⽐較的多いにもかかわらず、週休2⽇制やDXの取組みは、国と同様、ほとんど進められていな
い状況です。
 つきましては、働き⽅改⾰を推進するため、公共建築⼯事においても、積極的に取り組まれる
とともに、地⽅公共団体への働きかけをお願いします。

ＤＸの推進について
 国⼟交通省では、働き⽅改⾰への対応として⽣産性の向上に向けたICT施⼯やASP・遠隔臨
場、BIM/CIM等を推進しておりますが、神奈川県内では、今年度ようやく県、政令市において
ASP、遠隔臨場の取組みが始まり、また中⼩向けの⼩規模ICT施⼯の試⾏も始まりました。
つきましては、ICT施⼯、遠隔臨場の導⼊費⽤については中⼩建設業者にとって負担が⼤きく、
取組みを躊躇する状況でありますので、DX普及、推進を図るため、資機材等の購⼊に係る経費に
ついて⾒積による負担措置の対応について、県・市町村への周知徹底の上、DX事業を推進すると
ともに、⼩規模ICT⼯事の積算基準の明確化をお願いします。



建設コンサルタンツ協会

受発注者協働によるﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの更なる改善に向けての施策の推進・強化
・「ｳｨｰｸﾘｰｽﾀﾝｽ」の全業務への適⽤、実施計画および実施報告による確実な推進と地⽅⾃治体へ
の展開

地⽅⾃治体における災害申請作業の合理化・適切化に関する改善と適切な費⽤計上
・災害申請作業の合理化・適切化
・実際の作業に⾒合った積算歩掛の適⽤と実際にかかった費⽤の適切な精算

地⽅⾃治体における発注⽅式の改善
①業務の内容や地域の実情等に応じたﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ⽅式・総合評価落札⽅式による発注量の増加
・国の「斜め象限図」の周知と適⽤促進
・技術⼒・品質に優れた企業が選定されず、くじびきによる選定が多発する価格のみによる⼀般
競争⼊札の撤廃（不良不適格業者の排除、簡易な技術競争の導⼊促進）
・ブロック発注者協議会での技術⼒を基本とする発注⽅式の議論
②⾒積徴取時の予定価格設定⽅法の改善と⾒積徴取時の歩掛の事前開⽰
③最低制限価格制度導⼊の徹底および予定価格の事後公表の拡⼤（事前公表の撤廃）
④国⼟交通省⽅式の業務成績評定や業務・技術者表彰の導⼊と活⽤の促進（増加と公表）
⑤業務分野に応じた有資格者（技術⼠・RCCM等）・建設コンサルタント登録制度の適確な活⽤
の促進

地⽅⾃治体のメンテナンス事業の促進
・技術⽀援や包括的な契約の導⼊による効果的な建設コンサルタントの活⽤
・点検・診断等業務に関わる登録技術者資格（RCCM等）の活⽤
・道路橋メンテナンス技術講習達成度試験合格者、河川維持管理技術者、河川点検⼠の活⽤促進
・地⽅⾃治体のメンテナンス事業への地域コンサルタントの積極的な活⽤

受発注者協働による働き⽅改⾰に資するＤＸ推進
・電⼦⼊札システム、電⼦契約システムを活⽤した「書類の電⼦化（電⼦決済、ペーパーレス
化）」「⼿続きの簡素化」「情報の共有化」「移動・郵送等の時間短縮」の促進
・情報共有システム（ASP）を積極的に活⽤した「事業・業務の情報等に関する電⼦化」「情報
共有化」の促進
・WEB会議等を積極的に活⽤して「移動時間や待ち時間の解消」「現場情報の共有化」の促進
・テレワークガイドライン（案）の活⽤、発注者のテレワーク環境整備の加速化、各種技術基準
類の電⼦化・WEB公開などの推進
・⾃治体を含む、各発注機関のインフラＤＸ推進計画や実施状況等の情報の公開



全国測量設計業協会連合会

道路・河川等の公共インフラ強靭化のための３次元台帳整備事業の提案
・新しい国⼟強靱化基本計画（素案）を拝⾒すると、国⼟交通省の実施する施策として、無電柱
化や沿道建物倒壊防⽌などの緊急輸送道路等に関連する施策、中⼩河川も含めた河川整備に係る
計画の作成・⾒直しなどの流域治⽔に関連する施策等、公共インフラの強靭化を進めるものが多
くみられます。道路台帳、河川台帳の整備は法律で定められ、それぞれ管理者により実施されて
いるところですが、公共インフラの強靭化を着実かつ効率的に進めるには、国の進めている「３
次元データを活⽤した河川管理」の⼿法を地⽅⾃治体においても実施することが有益と考えま
す。
 ついては、まずは緊急輸送道路や氾濫の危険のある河川を優先して、ＵＡＶや３次元スキャ
ナ、ＭＭＳ等を⽤いた３次元道路台帳（地下埋設物も含めて）・河川台帳を作成することを地⽅
⾃治体においても義務付け、あわせてその予算措置（補助⾦）を検討いただくこと。
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建設発生土

廃棄物 ・・・廃掃法に基づき適正に処理

廃棄物を分別した土

分
別

※資源有効利用促進法は、使用済物品や副産物（建設
発生土も対象）の発生抑制及び再生資源等の利用促
進に関して所要の措置を講じるもの。

廃棄物混じり土

建設工事から
発生する土

他工事利用

他工事利用

・・・資源有効利用促進法※に基づき再生資源として利用 残土処理場

○ 全ての公共工事発注者に指定利用等の原則実施を要請 ⇒  処分費の積算への計上を徹底

○ 継続的に大規模な建設工事を発注している民間工事発注者には、指定利用等の実施や、そ
れが困難な場合でも元請業者により適正処理が行われることを確認するよう求める

【指定利用等の取組状況】

国 ：99％
都道府県：88％ 政令市：77％
市区町村(政令市除く)    ：69％

※H30建設副産物実態調査結果(土量ベース）

指定利用等の徹底

【R4までの制度】 資源有効利用促進法により元請業者に対し、搬出先(他の工事現場、残土処分場等）等を
記載した再生資源利用促進計画書の作成・保存を義務付け

【R6施行の概要】
○ 元請業者等による建設発生土の最終搬出先の確認※を義務化

【省令改正・告示：R6.6.1施行（1年間の登録猶予期間後施行）】

請負会社 ：●●株式会社
工事所在地：●●市●●町●●
建設発生土：●●●● ㎥
搬出先 ：●●工事 ●●● ㎥

●●処分場 ●●● ㎥
ｺﾝｸﾘｰﾄ ：・・・・・・・・・・
ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ： ・・・・・・・・
木材 ：・・・・・・・・・・

計画書

【再生資源利用促進計画書】
（イメージ）

【R5施行の概要】

○ 計画書の作成対象工事の拡大（土砂1,000㎥ →500㎥）、保存期間の延長（１年→５年） 、発注者への報告と
建設現場への掲示を義務化 【省令改正：R5.1.1施行】

※併せて事業所等への立入検査等の対象事業者を拡大し、チェック機能を強化 【政令改正：R5.1.1施行】

○ 搬出先の盛土規制法の許可の事前確認及び搬出後の土砂受領書等の確認、工事現場の土壌汚染対策法の手
続確認を義務化 【省令改正：R5.5.26施行 】

ストックヤード運営事業者の登録制度の創設により、ストックヤードからの搬出先を明確化
【告示：R5.5.26施行 】

※ただし、以下の搬出先に搬出した場合
は最終搬出先までの確認が不要となる

• 国又は地方公共団体が管理する場所
• 他の建設現場で利用する場合
• 登録ストックヤード
• 最終処分場

建設発生土の計画制度の強化

○ 厳格な盛土許可制 ○ 不法盛土の監視強化（許可地一覧の公表・現地掲示）

○ 盛土許可違反の建設業者への処分
盛土規制法等

建設工事から発生する土の搬出先の明確化等 関東地方整備局

kt870253
テキストボックス
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ストックヤード運営事業者登録制度の登録状況について

●関東管内都県別の事業者登録状況（R6.5.1時点）
※R6.6より開始

 元請業者に登録ストックヤードの活用や、取引のあるストックヤード事業者に対し登録制度の紹介を引き続き依頼
 十分な数のストックヤードが登録されるよう、ストックヤード事業者への登録制度の周知を実施
 建設発生土の有効利用・適正処分のため、登録ストックヤードによる業務が適切に実施されるよう、実効性確保に向け

た取組を地整等と連携して推進していく

今後の取組

 資源有効利用促進法省令改正による建設発生土の計画制度の強化と連携し、一定の要件を満たすストックヤード運営事業
者を国に登録する制度を創設した（R5.5.26施行）。

 登録ストックヤードに搬出した場合、元請業者は建設発生土の最終搬出先確認が不要となる（R6.6.1施行）
 ５月１日時点での全国の登録数は、事業者数：４５９者 登録ストックヤード数：６８０箇所

 申請窓口 ：関東地方整備局 建政部 建設産業第一課 建設工事適正化係
 HPリンク ：https://www.ktr.mlit.go.jp/kensan/index00000009.html

●関東管内都県別のストックヤード登録状況（R6.5.1時点）

関東地方整備局

計長野山梨東京千葉埼玉群馬栃木茨城

92412363116137

神奈川

計長野山梨東京千葉埼玉群馬栃木茨城

1526124962221225

神奈川



ストックヤード運営事業者のみなさまへ

（令和６年３月版）

元請業者
登録

ストックヤード
事業者

建設発生土の適切な利用・処分のための



ストックヤード運営事業者制度について

令和３年７月に熱海市で発生した土石流災害を受け、盛土規制法が施
行されるとともに、建設発生土が適切に利用・処分されるよう新たな制
度が始まりました。
新たな制度では、令和６年６月より、建設発生土を搬出する工事を請

負う元請業者は、搬出された建設発生土が不法・危険な盛土等に利用さ
れることがないよう、最終搬出先まで確認することが義務づけられます

※

（資源有効利用促進法省令）。
一方、登録ストックヤードに搬出した場合は、登録ストックヤード運

営事業者がその後の適正な搬出を引き継ぐことになるので、元請業者は
最終搬出先までの確認は不要となります。
つまり、登録ストックヤード運営事業者の皆様は、建設発生土の適切

な利用・処分に向けた枠組みの一翼を担う主体となります。

R3.7 静岡県熱海市 死者28名、住宅被害98棟

登録ストックヤードへの搬出を
予定している大手ゼネコン会社

熱海における土石流災害や盛土規制法の制定などを受けて、我が社でも建設発

生土の有効利用、適切な搬出先管理に取り組んでいるところです。令和6年6月

以降は、元請業者が最終搬出先を確認することが必要になりますが、ストック

ヤードを経由する場合、最終搬出先までの追跡が困難になることが想定される

ので、登録ストックヤード事業者を活用する予定です。発注者からもコンプラ

イアンス（法令遵守）を厳しく求められることもあり、取引のあるストック

ヤード事業者には、早期の登録を働きかけています。

元請業者が搬出先を確認

元請業者が最終搬出先※まで確認
※R6.6より開始

登録ストックヤード運営事業者が最終搬出先※まで確認

盛
土
規
制
法
の
許
可
等
の
確
認

最終処分

リサイクル

最終処分

リサイクル

登録ストックヤード登録ストックヤード

工事現場ごとの
区分管理が不要

非登録ストックヤード非登録ストックヤード

搬出先を追えるよう
区分管理が必要

※R6.6より開始

工事現場ごとの
区分管理が不要

搬出先を追えるよう
区分管理が必要

登録のメリット



登録制度への申請と登録後の業務について

令和●年●月●日
（搬出元）
●●●●●建設工事
責任者 ●●●●殿

（受領先）
■■■■■建設工事
責任者 ■■■■

土砂受領書

受領先の名称及び所在地：■■■■■建設工事
■■県■■市■■町■丁目■番地■地内

受領した管理者の商号 ：■■■■建設（株）
搬出元の名称及び所在地：●●●●●建設工事

●●県●●市●●町●丁目●番地●地内
土砂の搬出量 ：盛土利用等 第1種建設発生土
  ●●●●ｍ３（地山量）

一時堆積 第1種建設発生土
  ●●●ｍ３（地山量）
搬入が完了した日 ：令和●年●月●日

登録の準備

申請

登録完了

登録
ストックヤード

運営事業者

報告

⚫ 地方整備局等に申請してください

⚫ 様式はHPより入手してください

⚫ 登録料は無料です

【国土交通省HP】

登録事業者としての業務がスタート！

⚫ 再び搬出することを目的に、外部

から搬出された土砂を一時的に堆

積する場所を管理する者であれば、

申請可能です。（営利・非営利を

問わず）

（例）ストックヤード、土質改良

プラント、自社の資材置き場 等

⚫ 登録後は、外部から持ち込まれた

土砂を適切に利用・処分していた

だくために、下記の業務を行うことに

なります。

搬入 搬出

土砂を搬出する際に行うこと

［搬出前］

⚫ 搬出先の適正性を確認し、書面を

作成

⚫ 土砂の運搬を行う者に確認結果を

通知し、運搬費等を代金に適切に

反映

［搬出後］

⚫ 受領書の交付を受け、搬出先を確

認

⚫ 作成した書面や受領書の保存（5

年間）

⚫ 過積載が横行し不法投棄等を招か

ないよう、法令遵守の指導の徹底

搬出先からさらに他の搬出先の搬出

された場合（以下、❶～❹の場合を

除く）は最終搬出先を確認し、書面

を作成

［最終搬出先までの確認が不要となる搬出

先］

❶国又は地方公共団体が管理する場所

❷他の建設現場で利用する場合

❸登録ストックヤード

❹土砂処分場

受領書（記載例）

土砂を搬入する際に行うこと

⚫ 受領書の交付

⚫ その写しの保存（5年間）

⚫ 搬入・搬出管理及び記録を行い、

年１回国に報告

⚫ 登録票を掲示してください

⚫ 有効期間は5年間です

⚫ 登録事業者は国土交通省のHPで公

表されます。

【ストックヤード登録票】



主たる事務所の所在地 受付機関 問合せ先

北海道
北海道開発局
事業振興部建設産業課

011-709-2311(代)
hkd-ky-stockyard@ki.mlit.go.jp

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
東北地方整備局
建政部建設産業課

022-225-2171(代)
thr-82stockyard@ki.mlit.go.jp

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県、長野県

関東地方整備局
建政部建設産業第一課

048-601-3151(代)
ktr-syard-touroku@mlit.go.jp

新潟県、富山県、石川県
北陸地方整備局
建政部計画・建設産業課

025-370-6571
kensetugyouhou-hokuriku@hrr.mlit.go.jp

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
中部地方整備局
建政部建設産業課

052-953-8572
cbr-kensanka@mlit.go.jp

福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、
和歌山県

近畿地方整備局
建政部建設産業第一課

06-6942-1141(代)
kkr-stockyardtouroku@mlit.go.jp

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
中国地方整備局
建政部計画・建設産業課

082-221-9231(代)
stockyard@cgr.mlit.go.jp

徳島県、香川県、愛媛県、高知県
四国地方整備局
建政部計画・建設産業課

087-851-8061（代）
skr-88stockyard@ki.mlit.go.jp

福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、
鹿児島県

九州地方整備局
建政部建設産業課

092-471-6331(代)
qsr-stockyard@ki.mlit.go.jp

沖縄県
沖縄総合事務局
開発建設部建設産業・地方整備課

098-866-0031(代)
（書面受付のみ）

申請先・お問い合わせ先 主たる事務所の所在地を管轄する地方整備局等へお願いします。

申請様式・関連資料

https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/const/tochi_fudousan_kensetsugyo_const_fr1_000001_00042.html

登録数の推移

登録数（事業者数） 登録数（ストックヤード）
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入札契約適正化相談窓口
〜⼊契適正化法に基づく地⽅公共団体の取組の普及浸透をサポート〜

地方公共団体の入札契約担当者向け相談窓口

① ⼊契ワンポイントナビ

② ⼊札契約改善アドバイザー ※

③ 平準化推進ヘルプデスク

⼊札契約⽅式等に関して、個別具体的な助言等
を実施

平準化の取組に関して、事例紹介、個別具体的
な助言等を実施

電話（①のみ） ＴＥＬ 03-5253-8278
メール hqt-nyukei-hotline@gxb.mlit.go.jp

○ 都道府県公契連での働きかけと連携し、地方公共団体における取組の普及浸透の総合的なサポート・相談体制を強化

○ 入札契約適正化に関する地方公共団体担当者からの一般的な相談のほか、入札契約方式に関する個別具体的な案件に対す
る助言や、平準化関連の事例紹介や助言等を行う相談体制を新設

⼊札契約適正化法に基づく各種取組に関する
一般的な相談やワンポイントアドバイスについて
電話・メールで都度受付

メール hqt-tokennyuki@gxb.mlit.go.jp

メール hqt-heijunka@gxb.mlit.go.jp

※従来の「⼊札契約⽅式等相談窓⼝」を移⾏

入札契約適正化に係る相談窓口

（注）個別の紛争等について⾒解を⽰す趣旨のものではありません。
メールでお問い合わせいただいた場合など、回答には一定の時間を要することがあります。

お 気 軽 に ご 相 談 く だ さ い
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